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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
回次 第141期 第142期 第143期 第144期 第145期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

(1）連結経営指標等                      

売上高 (百万円) 626,316 679,822 745,259 577,922 601,859

経常利益 (百万円) 90,196 67,319 74,468 14,807 58,833

当期純利益 (百万円) 55,306 41,201 46,634 267 37,570

純資産額 (百万円) 321,464 367,610 385,593 361,130 388,724

総資産額 (百万円) 556,934 604,208 595,972 558,258 624,992

１株当たり純資産額 （円） 1,943.732,192.292,297.122,148.152,320.86

１株当たり当期純利益 （円） 332.30 248.33 280.07 1.61 225.52

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益
（円） 331.72 248.01 279.82 1.61 225.20

自己資本比率 （％） 57.7 60.4 64.2 64.1 61.9

自己資本利益率 （％） 19.0 12.0 12.5 0.1 10.1

株価収益率 （倍） 30.1 22.3 15.0 1,246.9 16.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 84,525 63,032 101,595 51,290 102,498

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △55,365 △77,285 △61,468 △60,751 △96,588

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △1,010 879 △27,648 46,703 △9,129

現金及び現金同等物の期

末残高
(百万円) 86,684 74,551 79,238 113,722 110,627

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（名）

21,527

(5,083)

24,776

(6,553)

25,852

(7,366)

23,163

(6,490)

24,851

(5,769)
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回次 第141期 第142期 第143期 第144期 第145期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

(2）提出会社の経営指標等                     

売上高 (百万円) 378,922 400,339 481,799 378,333 420,954

経常利益 (百万円) 69,193 42,832 43,653 4,337 37,720

当期純利益又は当期純損

失（△）
(百万円) 34,392 21,783 35,827 △7,260 22,721

資本金 (百万円) 26,783 26,783 26,783 26,783 26,783

発行済株式総数 （千株） 173,758 173,758 173,758 173,758 173,758

純資産額 (百万円) 254,103 274,240 297,405 274,750 287,877

総資産額 (百万円) 396,513 432,411 458,861 429,236 492,344

１株当たり純資産額 （円） 1,537.821,644.521,780.091,642.841,721.51

１株当たり配当額

（内１株当たり中間配当

額）

（円）

 

60.00

(30.00)

70.00

(35.00)

80.00

(40.00)

80.00

(40.00)

40.00

(20.00)

１株当たり当期純利益又

は１株当たり当期純損失

（△）

（円） 207.49 131.29 215.17 △43.59 136.39

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益
（円） 207.13 131.12 214.98 － 136.19

自己資本比率 （％） 64.1 63.3 64.6 63.8 58.3

自己資本利益率 （％） 14.4 8.3 12.6 － 8.1

株価収益率 （倍） 48.1 42.1 19.6 － 26.6

配当性向 （％） 28.9 53.3 37.2 － 29.3

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（名）

3,187

(769)

3,490

(773)

4,141

(884)

4,341

(1,101)

4,632

(998)

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　従業員数は、就業人員数を表示しております。

３　純資産額の算定にあたり、第142期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号　平成17年12月９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号　平成17年12月９日）を適用しております。

４．第144期の（２）の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当た

り当期純損失であるため記載しておりません。
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２【沿革】
年月 沿革

大正７年10月 電気絶縁材料の国産化を目的として日東電気工業㈱を設立（東京・大崎）

昭和16年12月茨木工場操業

昭和21年７月 本社を茨木市に移転

昭和21年10月ブラックテープの製造開始、テープ事業に進出

昭和36年２月 乾電池、磁気テープ部門を分離独立させ、マクセル電気工業㈱（現・日立マクセル㈱）として発足

昭和37年５月 豊橋事業所操業

昭和37年８月 株式を東京、大阪両証券取引所市場に上場

昭和41年10月半導体封止材料の製造開始

昭和42年９月 関東事業所操業

昭和44年１月 NITTO DENKO AMERICA,INC.設立（現・連結子会社）

昭和44年10月亀山事業所操業

昭和44年12月NITTO DENKO（TAIWAN）CORPORATION設立（現・連結子会社）

昭和48年６月 フレキシブル回路基板の製造開始

昭和49年２月 NITTO EUROPE NV 設立（現・連結子会社）

昭和50年４月 ㈱ニトムズ設立（現・連結子会社）

昭和50年４月 液晶表示用偏光フィルムの製造開始

昭和51年４月 高分子分離膜の製造開始

昭和52年３月 医療関連材料の専門工場として東北事業所操業

昭和58年12月経皮吸収型テープ製剤の製造開始

昭和61年４月 高分子分離膜の専門工場として滋賀事業所操業

昭和62年11月米国・HYDRANAUTICS買収（現・連結子会社）

昭和63年７月 米国・PERMACEL買収（現・連結子会社）

昭和63年９月 商号を日東電気工業㈱より日東電工㈱へ変更

平成元年１月 NITTO DENKO ELECTRONICS（MALAYSIA）SDN.BHD.設立（現・連結子会社）

平成７年12月 NITTO DENKO (SHANGHAI SONGJIANG) CO.,LTD.設立（現・連結子会社）

平成８年２月 液晶表示関連材料の専門工場として尾道事業所操業

平成10年３月 粘着テープ研究所を豊橋事業所内に新設

平成11年１月 日東電工包装システム㈱（現社名　日東電工ＣＳシステム㈱）設立（現・連結子会社）

平成11年11月KOREA NITTO OPTICAL CO.,LTD.設立（現・連結子会社）

平成12年10月連結子会社である日東電材㈱、日交化工材㈱、㈱東洋製作所を統合し日東電工マテックス㈱を設立

平成13年７月 共信商事㈱（共信㈱）に追加出資をおこない子会社化

平成13年７月 NITTO DENKO (SUZHOU) CO.,LTD.設立（現・連結子会社）

平成14年８月 NITTO DENKO (CHINA) INVESTMENT CO.,LTD.設立（現・連結子会社）

平成14年12月米国・アコスタシール買収（現・連結子会社　NITTO DENKO AUTOMOTIVE,INC.）

 平成15年４月 TAIWAN NITTO OPTICAL CO.,LTD.設立（現・連結子会社）

平成15年７月 米国・エラン・トランスダーマル・テクノロジーズ買収

（現・連結子会社　AVEVA DRUG DELIVERY SYSTEMS,INC.）

平成16年12月日昌㈱を株式交換により完全子会社化（現・連結子会社）

 平成18年１月 本社機能を大阪市北区に移転 

平成18年９月

平成19年７月

共信㈱を株式交換により完全子会社化 

連結子会社である共信㈱および日東電工マテックス㈱を吸収合併 

平成20年10月Ｒ＆Ｄセンターをシンガポールに設立 
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３【事業の内容】

　当社および当社の関係会社（当社、子会社108社および関連会社１社（平成22年３月31日現在）により構成）におい

ては、工業用材料、電子材料、機能材料の３部門に関係する事業を主として行っており、その製品は多岐にわたってお

ります。各事業における当社および関係会社の位置付けは次のとおりであります。

　なお、次の３部門は「第５　経理の状況　１　(1）連結財務諸表　注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分

と同一であります。

（工業用材料）

　当部門においては、接合材料、表面保護材料、シーリング材料、包装材料・機器等を製造・販売しております。

（電子材料）

　当部門においては、液晶表示関連材料、プリント回路材料、電子プロセス材料、半導体関連材料等を製造・販売して

おります。

（機能材料）

　当部門においては、医療関連材料、高分子分離膜、エンプラ部材等を製造・販売しております。
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事業系統図

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金
（百万円）

主要な事業
の内容

議決権の
所有（被所有）割合

関係内容
所有割合
（％）

被所有割合
（％）

（連結子会社）

 

日昌㈱

大阪市北区 500

工業用材料

電子材料

機能材料

100.0 －

(1）役員の兼任等　有

(2）資金援助はない。

(3）設備等を賃借している。

日東シンコー㈱ 福井県坂井市 482工業用材料 93.0 －

(1）役員の兼任等　有

(2）資金援助はない。

(3）同社電絶テープ類等の購入。

(4）設備等を賃貸している。

㈱ニトムズ 東京都中央区 160工業用材料 99.8 －

(1）役員の兼任等　有

(2）資金援助はない。

(3）同社製品の半製品の一部を支給。

日東エレクトロニク

ス九州㈱
佐賀県神埼郡 436電子材料 100.0 －

(1）役員の兼任等　有

(2）資金援助あり。

(3）当社は同社製造の半導体封止用合成樹脂等

を購入。

NITTO AMERICAS,

INC.

Pleasant 

Prairie 

U.S.A. 

 千米ドル

349,430
持株会社 100.0 －

(1）役員の兼任等　有

(2）資金援助あり。

(3）米国における統括機能 

HYDRANAUTICS
Oceanside

U.S.A.

千米ドル

511
機能材料

100.0

(100.0)
－

(1）役員の兼任等　有

(2) 持株会社を通じての資金援助あり。

(3）北米における当社製品の加工および販売。

(4）同社製品の半製品の一部を支給。

NITTO DENKO

AMERICA,INC.

Fremont

U.S.A.　

千米ドル

21,637　
電子材料　

100.0

(100.0)
－　

(1）役員の兼任等　有 

(2）資金援助はない。 

(3）北米における当社製品の加工および販売。

AVEVA DRUG DELIVERY

SYSTEMS INC.

Miramar

U.S.A.　

千米ドル

106　
機能材料 

100.0

(100.0)　
－　

(1）役員の兼任等　有

(2）持株会社を通じての資金援助あり。

(3）設備等を賃貸している。

NITTO EUROPE NVGenk,Belgium
千ユーロ

6,198

工業用材料

電子材料
100.0 －

(1）役員の兼任等　有

(2）資金援助はない。

(3）同社製品の原材料の一部を支給。

(4）欧州における当社製品の加工および販売。

NITTO DENKO

(TAIWAN)

CORPORATION

台湾

高雄市

千新台湾ドル

405,497

工業用材料

電子材料

100.0

(12.0)
－

(1）役員の兼任等　有

(2）資金援助はない。

(3）台湾における当社製品の加工および販売。

(4）同社製品の原材料および半製品の一部を支

給。

NITTO

DENKO(SHANGHAI

SONGJIANG)

CO.,LTD.

中国

上海市

千人民元

342,867

工業用材料

機能材料
100.0 －

(1）役員の兼任等　有

(2）資金援助はない。

(3）中国・香港における当社製品の加工および

販売。

NITTO DENKO(HK)

CO.,LTD.
Hong Kong

千香港ドル

13,826

工業用材料

電子材料
100.0 －

(1）役員の兼任等　有

(2）資金援助はない。

(3）香港・台湾・中国における当社製品の販売。

SHANGHAI NITTO

OPTICAL CO.,LTD.

中国

上海市

千人民元

26,486
電子材料

100.0

(24.5)
－

(1）役員の兼任等　有

(2）資金援助はない。

(3）中国における当社製品の加工および販売。

NITTO DENKO

(SUZHOU)CO.,LTD.

中国

蘇州市

千人民元

370,902
電子材料

100.0

(65.8)
－

(1）役員の兼任等　有

(2）資金援助あり。

(3）同社製品の半製品の一部を支給。

KOREA NITTO

OPTICAL CO.,LTD.

韓国

平澤市

百万韓国ウォン

29,768
電子材料 97.5 －

(1）役員の兼任等　有

(2）資金援助あり。

(3）韓国における当社製品の加工および販売。

NITTO DENKO(CHINA)

INVESTMENT CO.,LTD.

中国

上海市

千人民元

253,435
持株会社 100.0 －

(1）役員の兼任等　有

(2）資金援助はない。

(3）中国における統括機能。
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名称 住所
資本金又は
出資金
（百万円）

主要な事業
の内容

議決権の
所有（被所有）割合

関係内容
所有割合
（％）

被所有割合
（％）

TAIWAN NITTO

OPTICAL CO.,LTD.

台湾

台中市

千新台湾ドル

568,003
電子材料

100.0

(3.6)
－

(1）役員の兼任等　有

(2）資金援助はない。

(3）台湾における当社製品の加工および販売。

NITTO

DENKO(SHANGHAI)

ELECTRO-

ENERGY CO.,LTD.

中国

上海市

　千人民元

238,689　
工業用材料 100.0 －

(1）役員の兼任等　有

(2）資金援助はない。

(3）当社新製品の開発拠点。

NITTO DENKO FINE

CIRCUIT TECHNOLOGY

(SHENZHEN) CO.,LTD.

中国

深セン市

千人民元

210,913
電子材料 100.0 －

(1）役員の兼任等　有

(2）資金援助はない。

KOREA OPTICAL HIGH

TECH CO.,LTD.

韓国

亀尾市　

百万韓国ウォン

22,000　
電子材料 89.1　 －　

(1）役員の兼任等　有

(2）資金援助はない。

(3）韓国における当社製品の加工および販売。

(4) 設備等を賃貸している。　

SHENZHEN NITTO

OPTICAL CO.,LTD.

中国

深セン市

千人民元

193,526
電子材料 100.0 －

(1）役員の兼任等　有

(2）資金援助あり。

(3）中国における当社製品の加工および販売。

NITTO DENKO

ELECTRONICS

(MALAYSIA) SDN.BHD.

Shah Alam

Malaysia

千リンギット

52,500
電子材料 100.0 －

(1）役員の兼任等　有

(2）資金援助はない。

(3）同社製品の原材料および半製品の一部を支

給。

(4）マレーシアにおける当社製品の加工および

販売。

NITTO DENKO

(SINGAPORE)

PTE.LTD.

Singapore
千米ドル

1,310

工業用材料

電子材料
100.0 －

(1）役員の兼任等　有

(2）資金援助はない。

(3）シンガポール・マレーシア・タイ・インド

ネシア・インドにおける当社製品の販売。

NITTO DENKO

MATERIAL(THAILAND)

CO.,LTD.

Ayutthaya

Thailand

千タイバーツ

460,000

工業用材料

電子材料

100.0

(39.4)
－

(1）役員の兼任等　有

(2）資金援助はない。

(3) タイにおける当社製品の加工および販売。

その他78社                

(持分法適用子会社)                

６社                

(持分法適用関連会社)                

１社                

　（注）１　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　上記子会社のうち、NITTO DENKO (SHANGHAI SONGJIANG) CO.,LTD.、NITTO DENKO (SUZHOU) CO.,LTD.、KOREA

NITTO OPTICAL CO.,LTD.、NITTO DENKO (CHINA) INVESTMENT CO.,LTD.、TAIWAN NITTO OPTICAL CO.,LTD.、

NITTO DENKO (SHANGHAI) ELECTRO-ENERGY CO.,LTD.、NITTO DENKO FINE CIRCUIT TECHNOLOGY (SHENZHEN)

CO.,LTD.、SHENZHEN NITTO OPTICAL CO.,LTD.、NITTO DENKO ELECTRONICS（MALAYSIA）SDN.BHD.は特定子会

社に該当します。 

３　議決権の所有（被所有）割合の（　）内は、間接所有で内数であります。

４　売上高（連結子会社相互間の内部売上高を除く）が連結売上高の10％を超える連結子会社は、次のとおりで

あります。

 （主な損益情報等）

名称
売上高
（百万円）

経常利益
（百万円）

当期純利益
（百万円）

純資産額
（百万円）

総資産額
（百万円）

TAIWAN NITTO OPTICAL CO.,LTD.63,749 1,941 1,505 7,355 27,843
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年３月31日現在

 工業用材料 電子材料 機能材料 合計 

従業員数（名）
7,280

[1,583]

15,948

[3,729]

1,623

[457]

24,851

[5,769]

　（注）１　従業員数は就業人員（使用人兼務役員および当社グループからグループ外への出向者を除く。）であり、

臨時従業員数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員には、パートタイマーおよび準社員を含み、派遣社員を除いております。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

4,632 [998] 37.7 14.0 6,392

　（注）１　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時従業員数は［　］内に年間の平均

人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員には、パートタイマーおよび準社員を含み、派遣社員を除いております。

３　平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

 

(3）労働組合の状況

　労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績  

当事業年度における経済環境は、前年度後半に米国に端を発した世界的な金融不安の影響を受け、年度初めにお

いては先行き不透明な状況にありました。しかしながら、各国の緊急経済対策の効果などを背景に新興国を中心に

自律性は弱いものの、景気は回復基調で推移しました。 

このような経済環境のもと、日東電工グループでは「無（む）・減（げん）・代（だい）」プランと称するコス

ト構造改革を推進し原価低減に努めると共に、経済対策効果による薄型テレビ、パソコン、自動車などの需要の戻り

に着実に対応したことで電子材料や工業用材料の受注が回復しました。更に、ハイブリッド車用の電気絶縁材料、

タッチパネル用材料、米国市場での経皮吸収型テープ製剤の認可取得など前もって開発を進めていた製品の寄与も

ありました。 

以上の結果、売上高は前年度と比較し4.1％増（以下の比較はこれに同じ）の601,859百万円に、営業利益は4.1倍

の56,086百万円となりました。経常利益は、4.0倍の58,833百万円、当期純利益は140.2倍の37,570百万円となりまし

た。
　

 

事業の種類別セグメントの業績概況

①　工業用材料

　エレクトロニクス業界向けは、薄型テレビ、パソコン、ＨＤＤ（ハード・ディスク・ドライブ）等の需要が中国は

じめ新興国を中心に大きく伸長したことにより、光学用保護フィルムやシーリング材料などが好調に推移しまし

た。携帯電話においては、タッチパネルを搭載したスマートフォン（多機能型携帯電話）の増加により光学用透明

粘着シートが拡大しました。自動車業界向けは、年度前半の減産調整の影響はあったものの、エコカー減税などによ

るハイブリッド車の生産台数増加で、電気絶縁材料は好調に推移しました。住宅建材関連は市場が本格的な回復に

至らなかったため、施工材料である防水テープや養生用テープなどが影響を受けました。 

  以上の結果、売上高は194,711百万円（7.1％減）となりましたが、「無・減・代」活動の一貫である経費削減な

どの効果もあり営業利益は14,667百万円（76.7％増）となりました。 
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②　電子材料

　液晶表示関連材料は、継続的なコスト削減や生産性向上活動に加え、日本やアジア各国での経済刺激策を背景に液

晶テレビやパソコンなどの需要が回復した結果、順調に推移しました。また、携帯電話へのタッチパネルの搭載が拡

大したことにより透明導電性フィルムも順調に拡大しました。半導体関連材料は、市況の本格的な回復には至りま

せんでしたが、環境対応樹脂を中心に緩やかな回復となりました。回路材料は、ＨＤＤ市場の伸長に伴い好調に推移

しました。電子プロセス材料については、半導体向けが顧客の設備投資抑制や汎用製品の競合参入の影響を受け低

調に推移しました。一方、電子部品向けは、最終製品である薄型テレビ、パソコン、携帯電話等の需要が上向き、搭載

される電子部品の生産が回復したため堅調に推移しました。 

  以上の結果、売上高は355,357百万円（13.1％増）、営業利益は37,290百万円(前年同期は営業損失933百万円)で

黒字転換しました。

　

③　機能材料

　医療関連材料は、米国市場で医薬品である経皮吸収型テープ製剤のクロニジンパッチ（高血圧症治療薬）が新た

に認可を取得し、販売を開始したため好調に推移しました。高分子分離膜は、インドなど新興国向け需要は堅調でし

たが、景気悪化による工業用途や海外でのプロジェクト案件の需要低迷のため、全体としては低調に推移しました。

エンプラ部材は、自動車業界向け機能部材が回復基調にあったものの、情報機器向け機能部材や工業用フッ素樹脂

製品全般の需要は弱く、全体では低調に推移しました。 

  以上の結果、売上高は51,789百万円（4.3％減）、営業利益は4,128百万円（36.2％減）となりました。

　

 

　所在地別セグメントの業績概況

  日本およびアジア・オセアニアは、グループ一丸で取組んだコスト構造改革や生産性向上活動の効果に加え、各

国経済対策による景気下支え効果と新興国、特に中国での薄型テレビ、パソコン、ＨＤＤなど電子機器や自動車の需

要伸長により回復を果たしました。その結果、日本は売上高203,982百万円（1.6％減）、営業利益34,897百万円

(10.6倍）、アジア・オセアニアは売上高333,177百万円（8.8％増）、営業利益17,952百万円（2.1倍）となりまし

た。

  欧州は、エレクトロニクス業界や自動車業界向けの需要回復により、工業用材料を中心に堅調に推移し、売上高

26,933百万円（5.5％増）、営業利益1,147百万円(前年同期は営業損失20百万円)となり黒字転換しました。  

  北米は、高分子分離膜が低調な推移でしたが、経皮吸収型テープ製剤の拡大、および工業用材料の構造改革効果な

どによって、売上高は37,766百万円（3.2％減）でしたが、営業利益2,012百万円(前年同期は営業損失1,298百万円)

となり黒字転換しました。　

 

　

(2）キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は110,627百万円となり、前連結会計年

度末より3,095百万円減少しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、増加した資金は102,498百万円となりました。

これは主に、税金等調整前当期純利益53,698百万円、減価償却費44,810百万円、仕入債務の増加額26,358百万

円による増加と売上債権の増加額41,992百万円による減少の結果であります。

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果、減少した資金は96,588百万円となりました。

 これは主に、定期預金の増加額61,013百万円と固定資産の取得による支出33,955百万円によるものでありま

す。

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動の結果、減少した資金は9,129百万円となりました。

これは主に、社債の発行による収入50,000百万円による増加と短期借入金の減少額23,838百万円、コマーシャ

ル・ペーパーの減少額25,000百万円、配当金9,995百万円の支払による減少の結果であります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

工業用材料 131,703 107.0

電子材料 341,097 117.2

機能材料 45,256 87.2

合計 518,057 111.2

　（注）１　金額は、売価換算値によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当社グループは、おおむね需要動向から見た見込み生産を行い、それ以外の製品については一部受注生産を行って

おりますが、受注生産高の売上高に占める割合の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

工業用材料 194,711 92.9

電子材料 355,357 113.1

機能材料 51,789 95.7

合計 601,859 104.1

　（注）１　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対応する割合は、販売実績が総販売実績の100分の10以上の相手が

無いため記載を省略しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

（１）対処すべき課題

事業の種類別セグメントにおいて、それぞれ次の取り組みを重点的に実施いたします。 

　・工業用材料

　　テープ事業は、成長率の高い経済新興国への積極的な展開、海外発での製品づくりを通して、更なるグローバル化を

推進してまいります。また、自社製品及び顧客の製造プロセスにおいて地球環境への負荷を低減する製品開発に

注力いたします。　

　・電子材料 

　　液晶表示関連事業は、拡大する新興市場への対応、コモディティ化に向けた生産性改革に注力いたします。回路及び

半導体関連事業においては、既存製品の更なる合理化による収益拡大、成長分野における新製品開発に注力いた

します。

　・機能材料

　　医療関連事業は、経皮吸収型テープ製剤の拡充とともに、グローバルでの“ものづくり強化”に注力いたします。高

分子分離膜事業は、海水淡水化や排水再利用プロジェクトへの受注活動、原価低減活動に注力いたします。

　

 

（２）会社の支配に関する基本方針について

当社株式の大規模買付け行為に対する基本的な考え方は、以下のとおりであります。

当社は、株式の大量保有を目的とする買付けが行われる場合において、それに応じるか否かは、最終的には株主の

皆様の判断に委ねられるべきものと考えておりますが、一方では高値での売抜け等の不当な目的による企業買収の

存在も否定できず、そのような買収者から当社の基本理念やブランドおよび株主を始めとする各ステークホルダー

の利益を守るのは、当社の経営を預かる者として当然の責務であると認識しております。

現在のところ、当社株式の大量買付けに係る具体的な脅威が生じているわけでなく、また当社としても、そのよう

な買付者が出現した場合の具体的な取組み（いわゆる「買収防衛策」）を予め定めるものではありませんが、当社

としては、株主から付託を受けた経営者の責務として、当社株式の取引や株主の異動状況を常に注視するとともに、

株式の大量取得を企図する者が出現した場合には、直ちに当社として最も適切と考えられる措置を講じる方針です。
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４【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績、株価および財務状況等に影響をおよぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあ

ります。

(1)オプティカル事業（液晶表示関連材料）

液晶表示関連材料は、当社グループ売上の中核をなす事業です。この事業は今後とも中国などの新興国市場での

液晶テレビの需要増加が期待できます。しかし、この市場は多くの企業が参入し厳しい競争が続いております。顧客

であるパネルメーカーとの関係、需給バランスの悪化、大幅な価格の下落およびパネルメーカーの再編、競合他社と

の価格競争、さらに調達資材メーカーの生産能力不足や原材料の高騰などの影響が生じた場合、当社グループの業

績に影響を及ぼす可能性があります。 

　

(2)北米地域での事業展開

北米地域での事業は、経皮吸収型テープ製剤でＦＤＡ認可が下りた医療関連事業や水関連事業である高分子分離

膜事業へ注力し、また、工業用材料関連の米国現地法人の再編を行うことで収益向上に取り組み、業績の黒字化を図

りました。しかしながら、米国の市場動向の不透明感に加えて競争が熾烈化した場合に当社グループの業績に影響

を及ぼす可能性があります。 

 

(3)顧客の財務状況

当社グループは世界各地の顧客について十分な信用調査をしたうえで取引を行っています。しかしながら事業環

境の変化が激しい顧客もあり、当社グループが売上債権を有する顧客に財務上重大な問題が発生する可能性があり

ます。特に、液晶表示関連材料の顧客は他の事業と比較して、一顧客当たりの債権額が大きいため、もし貸倒れが発

生した場合には、回収不能額が多額に及ぶ可能性があります。 

　

(4)原材料の購入先

当社グループは原材料の一部を特定の購入先に依存しています。購入先を複数にするなど主要原料が確保できな

くなるリスクを低減するよう努めておりますが、原料によっては特定の購入先に依存せざるを得ないものがありま

す。購入先の天災、倒産等により供給が中断し必要な主要原料が確保できない場合には、当社グループの業績に影響

を及ぼす可能性があります。 

　

(5)世界経済の動向など

当社グループは製造・販売を世界各国に展開しています。このため、世界経済の動向が当社グループの業績に影

響します。世界同時不況、さらなる世界経済の低迷・長期化、一国の経済の破綻、原油価格や為替レートの予期でき

ない変動が生じた場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(6)海外での事業展開

当社グループは欧米ならびにアジアの各国に事業進出し、エリア毎にマーケティング活動や生産コスト削減を行

うなどグローバルな事業展開を積極的に推進しています。その一方で特に地域によっては予期しない法令・税制・

規制の変更、雇用関係の悪化、輸送遅延や電力停止などの社会インフラの未整備による社会混乱、政治変動、戦争テ

ロなど不可避のリスクが内在しており、これらのリスクが発生した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。 

　

(7)新製品開発 

当社グループが事業展開する分野は、技術革新とコスト競争について厳しい要求があります。そこで、当社はグ

ローバルニッチトップ戦略のもとに新技術や新製品開発、生産プロセス改革に必要な研究開発投資や設備投資をし

ています。しかしながら、マーケットの変化が激しい業界において、変化を予測することは容易ではありません。ま

た他社の新技術や新製品開発により、当社グループ製品が突然予期せぬ陳腐化を起こすこともありえます。これら

予測を超える状況が生じた場合、将来の企業経営に影響を及ぼす可能性があります。 

　

(8)知的財産 

当社グループは多くの知的財産権を保有し、維持・管理しています。しかし、第三者から無効とされる可能性、特

定の地域では十分な保護が得られない可能性や模倣される可能性、訴訟を受ける可能性などもあり、知的財産権の

保護が大きく損なわれた場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(9)製品の欠陥 

当社グループは国際的な品質管理システムにしたがって製品を製造し、顧客に信頼される品質管理を行っており

ます。当社グループは一部に最終製品の販売もありますが、生産材の企業間取引が事業の基本です。したがって最終

消費者に対して直接的に賠償や回収を行う可能性は少ないと考えますが、製品の欠陥によるリスクを完全に排除す

ることはできません。製造物賠償責任保険の適用を超える賠償などが発生した場合、当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

　

(10)環境問題 

当社グループは環境保全活動を重要な方針の一つとして掲げ、廃棄物削減、地球温暖化や大気汚染防止など社会

的責任という観点に立って活動し、これまで当社グループは重大な環境問題を発生させたことはありません。当社

グループは地球環境を守るため、法規制以上の自主的な削減計画を作り、実行しています。しかし、今後新たな環境

規制の施行によっては多額の費用が発生し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

　

(11)法規制 

当社グループの事業は日本のみならず海外にも展開しております。事業活動を行う上では各国の各種法規制の適

用を受けており、これらの遵守に努めておりますが、法規制の強化や大幅な変更がなされた場合には、当社グループ

の活動が制限されたり、新たなコストが発生し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(12)事故災害 

当社グループは安全第一の方針のもと、事故災害に対して安全対策を実施しております。特に地震については、日

本は発生の確率が高く、一定の地域で大規模地震が発生した場合、地震保険は付保しているものの、その補償範囲は

限定されており、業績への影響を受ける可能性があります。また製造工程において火災や化学物質により人的被害

が発生する場合もあります。その影響により社会的な信用低下や事業中断、損害賠償等、多額の費用が発生する可能

性があります。また世界的に新たな感染症の大流行があった場合、その特性によっては世界経済への影響も免れず、

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(13)退職給付債務 

当社グループの従業員退職給付費用および債務は割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待

収益にもとづいて算出されています。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更された場合、その

影響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において認識される費用および計

上される債務に影響を及ぼし、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

　

５【経営上の重要な契約等】

当事業年度において、経営上の重要な契約等の決定又締結等はありません。
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６【研究開発活動】

当社グループ（当社および連結子会社）における当連結会計年度の研究開発活動は、「変化をチャンスと捉える発

想」や「グローバルニッチトップ」の風土の中、CTO（Chief　Technology　Officer）を中心とするマネージメント体

制の下、「粘着技術」「塗工技術」「高分子機能制御技術」「高分子分析・評価技術」の４つの基幹技術を駆使した

高機能シート・フィルムに代表される新たな価値の提供を目指し、持続的な成長を支えるためのＲ＆Ｄ活動を展開し

ております。特に、当社のコアコンピタンスと市場との融合の観点から、「グリーン」「クリーン」「ファイン」を

キーワードに、成長分野である環境・エネルギー・ライフサイエンス分野での新規事業創出および既存事業であるオ

プトエレクトロニクス事業とテープ事業のさらなる拡大を目指した研究開発を進めています。その推進体制として

は、全社技術機能には基幹技術センター、生産技術開発センター、信頼性評価センター等を配置し、各事業執行体には

研究開発部を配置し、それぞれが密接な連携をとりながら技術立社としての基盤技術の深耕、新製品、新技術の開発に

取り組んでおります。また、各関係会社との連携体制は、事業毎の全体最適を考慮しつつ、主に事業担当の開発部門を

中心に推進しております。

当連結会計年度の研究開発部門の人員については、当社単独では全社技術機能の全社技術部門としては330名、事業

執行体の研究開発部門としては639名の計969名、グループ全体では1,379名であります。また、当グループが支出した

研究開発費の総額は20,876百万円であります。 なお、各事業セグメントに直接関連しない全社技術部門の研究開発費

は7,165百万円であります。

事業セグメント別の研究開発活動成果は下記のとおりであります。

（１)工業用材料

エレクトロニクス、自動車、住宅建築分野に対し、高精度化・高機能化・環境対応を重点をおいて技術開発・商品開

発を行いました。

エレクトロニクス分野では、液晶ディスプレイ用光学フィルムなどの表面保護用テープ「E-MASKシリーズ」におい

て、生産プロセスへの適合性をより高めた「RPシリーズ」を投入しました。また、パソコンの記憶媒体であるハード

ディスクドライブ用途では、ラベル印字特性を向上した高機能制振ラベル「SD8020シリーズ」を商品化。携帯電話や

ノート型パソコンなどの表示用電子機器の小型・薄型化に対応した各種両面接着テープも商品化しました。

クリーン仕様の透明粘着シート「LUCIACSシリーズ」は、耐環境特性の向上を図り、伸張著しいタッチパネル固定用

途への展開を継続しました。

自動車分野では、軽量化・高機能化・環境対応に重点をおいて開発を行い、エンジンコントロールユニット（ECU）

やランプハウスへの取り付けが容易な内圧調整膜やエンブレムなどの外装部品固定用強接着両面テープの品揃えを

拡充しました。

環境対応への取り組みとして、テープ製品全般の生産にあたって環境に配慮した原材料、製造条件を目指しており

ます。本年度は、粘着剤の無溶剤化技術を応用した低VOCタイプ両面接着テープを商品化しました。このテープは、再は

く離機能も有しており、リサイクルを必要とする分野への積極的な展開を図って参ります。

当連結会計年度における研究開発費の金額は4,082百万円です。 

（２）電子材料

液晶ディスプレイの継続的な価格ダウンの要求に伴い、偏光フィルム生産プロセスを見直し、採算性改善に継続し

て取り組みました。ＴＶ用液晶ディスプレイの画面品位の向上に対して、特性面での改善の取り組みに加え、携帯電話

を中心とするモバイル用偏光フィルムにおいては薄型化への取り組みを実施しました。また、成長著しいタッチパネ

ル用途において、透明導電性フィルム「エレクリスタ」は、従来からの抵抗膜方式に加え、静電容量方式にも着実に採

用されております。

回路材関連では、信号の高速化、大容量化に対応したインピーダンス特性改善の要望に対して、インターリーブ構造

の精密回路付き薄膜金属ベース基板「CISFLEX」を開発し供給を行いました。また静電容量タイプのタッチパネルの

部品実装を容易にするホールフィル構造のＦＰＣを商品化し採用が広がり始めております。

半導体関連材料では、環境対応のノンハロゲン封止材が益々拡大しております。その中で、車載用途を中心とした高

耐熱樹脂「ＧＥ－５０００シリーズ」を上市しました。更なる高耐熱ニーズに応えるべく開発を継続していきます。

また各種多様化するセンサー分野において、特定の波長の光を透過/遮断する透明封止樹脂が照度センサーなどに採

用されております。

電子プロセス材では、急拡大しているリチウムイオン電池用途に、電池特性への影響が少ない粘着剤で設計した粘

着テープ(「DHシリーズ」)を継続的に投入しました。また、フラッシュメモリー製造工程への適合性を高めたダイシ

ングテープ「エレップホルダーシリーズ」「エレップマウントシリーズ」の品揃えを拡充いたしました。電子部品の

加工時仮固定用途に採用されている熱剥離シート「リバアルファ」に関しては、高温強粘着タイプなどの品揃えを拡

充することにより、加工プロセスの更なる作業性向上に寄与しました。

当連結会計年度における研究開発費の金額は5,685百万円です。  
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（３）機能材料

医薬品関係では、経皮吸収型の高血圧治療剤である「クロニジンテープ製剤」の承認を、共同開発先であるPAR社と

米国FDAより取得し、米国子会社であるAVEVA DRUG DELIVERY SYSTEMS INC.から上市しました。医療衛生材料関係で

は、仏国URGO社から導入した高機能創傷被覆剤である「URGOTUL　Pad」と新規開発である伸縮布粘着包帯「キノ

フィックス」を、子会社の日東メディカル㈱から販売を開始しました。また、新規核酸合成用ポリマービーズの「ニト

フェーズHL」の開発を完了し，10年度初期に米国子会社であるKINOVATE LIFE SCIENCE INC.より販売開始予定です。

膜モジュール関係では、業界最高性能の海水淡水化用低圧RO膜モジュール「SWC5」の透水性能をさらに向上させ、

海水淡水化プラントの省エネ化に貢献できる製品「SWC6」及び世界最大の広膜面積タイプの「SWC MAXシリーズ」を

上市しました。また、水不足や環境問題が深刻化している中国市場では、従来品より運転コストを約30%抑えた工業用

水向け超低圧・低汚染RO膜モジュール「PROC20」を上市し、本格的な拡販を進めています。

エンジニアリングプラスチック材料関係では、ふっ素樹脂の多孔質膜である「TEMISH」は、自動車電装用内圧調整

材、環境関連業界向けフィルタとして、品揃えを拡充しました。通気特性の更なる向上を図ることで、クリーンルーム

用など用途の拡大を進めました。

当連結会計年度における研究開発費の金額は3,943百万円です。  
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）財政状態

　当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末（以下「前期末」という）に比べ66,734百万円増加し、624,992

百万円となりました。流動資産は92,319百万円増加の381,554百万円、固定資産は25,584百万円減少の243,438百万

円となりました。

　流動資産の増加は、現金及び預金や受取手形及び売掛金が増加したこと等によるものであります。固定資産の減少

は、有形固定資産が前期末に比べ21,782百万円減少したこと等によるものであります。有形固定資産の減少は、

主に減価償却によるものであります。

　当連結会計年度末の負債の合計は、前期末に比べ39,140百万円増加し、236,268百万円となりました。流動負債は

4,030百万円減少の149,688百万円、固定負債は43,170百万円増加の86,579百万円となりました。

　流動負債の減少は、コマーシャル・ペーパーが減少したこと等によるものであります。

固定負債の増加は、社債の発行等によるものであります。

　当連結会計年度末の純資産の合計は、前期末に比べ27,594百万円増加し、388,724百万円となりました。

　これは、利益剰余金が、当期純利益により前期末に比べ27,575百万円増加したこと等によるものであります。

(2）経営成績

　当連結会計年度（以下「当期」という）は、売上高は前期比4.1％増の601,859百万円となりました。海外売上高は

各国経済対策による景気下支え効果と新興国での薄型テレビ、パソコン、ＨＤＤなど電子機器や自動車の需要伸長

により、前期比6.2％増の406,752百万円となりました。その結果、連結売上高に占める海外売上高の割合は、前期の

66.3％から67.6％に増加しました。

　売上原価は、前期比3.3％減の440,714百万円となりました。売上高に対する売上原価の比率は、グループ一丸で取

組んだコスト構造改革や生産性向上活動の効果により、前期より5.7ポイント減少し73.2％となりました。

　販売費及び一般管理費は、前期比3.0％減の105,058百万円となりました。売上高に対する販売費及び一般管理費の

比率は、前期より1.2ポイント減少し17.5％となりました。

　以上の結果、営業利益は前期比4.1倍の56,086百万円となりました。

　営業外損益は、969百万円の利益（純額）から、2,747百万円の利益（純額）となりました。これは、主として補助金

収入が2,468百万円計上されたことによるものです。

　特別損益は、13,131百万円の損失（純額）から、5,135百万円の損失（純額）となりました。これは、主として固定

資産除却損や減損損失の減少によるものであります。

　以上の結果、経常利益は前期比4.0倍の58,833百万円、税金等調整前当期純利益は前期比32.0倍の53,698百万円と

なりました。

　法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額の合計は、利益の増加により、前期の412百万円から、当期は15,974百

万円となり、税効果会計適用後の法人税等の負担率は29.7％（前期は24.6％）となりました。

　当期純利益は、前期比140.2倍の37,570百万円となりました。１株当たり当期純利益は、前期比140.2倍の225円52銭

となりました。

　なお、事業別の売上および営業利益の概況については、第２ 事業の状況 １．業績等の概要に記載しております。

EDINET提出書類

日東電工株式会社(E01888)

有価証券報告書

 18/141



(3）キャッシュ・フロー

　当期のキャッシュ・フローの状況については、「第２ 事業の状況　１ 業績等の概要　(２)キャッシュ・フロー」

に記載のとおりです。　

　当社グループのキャッシュ・フロー指標の推移は以下のとおりであります。 

　 平成19年3月期平成20年3月期平成21年3月期平成22年3月期

 自己資本比率（％） 60.4 64.2 64.1 61.9

 時価ベースの自己資本比率（％） 152.4 117.7 59.8 96.8

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 0.6 0.2 1.5 0.7

 インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 57.1 57.6 37.5 67.4

　 （注）１　各指標はいずれも連結ベースの財務数値を用いて、以下の計算式により算出しております。

  自己資本比率　　　　　　　　　　　　　　　　自己資本÷総資産

　時価ベースの自己資本比率（％）　　　　　　　株式時価総額÷総資産

　キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）　　有利子負債÷キャッシュ・フロー

　インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）　　　キャッシュ・フロー÷利払い

２　株式時価総額は、期末株価終値×自己株式控除後の期末発行済株式数により算出しております。

 　　　３　キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

４　有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を

　 対象としております。 
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度における当社グループ（当社および連結子会社）の設備投資は、液晶表示関連材料分野などの成長

分野への投資を中心に総額37,147百万円を実施しました。

　工業用材料事業においては、豊橋事業所における福利厚生施設建設などを中心に7,655百万円を実施しました。

　電子材料事業においては、尾道事業所における液晶表示関連材料の生産能力増強を中心に17,141百万円を実施しま　

した。

　機能材料事業においては、滋賀事業所の第３工場建設を中心に8,728百万円を実施しました。

 なお、各セグメントに直接関連しない設備投資は3,621百万円であります。

　

２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社および連結子会社）における主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

 平成22年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額（百万円） 従業

員数
（名）

建物及び構
築物

機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

東北事業所

（宮城県大崎市）
機能材料 医療関連材料製造設備 3,258 1,182

1,104

(383,973)
387 5,933

164

[137]

関東事業所

（埼玉県深谷市）
機能材料 エンプラ部材製造設備 3,213 2,017

1,162

(72,402)
356 6,749

252

[17]

豊橋事業所

（愛知県豊橋市）
工業用材料 テープ関連製品製造設備 17,556 13,777

6,281

(354,064)
644 38,259

1,297

[265]

亀山事業所

（三重県亀山市）
電子材料

フレキシブルプリント回路

基板および液晶表示関連材

料等製造設備

13,254 7,459
79

(114,105)
723 21,516

767

[128]

滋賀事業所

（滋賀県草津市）

機能材料

工業用材料 

膜・モジュール製造設備

テープ関連製品製造設備 
7,462 5,572

1,582

(74,402)
198 14,815

128

[109]

尾道事業所

（広島県尾道市）
電子材料 液晶表示関連材料製造設備 19,657 18,670

3,577

(182,641)
677 42,582

984

[324]

茨木事業所

（大阪府茨木市）

工業用材料

電子材料

機能材料

研究開発設備 2,473 41
131

(21,544)
718 3,366

217

[2]
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(2）子会社

 平成22年３月31日現在

会社名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額（百万円） 従業

員数
（名）

建物及び構
築物

機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

（国内子会社）     
 
 

  
 
 

日東エレクトロニク

ス九州 

 （佐賀県神埼郡）

電子材料 半導体関連材料製造設備  2,120  837
726

(48,596)
 54  3,739

 68
[63]

（海外子会社）     
 
 

  
 
 

TAIWAN NITTO

OPTICAL CO.,LTD.

（台湾 台中市）

電子材料 液晶表示関連材料製造設備 3,314 2,955
－

(75,047)
105 6,375

1,662

[－]

NITTO DENKO

(SUZHOU) CO.,LTD.

（中国 蘇州市）

電子材料

フレキシブルプリント回路

基板製造設備および液晶表

示関連材料製造設備

3,511 1,507
－

(135,410)
240 5,259

2,571

[756]

KOREA NITTO

OPTICAL CO.,LTD. 

（韓国 平澤市）

電子材料 液晶表示関連材料製造設備 4,239 4,840
81

(94,700)
66 9,228

1,032

[－]

SHENZHEN NITTO

OPTICAL CO.,LTD.

（中国 深セン市）

電子材料 液晶表示関連材料製造設備  3,279  1,209
 －

(54,000)
 202 4,691

 289
[－]

　（注）１　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であります。なお、金額には建設仮勘定および消費税等を含

みません。

２　TAIWAN NITTO OPTICAL CO.,LTD.は、連結会社以外から土地および建物の一部を賃借しております。年間の賃

借料は52百万円であります。

３　NITTO DENKO (SUZHOU) CO.,LTD. および SHENZHEN NITTO OPTICAL CO.,LTD. の土地面積は、土地使用権に係

る面積を示しております。

４　従業員数の［　］は、臨時従業員数の平均人員を外数で記載しております。

EDINET提出書類

日東電工株式会社(E01888)

有価証券報告書

 22/141



３【設備の新設、除却等の計画】

　平成22年３月31日現在において、当社グループ（当社および連結子会社）が実施または計画している重要な設備の

新設、拡充の計画は以下のとおりであります。

　また、重要な設備の除却、売却等はありません。

会社名
事業所名

所在地
事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容
投資予定金額
（百万円） 資金調達

方法
着手および完了予定

総額 既支払額 着手 完了

当社

東北事業所　

宮城県　

大崎市　
機能材料

医療関連材料製造

設備　

　

4,2861,052

自己資金

借入金

社債調達資金

　

 平成20.4 平成24.3　

当社

関東事業所

　

埼玉県　

深谷市　
機能材料　

エンプラ部材製造

設備　
1,623208  同上  平成20.4 平成23.3　

当社　

豊橋事業所　

愛知県　

豊橋市　
工業用材料

テープ関連製品製

造設備　
20,3363,732  同上　  平成20.4 平成23.9　

当社　

亀山事業所　

三重県　

亀山市　
電子材料　

フレキシブルプリ

ント回路基板およ

び液晶表示関連材

料等製造設備　

5,9961,714  同上  平成20.4 平成23.3

当社　

滋賀事業所　

滋賀県　

草津市　

工業用材料　

機能材料　

テープ関連製品製

造設備　

膜・モジュール製

造設備

4,354251  同上  平成21.4 平成23.9　

当社　

尾道事業所　

広島県　

尾道市　
電子材料　

液晶表示関連製造

設備　
11,7621,278  同上  平成21.4 平成23.3　

当社　

研究所他　

大阪府　

茨木市　

工業用材料　

電子材料　

機能材料　

その他の設備　 5,362276  同上  平成21.4 平成24.6　

　（注）１　上記金額には、消費税等を含みません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成22年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年６月18日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 173,758,428 173,758,428

東京証券取引所

大阪証券取引所

各市場第一部

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式数

は100株であります。

計 173,758,428 173,758,428 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

株主総会の特別決議（平成16年６月24日）

 
事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数（個）   320（注）１ 310（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数100株 
同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 32,000 31,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株あたり１ 同左

新株予約権の行使期間
平成16年６月25日～

平成36年６月24日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格および資本組入額（円）
該当なし（注）２ 同左

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、当社の取締役、執行役

員、監査役、顧問、嘱託等のいずれの地位

をも喪失した日の翌日（以下「権利行

使開始日」という）から６年間に限り

新株予約権を行使できる。

②　上記①にかかわらず、新株予約権者は以

下のア)イ)に定める場合には、それぞれ

に定める期間内に限り新株予約権を行

使できる。

ア）新株予約権者が平成33年６月30日に

至るまでに権利行使開始日を迎えな

かった場合

平成33年７月１日から

平成36年６月24日まで

イ）当社が消滅会社となる合併契約書、当

社が完全子会社となる株式交換契約

書の議案または株式移転の議案につ

き当社株主総会で承認された場合

当該承認日の翌日から15日間

③　上記およびその他の権利行使の条件の細

目については、本総会および取締役会決

議に基づき、当社と新株予約権者との間

で締結する新株予約権割当契約におい

て定める。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承

認を要するものとする。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
－ －

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　ストックオプションの行使時に新株予約権者に交付される株式は、すべて自己株式で、これにより新規に発行

される株式はありません。
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株主総会の特別決議（平成17年６月24日）

 
事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数（個） 　326（注）１ 　316（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数100株 
同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 32,600 31,600

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株あたり１ 同左

新株予約権の行使期間
平成17年６月25日～

平成37年６月24日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格および資本組入額（円）
該当なし（注）２ 同左

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、当社の取締役、執行役

員、監査役、顧問、嘱託等のいずれの地

位をも喪失した日の翌日（以下「権利

行使開始日」という）から６年間に限

り新株予約権を行使できる。

②　上記①にかかわらず、新株予約権者は以

下のア)イ)に定める場合には、それぞ

れに定める期間内に限り新株予約権を

行使できる。

ア）新株予約権者が平成34年６月30日に

至るまでに権利行使開始日を迎えな

かった場合

平成34年７月１日から

平成37年６月24日まで

イ）当社が消滅会社となる合併契約書、

当社が完全子会社となる株式交換契

約書の議案または株式移転の議案に

つき当社株主総会で承認された場合

当該承認日の翌日から15日間

③　上記およびその他の権利行使の条件の

細目については、本総会および取締役

会決議に基づき、当社と新株予約権者

との間で締結する新株予約権割当契約

において定める。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは、取締役会の

承認を要するものとする。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
－ －

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　ストックオプションの行使時に新株予約権者に交付される株式は、すべて自己株式で、これにより新規に発行

される株式はありません。
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会社法に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

取締役会決議（平成18年６月23日）

 
事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数

（個）
　177（注）１ 　177（注）１

新株予約権のうち

自己新株予約権の

数（個）

－ － 

新株予約権の目的

となる株式の種類

普通株式

単元株式数100株 
同左

新株予約権の目的

となる株式の数

（株）

17,700 17,700

新株予約権の行使

時の払込金額

（円）

１株あたり１ 同左

新株予約権の行使

期間

平成18年７月11日～
平成48年７月10日

同左

新株予約権の行使

により株式を発行

する場合の株式の

発行価格および資

本組入額（円）

①  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資

本金の額は、会社計算規則第17条第1項に従い算出される資本金等

増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結果生じる1円未満の端数

は、これを切り上げるものとする。

②  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資

本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定

める増加する資本金の額を減じた額とする。　　　　　　　　　　　　　　　　

同左

新株予約権の行使

の条件

①　新株予約権者は、上記「新株予約権の行使期間」の期間内において、

当社の取締役が当社の取締役の地位を喪失した時、または当社の執

行役員が当社の執行役員の地位を喪失した時に限り、新株予約権を

行使できるものとし、この場合、新株予約権者は、地位を喪失した日

の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から10日を経過する

日までの期間に限り、新株予約権を行使することができる。ただし、

新株予約権者が当社の執行役員であって、かつ当社との間に雇用契

約がある場合には、当社の執行役員の地位を喪失した日の翌日また

は当該雇用契約が終了した日の翌日のうちいずれか遅い日を権利

行使開始日とする。

②　新株予約権者が死亡した場合、相続人が新株予約権を行使すること

ができる。ただし、この場合、相続人は新株予約権者が死亡した日の

翌日から10ヶ月を経過する日までの期間に限り、新株予約権を行使

することができる。

③　上記①および②それぞれにおいて、①および②それぞれに規定する

期間が満了した場合には、その満了日の翌日から、新株予約権者は

新株予約権を行使することができなくなるものとする。

同左

新株予約権の譲渡

に関する事項

　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による

承認を要するものとする。
同左

代用払込みに関す

る事項
－ －

組織再編成行為に

伴う新株予約権の

交付に関する事項

（注）２ （注）２

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

　　　　２　以下の①または②の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会

決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができま

す。

① 当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案

② 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案
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取締役会決議（平成19年６月22日）

 
事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数

（個）
　248（注）１ 　248（注）１

新株予約権のうち

自己新株予約権の

数（個）

－ － 

新株予約権の目的

となる株式の種類

普通株式

単元株式数100株 
同左

新株予約権の目的

となる株式の数

（株）

24,800 24,800

新株予約権の行使

時の払込金額

（円）

１株あたり１ 同左

新株予約権の行使

期間

平成19年７月31日～

平成49年７月30日
同左

新株予約権の行使

により株式を発行

する場合の株式の

発行価格および資

本組入額（円）

①  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資
本金の額は、会社計算規則第17条第1項に従い算出される資本金等
増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結果生じる1円未満の端数
は、これを切り上げるものとする。

②  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資
本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に
定める増加する資本金の額を減じた額とする。　　　　　　　　　　　　　　　　

同左

新株予約権の行使

の条件

①　新株予約権者は、上記「新株予約権の行使期間」の期間内におい
て、当社の取締役が当社の取締役の地位を喪失した時、または当社
の執行役員が当社の執行役員の地位を喪失した時に限り、新株予
約権を行使できるものとし、この場合、新株予約権者は、地位を喪
失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から10日を
経過する日までの期間に限り、新株予約権を行使することができ
る。ただし、新株予約権者が当社の執行役員であって、かつ当社と
の間に雇用契約がある場合には、当社の執行役員の地位を喪失し
た日の翌日または当該雇用契約が終了した日の翌日のうちいずれ
か遅い日を権利行使開始日とする。

②　新株予約権者が死亡した場合、相続人が新株予約権を行使すること
ができる。ただし、この場合、相続人は新株予約権者が死亡した日
の翌日から10ヶ月を経過する日までの期間に限り、新株予約権を
行使することができる。

③　上記①および②それぞれにおいて、①および②それぞれに規定する
期間が満了した場合には、その満了日の翌日から、新株予約権者は
新株予約権を行使することができなくなるものとする。

同左

新株予約権の譲渡

に関する事項

　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による
承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関す

る事項
－ －

組織再編成行為に

伴う新株予約権の

交付に関する事項

（注）２ （注）２

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

　　　　２　以下の①または②の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会

決議の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することがで

きます。

① 当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案

② 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案
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　取締役会決議（平成19年７月27日）
　

 
事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数

（個）
  3,673（注）１ 3,673（注）１

新株予約権のうち

自己新株予約権の

数（個）

－ －

新株予約権の目的

となる株式の種類

普通株式

単元株式数100株 
同左

新株予約権の目的

となる株式の数

（株）

367,300 367,300 

新株予約権の行使

時の払込金額

（円）

１株あたり5,948（注）２ 同左

新株予約権の行使

期間

平成20年１月１日～

平成22年12月31日
同左

新株予約権の行使

により株式を発行

する場合の株式の

発行価格および資

本組入額（円）

 １．発行価格

　　 5,948円

　　 ただし、（注）２の定めにより調整を受けることがあります。

 ２．資本組入額

　① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する

　　 資本金の額は、会社計算規則第17条第1項に従い算出される資本

　　 金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円

　　 未満の端数は、これを切り上げるものとします。

　② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する

     資本準備金の額は、上記①に定める増加する資本金の額を減じ

     た額とします。

同左

新株予約権の行使

の条件

　新株予約権者は、当社または当社の子会社の取締役、執行役員、フェ

ロー、監査役、顧問等または従業員の地位にある場合に限り、新株予約権

を行使することができる。ただし、新株予約権者が定年、任期満了による

退任・退職または会社都合等の理由により、これらの地位を失った場合

は、その時点から1年間に限り、新株予約権の行使ができる。

　 新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権を行使することが

できない。

同左

新株予約権の譲渡

に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要するものとする。 同左

代用払込みに関す

る事項
－ －

組織再編成行為に

伴う新株予約権の

交付に関する事項

（注）３ （注）３

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　行使価額の調整

（１）当社普通株式につき、次の①または②の事由が生ずる場合は、行使価額は、次に定める算式（以下、「行使

価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げるものとする。

① 当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
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 ② 当社が時価を下回る価額で、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（会社法第194条の規定

（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転換される

証券若しくは転換できる証券の転換、または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権

付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

（ⅰ）行使価額調整式に使用する「時価」は、下記(２)に定める「調整後行使価額を適用する日」（以下、

「適用日」という。）に先立つ45取引日目に始まる30取引日における東京証券取引所における当社普

通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。以下同じ。）の平均値（終値のない日を除く。）とする。な

お、「平均値」は、円位未満小数第2位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

（ⅱ）行使価額調整式に使用する「既発行株式数」は、基準日がある場合はその日、その他の場合は適用日

の１ヶ月前の日における当社の発行済株式数から当社が当該日において自己株式として保有している

当社普通株式の総数を控除した数とする。

（ⅲ）自己株式の処分を行う場合には、行使価額調整式に使用する「新規発行株式数」を「処分する自己

株式数」に読み替えるものとする。

（２）調整後行使価額を適用する日は、次に定めるところによる。

 ① 上記(１)①に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌

日以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金

または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われ

る場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額

は、当該株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。

なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の終結

の日までに新株予約権を行使した（かかる新株予約権を行使することにより交付を受けることができ

る株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）、必要な事項を新株予約権原簿に記載された各募

集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に対しては、交付する当社普通

株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる1株未満の端数は、これを切り捨てるものとす

る。 

新規発行株式数＝
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数

調整後行使価額

 ② 上記(１)②に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、当該発行または処分の払込期日の翌日以降（基

準日がある場合は当該割当日の翌日以降）、これを適用する。

（３）上記(１)①および②に定める場合の他、合併、会社分割等により行使価額の調整をすることが適切な事態

となった場合は、当社は合理的な範囲で行使価額について必要と認める調整を行うものとする。

（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知または公告

する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、以後速やかに通

知または公告するものとする。

また、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載に

つき同じ。）または株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満

の端数は、これを切り捨てるものとする。当該調整後付与株式数を適用する日については、上記２.(２)①の規

定を準用する。

　　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

また、上記のほか、割当日後、合併、会社分割等により付与株式数の調整をすることが適切な事態となった場合

は、当社は合理的な範囲で付与株式数について必要と認める調整を行うものとする。

さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、新株予約権者に

通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、以後

速やかに通知または公告するものとする。

３　以下の①または②の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締

役会決議の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得すること

ができます。

① 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

② 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案 
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取締役会決議（平成20年６月20日）

 
事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数

（個）
　 461（注）１ 　 461（注）１

新株予約権のうち

自己新株予約権の

数（個）

－ － 

新株予約権の目的

となる株式の種類

普通株式

単元株式数100株
同左

 

新株予約権の目的

となる株式の数

（株）

46,100 46,100

新株予約権の行使

時の払込金額

（円）

１株あたり１ 同左

新株予約権の行使

期間

平成20年８月２日～

平成50年８月１日
同左

新株予約権の行使

により株式を発行

する場合の株式の

発行価格および資

本組入額（円）

①  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資
本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金
等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満
の端数は、これを切り上げるものとする。

②  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資
本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に
定める増加する資本金の額を減じた額とする。　　　　　　　　　　　　　　　　

同左

新株予約権の行使

の条件

①　新株予約権者は、上記「新株予約権の行使期間」の期間内におい
て、当社の取締役が当社の取締役の地位を喪失した時、または当社
の執行役員が当社の執行役員の地位を喪失した時に限り、新株予
約権を行使できるものとし、この場合、新株予約権者は、地位を喪
失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から10日を
経過する日までの期間に限り、新株予約権を行使することができ
る。ただし、新株予約権者が当社の執行役員であって、かつ当社と
の間に雇用契約がある場合には、当社の執行役員の地位を喪失し
た日の翌日または当該雇用契約が終了した日の翌日のうちいずれ
か遅い日を権利行使開始日とする。

②　新株予約権者が死亡した場合、相続人が新株予約権を行使すること
ができる。ただし、この場合、相続人は新株予約権者が死亡した日
の翌日から10ヶ月を経過する日までの期間に限り、新株予約権を
行使することができる。

③　上記①および②それぞれにおいて、①および②それぞれに規定する
期間が満了した場合には、その満了日の翌日から、新株予約権者は
新株予約権を行使することができなくなるものとする。

同左

新株予約権の譲渡

に関する事項

　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による
承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関す

る事項
－ －

組織再編成行為に

伴う新株予約権の

交付に関する事項

（注）２ （注）２

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

　　　　２　以下の①または②の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会

決議の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することがで

きます。

① 当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案

② 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案
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取締役会決議（平成20年８月28日）

 
事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数

（個）
       3,683（注）１ 3,683（注）１

新株予約権のうち

自己新株予約権の

数（個）

－ －

新株予約権の目的

となる株式の種類

普通株式

単元株式数100株
同左

新株予約権の目的

となる株式の数

（株）

  368,300 368,300

新株予約権の行使

時の払込金額

（円）

１株あたり3,573（注）２ 同左

新株予約権の行使

期間

平成21年１月１日～

平成23年12月31日
同左

新株予約権の行使

により株式を発行

する場合の株式の

発行価格および資

本組入額（円）

 １．発行価格

　　 3,573円

　　 ただし、（注）２の定めにより調整を受けることがあります。

 ２．資本組入額

　① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する

　　 資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資

　　 本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１

　　 円未満の端数は、これを切り上げるものとします。

　② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する

     資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から上記

　　 ①に定める増加する資本金の額を減じた額とします。

 同左

新株予約権の行使

の条件

　新株予約権者は、当社または当社の子会社の取締役、執行役員、フェ

ロー、監査役、顧問等または従業員の地位にある場合に限り、新株予約

権を行使することができる。ただし、新株予約権者が定年、任期満了に

よる退任・退職または会社都合等の理由により、これらの地位を失っ

た場合は、その時点から１年間に限り、新株予約権を行使することがで

きる。

　 新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権を行使すること

ができない。

同左

新株予約権の譲渡

に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要するものとする。 同左

代用払込みに関す

る事項
－ －

組織再編成行為に

伴う新株予約権の

交付に関する事項

（注）３ （注）３

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　行使価額の調整

（１）当社普通株式につき、次の①または②の事由が生ずる場合は、行使価額は、次に定める算式（以下、「行使

価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げるものとする。

 ① 当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
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 ② 当社が時価を下回る価額で、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（会社法第194条の規定

（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転換される

証券若しくは転換できる証券の転換、または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権

付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

（ⅰ）行使価額調整式に使用する「時価」は、下記(２)に定める「調整後行使価額を適用する日」（以下、

「適用日」という。）に先立つ45取引日目に始まる30取引日における東京証券取引所における当社普

通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。以下同じ。）の平均値（終値のない日を除く。）とする。な

お、「平均値」は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

（ⅱ）行使価額調整式に使用する「既発行株式数」は、基準日がある場合はその日、その他の場合は適用日

の１ヶ月前の日における当社の発行済株式数から当社が当該日において自己株式として保有している

当社普通株式の総数を控除した数とする。

（ⅲ）自己株式の処分を行う場合には、行使価額調整式に使用する「新規発行株式数」を「処分する自己

株式数」に読み替えるものとする。

（２）調整後行使価額を適用する日は、次に定めるところによる。

 ① 上記(１)①に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌

日以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金

または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われ

る場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額

は、当該株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。

なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の終結

の日までに新株予約権を行使した（かかる新株予約権を行使することにより交付を受けることができ

る株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）、必要な事項を新株予約権原簿に記載された各募

集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に対しては、交付する当社普通

株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとす

る。 

新規発行株式数＝
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数

調整後行使価額

 ② 上記(１)②に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、当該発行または処分の払込期日の翌日以降（基

準日がある場合は当該割当日の翌日以降）、これを適用する。

（３）上記(１)①および②に定める場合の他、割当日後、合併、会社分割等により行使価額の調整をすることが

適切な事態となった場合は、当社は合理的な範囲で行使価額について必要と認める調整を行うものとする。

（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知または公告

する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、以後速やかに通

知または公告するものとする。

また、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載に

つき同じ。）または株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満

の端数は、これを切り捨てるものとする。当該調整後付与株式数を適用する日については、上記２.(２)①の規

定を準用する。

　　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

また、上記のほか、割当日後、合併、会社分割等により付与株式数の調整をすることが適切な事態となった場合

は、当社は合理的な範囲で付与株式数について必要と認める調整を行うものとする。

さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、新株予約権者に

通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、以後

速やかに通知または公告するものとする。

３　以下の①または②の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締

役会決議の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得すること

ができる。

① 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

② 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案
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取締役会決議（平成21年６月19日）

 
事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数

（個）
　 673（注）１ 　 673（注）１

新株予約権のうち

自己新株予約権の

数（個）

－ － 

新株予約権の目的

となる株式の種類

普通株式

単元株式数100株
同左

 新株予約権の目的

となる株式の数

（株）

67,300 67,300

新株予約権の行使

時の払込金額

（円）

１株あたり１ 同左

新株予約権の行使

期間

平成21年８月４日～

平成51年８月３日
同左

新株予約権の行使

により株式を発行

する場合の株式の

発行価格および資

本組入額（円）

①  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資
本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金
等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満
の端数は、これを切り上げるものとする。

②  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資
本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に
定める増加する資本金の額を減じた額とする。　　　　　　　　　　　　　　　

同左

新株予約権の行使

の条件

①　新株予約権者は、上記「新株予約権の行使期間」の期間内におい
て、当社の取締役が当社の取締役の地位を喪失した時、または当社
の執行役員が当社の執行役員の地位を喪失した時に限り、新株予
約権を行使できるものとし、この場合、新株予約権者は、地位を喪
失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から10日を
経過する日までの期間に限り、新株予約権を行使することができ
る。ただし、新株予約権者が当社の執行役員であって、かつ当社と
の間に雇用契約がある場合には、当社の執行役員の地位を喪失し
た日の翌日または当該雇用契約が終了した日の翌日のうちいずれ
か遅い日を権利行使開始日とする。

②　新株予約権者が死亡した場合、相続人が新株予約権を行使すること
ができる。ただし、この場合、相続人は新株予約権者が死亡した日
の翌日から10ヶ月を経過する日までの期間に限り、新株予約権を
行使することができる。

③　上記①および②それぞれにおいて、①および②それぞれに規定する
期間が満了した場合には、その満了日の翌日から、新株予約権者は
新株予約権を行使することができなくなるものとする。

同左

新株予約権の譲渡

に関する事項

　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による
承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関す

る事項
－ －

組織再編成行為に

伴う新株予約権の

交付に関する事項

（注）２ （注）２

　　  （注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　２　以下の①または②の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の　　　　

　　　　　　　　取締役会決議の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得　　

　　　　　　　　することができます。

　　　　　　① 当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案

　　　　　　② 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案
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取締役会決議（平成21年７月31日）

 
事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数

（個）
       3,225（注）１ 3,189（注）１

新株予約権のうち

自己新株予約権の

数（個）

－ －

新株予約権の目的

となる株式の種類

普通株式

単元株式数100株
同左

新株予約権の目的

となる株式の数

（株）

  322,500 318,900

新株予約権の行使

時の払込金額

（円）

１株あたり3,048（注）２ 同左

新株予約権の行使

期間

平成22年１月１日～

平成24年12月31日
同左

新株予約権の行使

により株式を発行

する場合の株式の

発行価格および資

本組入額（円）

 １．発行価格

　　 3,048円

　　 ただし、（注）２の定めにより調整を受けることがあります。

 ２．資本組入額

　① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する

　　 資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資

　　 本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１

　　 円未満の端数は、これを切り上げるものとします。

　② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する

     資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から上記

　　 ①に定める増加する資本金の額を減じた額とします。

 同左

新株予約権の行使

の条件

　新株予約権者は、当社または当社の子会社の取締役、執行役員、フェ

ロー、監査役、顧問等または従業員の地位にある場合に限り、新株予約

権を行使することができる。ただし、新株予約権者が定年、任期満了に

よる退任・退職または会社都合等の理由により、これらの地位を失っ

た場合は、その時点から１年間に限り、新株予約権を行使することがで

きる。

　 新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権を行使すること

ができない。

同左

新株予約権の譲渡

に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要するものとする。 同左

代用払込みに関す

る事項
－ －

組織再編成行為に

伴う新株予約権の

交付に関する事項

（注）３ （注）３

（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２　行使価額の調整

（１）当社普通株式につき、次の①または②の事由が生ずる場合は、行使価額は、次に定める算式（以下、「行使

価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げるものとする。

 ① 当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
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 ② 当社が時価を下回る価額で、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（会社法第194条の規定

（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転換される

証券若しくは転換できる証券の転換、または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権

付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

（ⅰ）行使価額調整式に使用する「時価」は、下記(２)に定める「調整後行使価額を適用する日」（以下、

「適用日」という。）に先立つ45取引日目に始まる30取引日における東京証券取引所における当社普

通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。以下同じ。）の平均値（終値のない日を除く。）とする。な

お、「平均値」は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

（ⅱ）行使価額調整式に使用する「既発行株式数」は、基準日がある場合はその日、その他の場合は適用日

の１ヶ月前の日における当社の発行済株式数から当社が当該日において自己株式として保有している

当社普通株式の総数を控除した数とする。

（ⅲ）自己株式の処分を行う場合には、行使価額調整式に使用する「新規発行株式数」を「処分する自己

株式数」に読み替えるものとする。

（２）調整後行使価額を適用する日は、次に定めるところによる。

 ① 上記(１)①に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌

日以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金

または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われ

る場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額

は、当該株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。

なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の終結

の日までに新株予約権を行使した（かかる新株予約権を行使することにより交付を受けることができ

る株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）、必要な事項を新株予約権原簿に記載された各募

集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に対しては、交付する当社普通

株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとす

る。 

新規発行株式数＝
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数

調整後行使価額

 ② 上記(１)②に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、当該発行または処分の払込期日の翌日以降（基

準日がある場合は当該割当日の翌日以降）、これを適用する。

（３）上記(１)①および②に定める場合の他、割当日後、合併、会社分割等により行使価額の調整をすることが

適切な事態となった場合は、当社は合理的な範囲で行使価額について必要と認める調整を行うものとする。

（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知または公告

する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、以後速やかに通

知または公告するものとする。

また、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載に

つき同じ。）または株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満

の端数は、これを切り捨てるものとする。当該調整後付与株式数を適用する日については、上記２.(２)①の規

定を準用する。

　　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

また、上記のほか、割当日後、合併、会社分割等により付与株式数の調整をすることが適切な事態となった場合

は、当社は合理的な範囲で付与株式数について必要と認める調整を行うものとする。

さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、新株予約権者に

通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、以後

速やかに通知または公告するものとする。

３　以下の①または②の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締

役会決議の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得すること

ができる。

① 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

② 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案　　
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年２月１日以後に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありませ

ん。

　

（４）【ライツプランの内容】

　　　　 該当事項はありません。 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成12年４月１日～

平成13年３月31日
7,246,875173,758,4284,753 26,783 4,753 50,482

 （注）発行済株式総数、資本金および資本準備金の増加は、転換社債の株式転換によるものであります。

（６）【所有者別状況】

 平成22年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数

（人）
1 118 71 551 520 20 63,20664,487 －

所有株式数

（単元）
53 504,41426,426 86,742745,678 240 373,3451,736,89868,628

所有株式数

の割合（％）
0.00 29.04 1.52 4.99 42.94 0.01 21.50 100.00 －

　（注）１　自己株式7,154,335株は「個人その他」に71,543単元、「単元未満株式の状況」に35株含まれております。

なお、自己株式7,154,335株は、株主名簿記載上の数字であり、期末日現在の実保有残高と一致しております。

２　「その他の法人」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が5単元含まれております。
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（７）【大株主の状況】

 平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

日本トラスティ・サービス信託銀
行㈱（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 11,256 6.47

日本マスタートラスト信託銀行㈱
（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 9,570 5.50

ジェーピー　モルガン　チェース　
バンク　３８００５５
（常任代理人　㈱みずほコーポ
レート銀行決済営業部）

270 PARK AVENUE, NEW YORK, NY 10017, UNITED 
STATES OF AMERICA
（東京都中央区月島４丁目16番13号）

4,407 2.53

ステート　ストリート　バンク　ア
ンド　トラスト　カンパニー　５０
５２２５
（常任代理人　㈱みずほコーポ
レート銀行決済営業部）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.S.
A.
　
（東京都中央区月島４丁目16番13号）

3,809 2.19

オーディー０５オムニバスチャイ
ナトリーティ８０８１５０  
（常任代理人　香港上海銀行東京
支店カストディ業務部）

338 PITT STREET SYDNEY NSW 2000 AUSTRALIA
　
（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）

3,266 1.87

 第一生命保険相互会社
（常任代理人　資産管理サービス
信託銀行㈱） 

東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 
（東京都中央区晴海１丁目８番12号　晴海トリト
ンスクエアタワーＺ棟）

3,017 1.73

 日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号日本生命証
券管理部内 

2,602 1.49

 ㈱損害保険ジャパン 東京都新宿区１丁目26番１号 2,566 1.47

ステート　ストリート　バンク　
ウェスト　ペンション　ファンド　
クライアンツ　エグゼンプト
（常任代理人　㈱みずほコーポ
レート銀行決済営業部）

1776 HERITIAGE PRIVE, N. QUINCY, MA 02171,
U.S.A.
　
（東京都中央区月島４丁目16番13号）

2,341 1.34

日本トラスティ・サービス信託銀
行㈱（信託口９）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,266 1.30

ザ　チェース　マンハッタン　バン
ク　エヌエイ　ロンドン　エス　エル
　オムニバス　アカウント
（常任代理人　㈱みずほコーポ
レート銀行決済営業部）

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON EC2P
2HD, ENGLAND
　
（東京都中央区月島４丁目16番13号）

1,876 1.08

メロン　バンク　エヌエー　アズ　
エージェント　フォー　イッツ　ク
ライアント　メロン　オムニバス　
ユーエス　ペンション
（常任代理人　㈱みずほコーポ
レート銀行決済営業部）

ONE BOSTON PLACE BOSTON,MA 02108 
 

 
（東京都中央区月島４丁目16番13号）

1,824 1.04

計 － 48,806 28.08

　（注）１　上記のほか、当社が所有している自己株式7,154千株があります。

２　以下の３社グループより大量保有報告書が提出されていますが、当社としては平成22年３月31日現在の株主

名簿に従って記載しております。

(１) ＪＰモルガン・アセット・マネジメント㈱およびその共同保有者の計５社

8,827千株保有（平成22年１月15日現在）　

(２) ブラックロック・ジャパン㈱およびその共同保有者の計９社

10,713千株保有（平成22年３月15日現在）

(３) モンドリアン・インベストメント・パートナーズ・リミテッド

7,045千株保有（平成22年４月16日現在）
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　7,154,300
－

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　166,535,500 1,665,355 同上

単元未満株式 普通株式　　　 68,628 － 同上

発行済株式総数 　　　　　173,758,428　　　 － －

総株主の議決権 － 1,665,355 －

　（注）　 「完全議決権株式（その他）」欄には㈱証券保管振替機構名義の株式が500株含まれております。

また、「議決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数5個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

日東電工㈱

大阪府茨木市下穂積

１丁目１番２号
7,154,300－ 7,154,300 4.11

計 － 7,154,300－ 7,154,300 4.11
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（９）【ストックオプション制度の内容】

（平成16年６月24日定時株主総会決議）

　当社は役員に対する従来の現金による退職慰労金制度を廃止し、取締役および執行役員に対し、在任中の各年度

における株主総会での承認可決を条件に、株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を無償で割当ててい

くこととしました。旧商法の規定に基づき、平成16年６月24日第139回定時株主総会終結時に在任する当社の取締

役および執行役員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成16年６月24日第139回定時

株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成16月６月24日

付与対象者の区分および人数（名） 当社取締役および執行役員18

新株予約権の目的となる株式の種類 （２）「新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

        （平成17年６月24日定時株主総会決議）

　当社は第139回定時株主総会において従来の現金による役員退職慰労金を廃止し、取締役および執行役員に対

し、在任中の各年度の株主総会での承認可決を条件に、株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を無償

で割当てていくこととしました。旧商法の規定に基づき、平成17年６月24日第140回定時株主総会終結時に在任す

る当社の取締役および執行役員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成17年６月24

日第140回定時株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成17年６月24日

付与対象者の区分および人数（名） 当社取締役および執行役員18

新株予約権の目的となる株式の種類 （２）「新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数（株）  同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  同上 

新株予約権の行使期間  同上 

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上
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（平成18年６月23日取締役会決議）

　当社は第139回定時株主総会において従来の現金による役員退職慰労金を廃止し、取締役および執行役員に対

し、在任中の各年度の株主総会での承認可決を条件に、株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を無償

で割当てていくこととしました。会社法の規定に基づき、当社の取締役および執行役員に対して新株予約権を発

行することを平成18年６月23日取締役会において決議されたものであります。

決議年月日 平成18年６月23日

付与対象者の区分および人数（名） 当社取締役および執行役員18

新株予約権の目的となる株式の種類 （２）「新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数（株）  同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  同上 

新株予約権の行使期間  同上 

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項　 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

　　　（平成19年６月22日取締役会決議）                                   　　　　　　　　　　

　　　　会社法の規定に基づき、当社の取締役および執行役員に対して新株予約権を発行することを平成19年６月22日　　　　　　

　　　取締役会において決議されたものであります。

決議年月日 平成19年６月22日

付与対象者の区分および人数（名） 　　　　　　当社取締役および執行役員23

新株予約権の目的となる株式の種類 （２）「新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上
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（平成19年７月27日取締役会決議）

　会社法の規定に基づき、在任する当社の取締役、執行役員、フェローおよび従業員ならびに子会社の取締役に対

して新株予約権を発行することを平成19年７月27日取締役会において決議されたものであります。

決議年月日 平成19年７月27日

付与対象者の区分および人数（名）
当社の取締役および執行役員24、フェロー、従業員91

および子会社の取締役27

新株予約権の目的となる株式の種類  （２）「新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

（平成20年６月20日取締役会決議）

　会社法の規定に基づき、当社の取締役および執行役員に対して新株予約権を発行することを平成19年６月22日

取締役会において決議されたものであります。

決議年月日 平成20年６月20日

付与対象者の区分および人数（名） 当社取締役および執行役員23

新株予約権の目的となる株式の種類 （２）「新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上
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（平成20年８月28日取締役会決議）

　会社法の規定に基づき、在任する当社の取締役、執行役員、フェローおよび従業員ならびに子会社の取締役に対

して新株予約権を発行することを平成20年８月28日取締役会において決議されたものであります。

決議年月日 平成20年８月28日

付与対象者の区分および人数（名）
当社取締役および執行役員24、当社フェローおよび従業員

93、子会社の取締役24

新株予約権の目的となる株式の種類 （２）「新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

　

（平成21年６月19日取締役会決議）

　会社法の規定に基づき、当社の取締役および執行役員に対して新株予約権を発行することを平成21年６月19日

取締役会において決議されたものであります。

決議年月日 平成21年６月19日

付与対象者の区分および人数（名） 当社取締役および執行役員20

新株予約権の目的となる株式の種類 （２）「新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上
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（平成21年７月31日取締役会決議）

　会社法の規定に基づき、在任する当社の取締役、執行役員、フェローおよび従業員ならびに子会社の取締役に対

して新株予約権を発行することを平成21年７月31日取締役会において決議されたものであります。

決議年月日 平成21年７月31日

付与対象者の区分および人数（名）
当社取締役および執行役員22、当社フェローおよび従業員

79、子会社の取締役25

新株予約権の目的となる株式の種類 （２）「新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

　

　　　　（平成22年６月18日定時株主総会決議）

　取締役に対してストックオプションとして発行する新株予約権は「取締役に対する報酬等」の一部であると位

置づけられるため、取締役に付与する予定であるストックオプション２種につき、ストックオプション報酬とし

てその額および内容を平成22年６月18日第145回定時株主総会において、決議されたものであります。なお、本件

の付与対象者には社外取締役を含まないものとします。

イ．株式報酬型ストックオプション 

決議年月日 平成22年６月18日

付与対象者の区分および人数（名） 当社取締役７

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株）  28,000（上限） （注）１、２

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株あたり１ 

新株予約権の行使期間
新株予約権発行日の翌日から３０年以内の期間を

別途定める。（注）１

新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使期間」にかかわらず、新株予約権

者は原則として、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日

から別途定める期間に限り新株予約権を行使できる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要するも

のとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）３

 （注）１ 詳細は、定時株主総会終了後の取締役会で決議いたします。

 ２ 新株予約権１個当たりの株式数は100株であります。なお、当社が合併、会社分割、株式分割、株式併合等を行う

ことにより、株式数の変更をすることが適切な事態となった場合は、当社は必要と認める調整を行うものとし

ます。

 ３ 以下の①または②の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役

会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができます。

① 当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案

② 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

ロ．一般型ストックオプション  

決議年月日 平成22年６月18日

付与対象者の区分および人数（名） 当社取締役７

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株）  50,000（上限） （注）１、２

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）３

新株予約権の行使期間 平成23年１月１日から平成25年12月31日まで

新株予約権の行使の条件 （注）１
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新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要するも

のとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４

 （注）１ 詳細は、定時株主総会終了後の取締役会で決議いたします。

 ２ 新株予約権１個当たりの株式数は100株であります。なお、当社が合併、会社分割、株式分割、株式併合等を行う

ことにより、株式数の変更をすることが適切な事態となった場合は、当社は必要と認める調整を行うものとし

ます。

３ 新株予約権発行日の属する月の前月の各日（取引がない日を除く）における東京証券取引所における当社株

式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた価額とし、１円未満の端数は切り上げます。ただし、その平均値が新

株予約権発行日の終値（当日取引がない場合は、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、平均値に代え

て当該終値を使用します。

なお、当社が合併、会社分割、株式分割、株式併合等を行うことにより、払込金額の変更をすることが必要な事態

となった場合は、当社は必要と認める調整を行うものとします。

４ 以下の①または②の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役

会決議の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することがで

きます。

① 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

② 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 1,093 3,301,615

当期間における取得自己株式 141 512,745

（注）当期間における取得自己株式には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式数は含まれておりません。 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（注）２
25,10624,120,124 5,660 11,212,040

保有自己株式数 7,154,335－ 7,148,816－

 （注）１　当期間における処理自己株式には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株

式の売渡による株式数は含まれておりません。また、当期間における保有自己株式数には、平成22年６

月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りおよび売渡による株式数は含まれ

ておりません。

 ２　当事業年度の内訳は、新株予約権の権利行使（株式数25,100株、処分価額の総額24,096,400円）および

単元未満株式の売渡請求による売渡（株式数6株、処分価額の総額23,724円）であります。
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３【配当政策】

当社の配当政策は、株主の皆様に対して安定的に利益の還元を行うことを基本にしています。一方、急速な技術革新

への対応と顧客ニーズにタイムリーに応えるために、研究・開発および生産に関わる積極的な先行投資を行っていく

ことも必要不可欠です。従いまして、株主の皆様に対する配当金につきましては、財務状況、利益水準、および配当性向

等を総合的に勘案して実施することとしています。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の

決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

なお、当社は取締役会の決議をもって、毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款に定め

ております。

内部留保資金につきましては、経営体質の一層の充実並びに将来の安定的な事業の成長のために活用してまいりま

す。

当期の利益配当金につきましては、利益配分に関する基本方針に基づき、中間と同額の1株につき20円とし、年間の

配当金は前期より40円減額の年間40円とさせていただきます。　

当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

決議年月日 配当金総額（百万円） １株当たり配当額（円）

 平成21年10月30日

取締役会 
3,331 20

 平成22年６月18日

定時株主総会
3,332 20

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第141期 第142期 第143期 第144期 第145期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高（円） 10,890 10,360 6,740 5,290 3,885

最低（円） 5,580 5,400 4,090 1,412 1,971

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別
平成21年
10月

11月 12月
平成22年
１月

２月 ３月

最高（円） 2,905 2,925 3,500 3,885 3,560 3,685

最低（円） 2,520 2,635 2,745 3,355 3,260 3,215

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（株）

取締役社長

代表取締役

ＣＥＯ兼

ＣＯＯ兼

ＣＴＯ

柳楽　幸雄 昭和23年１月28日生

昭和46年４月当社に入社

(注)３23,000

平成５年４月 表示部材事業部門オプティカル材事業部長

10年６月取締役光学事業部門オプティカル事業部長

12年４月取締役オプティカル事業部門長

13年６月常務取締役

14年４月常務取締役経営統括部門長

15年６月取締役兼常務執行役員、経営統括部門長

　　16年６月取締役

19年６月

 

20年４月

取締役兼専務執行役員、オプティカル事業

本部長

代表取締役社長（現任）

取締役兼

専務執行役員
ＣＦＯ 藤原　達之助 昭和22年８月21日生

昭和45年４月当社に入社

(注)３14,700

平成７年４月 経理部長

13年６月取締役経理部長

14年４月取締役経営統括部門副部門長

 15年６月取締役に就任

19年６月

22年６月　

取締役兼常務執行役員

取締役兼専務執行役員、経営統括部門長

（現任）　

取締役兼

専務執行役員

品質・環境・

安全統括部門

長

相澤　馨 昭和27年８月25日生

昭和52年４月当社に入社

(注)３6,000

平成７年４月 電気・電子材事業部門電子部品材事業部長

14年10月基幹技術センター長

15年４月執行役員Ｒ＆Ｄ部門長

16年６月上席執行役員基幹技術センター長

 18年６月常務執行役員に就任

19年６月取締役兼常務執行役員、インダストリアル

事業本部長

21年４月

　

22年４月

　

22年６月　　

取締役兼常務執行役員、テープ・環境経営

戦略担当

取締役兼常務執行役員、品質・環境・安全

統括部門長、環境経営戦略担当　

取締役兼専務執行役員、品質・環境・安全

統括部門長、環境経営戦略担当 (現任)　

取締役兼

常務執行役員
 二宮　保男 昭和24年１月30日生

昭和51年４月当社に入社

(注)３13,000

平成７年４月 メディカル事業部研究開発センター長

10年４月メディカル事業部長

13年６月取締役スペシャリティープロダクツ事業部

門長

15年６月取締役退任、執行役員スペシャリティープ

ロダクツ事業部門長

 16年６月取締役に就任 

 18年６月取締役全社技術部門長 

19年６月取締役兼常務執行役員、全社技術部門長 

 21年４月

　

 

21年６月

　

　

　

22年４月　　

取締役兼常務執行役員、半導体材料事業・

回路材料事業・メディカル事業・メンブレ

ン事業・ＧＮＴ推進担当

取締役兼常務執行役員、半導体材料事業・

回路材事業

品質保証・環境・総合安全

ＧＮＴ推進担当

取締役兼常務執行役員、ＩＣＴ事業部長・

ＧＮＴ推進担当（現任）　
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（株）

取締役兼

上席執行役員

 

 

 

松本　憲嗣 昭和25年10月30日生

昭和58年７月当社に入社

(注)３10,400

平成16年６月執行役員、技術情報センター長

18年６月 執行役員、全社技術部門副部門長

20年６月上席執行役員、全社技術部門副部門長

　21年４月上席執行役員、全社技術部門技術情報セン

ター長

21年６月取締役兼上席執行役員、メディカル事業・

メンブレン事業担当（現任）

取締役兼

上席執行役員
 髙﨑　秀雄 昭和28年８月11日生

昭和53年４月当社に入社

(注)３6,400

平成12年４月スペシャリティープロダクツ事業部門エン

ジニアリングプラスチック事業部長

17年２月NITTO EUROPE NV社長

19年６月執行役員、オプティカル事業本部副本部長

　20年４月執行役員、オプティカル事業本部長

20年６月取締役兼執行役員

21年４月

22年６月　　　

　

取締役兼執行役員、オプティカル事業担当

取締役兼上席執行役員、オプティカル事業

担当（現任）

取締役兼

執行役員
　 佐久間 陽一郎昭和30年９月４日生

昭和55年４月

　

当社に入社

(注)３1,600　

平成18年６月

　

19年６月

執行役員、インダストリアル事業本部副本

部長　

執行役員、インダストリアル事業・アメリ

カエリア事業担当　

21年４月　執行役員、アメリカエリア経営担当　

22年４月　執行役員、テープ事業部門長、アメリカエリ

ア経営担当　

22年６月取締役兼執行役員、テープ事業部門長、アメ

リカエリア経営担当（現任）　

取締役
 

 
古瀬　洋一郎 昭和16年11月４日生

昭和39年４月㈱住友銀行に入行

(注)３2,000

平成元年６月

　

５年10月

同行取締役　

同行常務取締役 (平成８年６月退任)

８年６月

13年６月　
マツダ㈱専務取締役 (平成12年６月退任)

三洋電機㈱取締役　

14年６月同社代表取締役副社長 (平成17年10月退

任)

 18年１月エバンストン㈱代表取締役 (現任)

19年６月当社取締役（現任）

取締役
 

 
伊藤　邦雄 昭和26年12月13日生

平成４年４月 一橋大学教授

(注)３ －

14年８月同大学大学院商学研究科長・商学部長

16年６月東京海上日動火災保険㈱社外監査役

（平成21年６月退任）

16年12月一橋大学副学長

17年６月曙ブレーキ工業㈱社外取締役（現任）

 18年12月

 19年６月
一橋大学大学院商学研究科教授（現任） 

三菱商事㈱社外取締役（現任）

19年６月

21年６月　

21年６月　

当社取締役（現任）

シャープ㈱社外取締役 (現任)　

東京海上ホールディングス㈱社外取締役

(現任)　
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　（注）１ ＣＥＯ：Chief Executive Officer

ＣＯＯ：Chief Operating Officer

ＣＴＯ：Chief Technology Officer

ＣＦＯ：Chief Financial Officer

２  取締役　古瀬洋一郎、伊藤邦雄は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

３　平成22年６月18日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４　取締役兼任以外の執行役員は以下の13名です。

常務執行役員 西川　康一

上席執行役員 金　洪仁

上席執行役員 宗像　洋治

上席執行役員 佐野　実

執行役員 那須　武志

執行役員 表　利彦

執行役員 神崎　正巳

執行役員 有本　雅彦

執行役員 植木　謙治

執行役員 吉本 道雄

執行役員 山本 敏夫

執行役員 梅原 俊志

執行役員 武内 徹

　　 

EDINET提出書類

日東電工株式会社(E01888)

有価証券報告書

 50/141



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役

（常勤） 
 太田　良一 昭和21年12月15日生

昭和45年４月当社に入社

(注)２ 12,000

平成13年６月取締役営業部門東京支店長

14年４月取締役経営統括部門副部門長

15年４月取締役調達事業部門長

15年６月取締役を退任、執行役員調達事業部

門長

16年６月

20年６月

上席執行役員調達本部長

監査役（常勤）に就任（現任）

監査役

（常勤）
 粟津　孝司 昭和23年11月28日生

昭和48年３月当社に入社

(注)２ 2,600

平成３年10月経理部課長

12年４月監査室長

15年４月理事監査室長

18年６月

20年６月

理事内部統制・監査部長

監査役（常勤）に就任（現任）

監査役

（非常勤）
 細川　恒 昭和15年４月24日生

昭和39年４月通商産業省入省

(注)３ －

平成６年12月通商政策局長

８年８月 通商産業審議官

９年７月 通商産業省を退官

11年10月㈱MSK基礎研究所・戦略設計事務所

(現 MS&AD基礎研究所㈱・戦略設計

事務所)代表（現任）

12年６月当社監査役（非常勤）に就任

（現任）

監査役

（非常勤）
 赤井　紀男 昭和15年11月29日生

昭和38年４月日立マクセル㈱に入社

(注)２ 500

平成５年６月 同社取締役

７年６月 同社常務取締役

９年６月 同社専務取締役

11年６月同社代表取締役社長

15年６月 同社取締役兼代表執行役社長

18年４月同社取締役

18年６月

20年６月

同社相談役

同社名誉相談役（現任）

当社監査役（非常勤）に就任

（現任） 

監査役

（非常勤）
 寺西　正司 昭和22年２月６日生

昭和44年４月㈱三和銀行に入行

(注)２ －

平成７年６月 同行取締役

10年６月同行常務取締役

11年６月同行専務取締役

14年１月㈱ＵＦＪ銀行代表取締役頭取

14年６月㈱ＵＦＪホールディングス取締役

(平成16年６月退任)

16年５月㈱ＵＦＪ銀行代表取締役

(平成16年５月退任)

16年７月同行名誉顧問 

18年１月

 

20年６月

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行名誉顧問

(現任)

当社監査役（非常勤）に就任

（現任） 

     計   92,200

　（注）１　監査役　細川恒、赤井紀男、寺西正司は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

 ２　平成20年６月20日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

 ３　平成19年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

・企業統治の体制の概要

　当社は、監査役制度を採用しております。企業統治の体制の概要は次のとおりであります。

　

＜取締役、取締役会、執行役員＞

　取締役会は経営に係る重要な事項について意思決定するとともに、取締役（9名）および執行役員（13名）による

業務執行を監督しております。取締役および執行役員は、取締役会が決定した基本方針に従い、業務執行の任にあ

たっております。また、経営の健全化、透明性の確保を高めるために取締役および執行役員の任期を1年に設定すると

ともに、平成19年度より社外取締役（2名）を選任しています。

　

＜監査役、監査役会＞

　当社の監査役は5名であり、3名が社外監査役で2名が社内出身の常勤監査役です。監査役は、取締役会に出席して取

締役の業務執行を監視するとともに、その他の重要会議への出席、取締役および使用人からの報告聴取、決裁書類そ

の他の重要書類の閲覧、事業部門や工場および研究所ならびに国内外の子会社などの調査、会計監査人からの監査報

告聴取および意見交換などを通じて、監査を実施しております。

　

＜コーポレート・ガバナンス体制の模式図＞

  当社の経営の監視・事業執行の仕組みを示す模式図は以下のとおりです。
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・企業統治の体制を採用する理由

　上記のような体制により、業務執行、経営の監督が有効かつ効率的に機能すると認識しております。

　なお、当社は、定款に基づき、社外取締役および社外監査役全員と会社法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契

約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低責任限度額であります。

　

・内部統制基本方針

  当社は、会社法第362条および会社法施行規則第100条の規定に従って、業務の適正を確保するための体制（以下内

部統制という）に関する基本方針を以下のとおり定めております。

　

１．取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

１）コンプライアンス体制の基礎として、経営理念、企業行動基準およびその具体的内容として法令・倫理規範遵守

のためのビジネス行動規範を定め、当社のみならずグループ全体の役職員にこれを周知・徹底するとともに、取

締役は法令および倫理規範の遵守を率先垂範する。

２）コンプライアンスやリスクマネジメント体制の整備を含むＣＳＲ活動を推進するため、ＣＳＲ担当取締役を定

め、当該取締役を委員長とするＣＳＲ推進委員会を設置するとともに、社外取締役制度を採用し、意思決定のプ

ロセスを含む経営全般の透明性を高める。また、財務報告の信頼性を確保するための内部統制を含め、業務プロ

セスおよび業務全般の適正性、妥当性、効率性を確保するための体制を整備する。

３）内部監査部門として監査部署を置き、各部門およびグループ会社の業務プロセスおよび業務全般の適正性等に

ついて内部監査を行うとともに、環境・安全・品質・輸出管理に関しては専門部署を設け、監査部署と連携して

監査を行う体制をとる。

４）法令違反および倫理規範に対するコンプライアンスについての社内通報体制として、匿名性を保つ意味から社

外の専門機関を直接の情報受領者とする通報システムのほか、社内担当窓口を整備し、ＣＳＲ担当取締役および

監査役を含む企業倫理委員会を設置してその対応および再発防止体制の整備を行う。

　

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

  株主総会議事録、取締役会議事録、経営戦略会議議事録、稟議決裁文書等取締役の職務執行に係る文書について

は、文書管理および保存に関する規程に基づき、書面または電磁的媒体等その記録媒体に応じて適切かつ確実に保

存・管理し、必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。

　

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

  リスク管理体制の基礎として、事業構成や海外での事業運営にかかわる事業リスク、為替変動やカントリーリス

クなど外部要因に基づくリスク、新技術開発力や知的財産権など技術競争力に関するリスクについては、取締役

会、経営戦略会議および各事業執行組織において常時管理し、必要の都度対策する。また、製品の品質・欠陥や環境

・災害・安全に関するリスク、情報セキュリティや反社会的勢力への対応、独占禁止法・薬事法・輸出管理法など

コンプライアンスに関するリスクなどについては、それぞれ担当部署を定めて定期的に重要リスクの洗い出しを

行い、個々のリスクについてそれぞれの職制や各種委員会活動および必要に応じて編成するプロジェクト活動を

通じて監視・対策する。万一、不測の事態が発生した場合には、速やかに社長、ＣＳＲ担当取締役および監査役に報

告される体制を整え、社長のもとに危機対策本部を設置して損害の拡大を防止し、これを最小限に止め、事業継続

および早期に復旧する体制を整える。

　

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

１）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を原則として月1回

定期的に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。また当社の具体的な経営方針および経営戦略に関わ

る重要事項については、その重要度に応じて、取締役会決議とするほか、取締役および執行役員によって構成さ

れる経営戦略会議（原則月１回開催）での決議、各事業執行組織主催の会議での決議または稟議決裁による決

定等会社としての決裁ルールを整備し、またＩＴ技術を活用した業務システムを積極的に導入して業務が効率

的に執行される体制を確保する。

２）業務執行の責任者およびその責任範囲、業務執行手続の詳細については、取締役会で定める組織、グループ意思

決定規程等においてそれぞれ定める。
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５．企業集団における業務の適正を確保するための体制

１）企業集団としての当社グループにおける業務の適正を確保するための体制の基礎として、法令・倫理規範遵守

のためのビジネス行動規範を定めて、グループ会社の全役職員にこれを周知・徹底する。

２）国内外のグループ会社の経営上の意思決定および重要事項の当社との事前協議や当社への報告等が適切に行わ

れるようグループとしての意思決定規程・基準を整備するとともに、これらの規程・基準に基づき、当社の取締

役および執行役員が、それぞれ管掌する事業に関するグループ会社からの報告を受け、必要に応じてその意思決

定に関与する体制とすることにより、グループ全体の業務の適正を確保する。また、技術および財務に関する事

項については、取締役よりそれぞれチーフオフィサーを定め、これらの事項がグループ全体として適正・効率的

に行われる体制とする。

３）監査役は監査部署と協力し、監査計画に従って各グループ会社を適宜監査するとともに、必要に応じていつでも

各グループ会社の監査役および取締役・経営幹部に報告を求めることができる。

　

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項および当該使

用人の取締役からの独立性に関する事項

１）監査役の職務を補助すべき使用人として監査部署に監査役補助者を置く。当該監査役補助者の選任、異動、評価

については常勤監査役の了解を得たうえで決定し、取締役からの独立性を確保する。

２）監査役補助者は業務執行にかかる役職を兼務しない。

　

７．取締役およびその使用人が監査役(会)に報告をするための体制その他の監査役(会)への報告に関する体制およ

び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

１）取締役および使用人は、監査役(会)が定める監査計画に従って、当社の業務または業績に影響を与える重要な事

項について監査役に報告する。また、前記にかかわらず、監査役は必要に応じていつでも、取締役および使用人に

対して報告を求めることができるとともに、重要な会議への出席およびそれら会議の議事録または稟議決裁書

類および各種報告書の閲覧を求めることができる。

２）取締役は、コンプライアンスについての社内通報体制および緊急事態・事故発生時の報告体制を整え、その適切

な運用を維持することにより、監査役への迅速かつ適切な報告体制を確保する。

３）監査役は、会計監査人および監査部署等と連携し、またグループ会社の監査役との意見・情報交換等を行い効率

的に監査が行える体制を確保する。取締役は、監査役監査の重要性と有用性を認識、理解し、監査部署ほか内部監

査体制の充実を図る。

　

・財務報告に係る内部統制

　当社は、金融商品取引法の要請に基づき、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準

拠して、当社グループの評価対象拠点において内部統制の文書化・自己評価を実施するとともに、内部監査部門がそ

の自己評価結果に対して独立した立場からモニタリングを実施しております。また、グループ全体の内部統制の有効

性を審議する機関として「内部統制委員会」（社長、CFOおよび各事業執行体の責任者等から構成）を設置し、そこ

での審議結果を踏まえて、内部統制報告書に署名する経営者（社長およびCFO）が最終的な評価を実施しておりま

す。

　

・反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況

　当社グループでは、行動基準に定める「法と倫理に基づき良識に従って行動します」を遵守するため、反社会的取

引防止についての基本事項を定めています。

　運用においては、「日東電工グループ反社会的取引防止規程」を定め、反社会的取引の禁止、従業員の義務、体制、渉

外対応、周知徹底方法を明確にしています。

　

②　内部監査および監査役監査の状況

　当社は、内部統制の徹底と、国内外の関係会社を含めた業務プロセスおよび業務全般の適正性、妥当性、効率性を監

視する目的で内部統制・監査部(人員10名)を設置しております。また、その他の内部監査機能として、環境・安全・

品質・輸出管理に関しては、専門機能部門が内部統制・監査部と連携して監査を行っております。

　また、監査役は、上記監査部署との連携、国内外関係会社監査役との意見・情報交換等を行い、監査の実効性の確保

を図っております。

　なお、常勤監査役 粟津孝司は、長年に亘り当社経理・監査部門で業務の経験を重ねてきており、財務および会計に

関する相当程度の知見を有するものであります。
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③　社外取締役および社外監査役

　当社の社外取締役は2名、社外監査役は3名であります。

社外取締役および社外監査役と当社の間には、特別の利害関係はありません。

  当社は、社外取締役に、経営全般に関して、一般株主を含む外部の視点からの客観的かつ公平な意見の表明、監督お

よび社外で得られる重要な情報提供等の機能および役割を、社外監査役に、社外の客観的な見地に基づく取締役の業

務執行に対する監視・牽制の機能および役割を、それぞれ期待しております。社外取締役および社外監査役の選任に

あたっては、上記の機能・役割を踏まえて候補者を決定しております。

　当社の社外取締役および社外監査役全員は、親会社や兄弟会社、大株主企業、主要な取引先の出身者でなく、上記の

役割を果たす上で十分な独立性を有していると認識しております。

　なお、社外取締役および社外監査役は、取締役会および必要に応じて重要会議に出席する他、監査部署その他社内各

部署からの情報提供や連携を通じ、経営全般の監督・監視を行う体制としております。

　

④　役員報酬等

　　イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数

（単位：百万円）

区分
取締役 うち社外取締役

　

監査役 

　

うち社外監査役 

支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額

基本報酬 11 277 2 21 5 95 3 28

役員賞与 8 150 － － － － － －

新株予約権（ス

トックオプ

ション）

8 142 － － － － － －

計 － 570 － 21 － 95 － 28

(注)１　上記には、平成21年6月19日開催の第144回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役1名を含んでおり

ます。

２　使用人兼務取締役の使用人分給与(賞与を含む)は、上記報酬等とは別枠であります。当事業年度は使用人分

給与の支給はありません。

３　基本報酬の限度額は、取締役については月額30百万円(第143回定時株主総会決議)、監査役については月額

12百万円(第139回定時株主総会決議)であります。

４　役員賞与額は、第145回定時株主総会で承認されたものであります。

５　新株予約権(ストックオプション)につきましては、第144回定時株主総会で承認されたものであります。

６　上記報酬等のほか、役員退職慰労金として12百万円を支給しております。これは第138回定時株主総会決議に

基づく支給対象者に対して、当事業年度中に支払ったものであります。

　　ロ．役員の報酬等の額または算定方法に係る決定に関する方針の内容および決定方法

    １）取締役の報酬

取締役の基本報酬、役員賞与および新株予約権による報酬は、それぞれ株主総会で決議いただいた総額の範

囲内で、個々の取締役の職務と責任および実績に応じて代表取締役が決定することにしております。

    ２）監査役の報酬

監査役の報酬は、株主総会で決議いただいた監査役報酬総額の範囲内で、個々の監査役の職務と責任に応じた

報酬額を監査役の協議によって決定することにしております。　
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⑤　株式の保有状況

    イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

81銘柄　5,960百万円

    ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

銘柄 株式数（千株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャ

ル・グループ
3,308 1,621

取引関係の維持・強化を図

るための政策投資目的

栗田工業㈱ 364 963

㈱みずほフィナンシャル・

グループ 
3,088 571

三菱電機㈱ 364 312

日東工業㈱ 197 192

住友電気工業㈱ 110 126

パナソニック㈱ 84 120

ローム㈱ 16 111

シャープ㈱ 92 108

㈱村田製作所 16 85

　

⑥  会計監査の状況

当社は、会計監査人に「あずさ監査法人」を起用しておりますが、同監査法人および当社監査に従事する同監査法

人の業務執行社員と当社の間には特別の利害関係はなく、また同監査法人は従来より自主的に業務執行社員につい

て、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措置をとっております。当社は同監査法人との間

で、法定監査について監査契約書を締結し、それに基づき報酬を支払っております。当期において業務を執行した公

認会計士の氏名、監査業務にかかる補助者の構成については下記のとおりです。

　

・業務を執行した公認会計士の氏名

指定社員　業務執行社員：　北山　久恵

指定社員　業務執行社員：　宮林　利朗

指定社員　業務執行社員：　東浦　隆晴

・監査業務に係わる補助者の構成

公認会計士９名、　その他14名

　

⑦  取締役の定数

  当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めております。 

　

⑧  取締役の選任決議

  当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、

その議決権の過半数をもって行う旨、また、当該決議は累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。 
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⑨  自己の株式の取得の決定機関

当社は、機動的な資本政策の遂行を可能にするため、取締役会の決議をもって自己の株式を市場取引等により取得す

ることができる旨を定款に定めております。 

　

⑩  株主総会の特別決議要件

  当社は、株主総会の円滑な運営を行なうため、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に

定めております。

　

⑪  中間配当の決定機関

  当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年９

月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

　

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 108 － 114 2

連結子会社 17 － 17 －

計 125 － 131 2

 

②【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度および当連結会計年度において、当社の主な海外子会社については、当社の監査公認会計士等と

同一のネットワークに属している各国のKPMGのメンバーファームに対して監査証明業務に基づく報酬を支払っ

ております。　

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）　

　該当事項はありません。

（当連結会計年度）　

　当社は監査公認会計士等に対して、社債発行に係るコンフォートレター作成業務を委託しております。

 

④【監査報酬の決定方針】

前連結会計年度および当連結会計年度において、該当事項はありませんが、監査日数等を勘案した上で決定して

おります。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表および財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月

31日まで）および当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年

度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）および当事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日ま

で）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人

財務会計基準機構へ加入し、同法人の行う研修に参加しております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 113,965 171,921

受取手形及び売掛金 93,524 135,727

商品及び製品 20,300 19,776

仕掛品 28,960 27,031

原材料及び貯蔵品 11,726 11,120

繰延税金資産 7,164 8,444

その他 14,264 8,364

貸倒引当金 △672 △831

流動資産合計 289,234 381,554

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 189,426 196,254

機械装置及び運搬具 311,453 322,588

工具、器具及び備品 36,142 36,714

土地 19,688 19,119

建設仮勘定 20,198 8,323

減価償却累計額 △346,719 △374,595

有形固定資産合計 230,188 208,405

無形固定資産

のれん 65 56

その他 8,514 7,217

無形固定資産合計 8,579 7,273

投資その他の資産

投資有価証券 ※1，2
 7,578

※1，2
 8,890

繰延税金資産 8,674 9,703

前払年金費用 9,682 5,642

その他 4,620 3,771

貸倒引当金 △301 △248

投資その他の資産合計 30,255 27,758

固定資産合計 269,023 243,438

資産合計 558,258 624,992
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 53,879

※1
 79,531

短期借入金 28,832 10,667

コマーシャル・ペーパー 25,000 －

未払金 30,221 20,943

未払費用 11,667 18,590

未払法人税等 1,545 15,746

役員賞与引当金 265 327

その他 2,306 3,882

流動負債合計 153,718 149,688

固定負債

社債 － 50,000

長期借入金 20,923 14,316

退職給付引当金 18,351 19,219

役員退職慰労引当金 506 514

繰延税金負債 348 181

負ののれん 574 0

その他 2,705 2,347

固定負債合計 43,409 86,579

負債合計 197,127 236,268

純資産の部

株主資本

資本金 26,783 26,783

資本剰余金 56,166 56,153

利益剰余金 324,740 352,316

自己株式 △28,380 △28,284

株主資本合計 379,310 406,969

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,040 1,755

繰延ヘッジ損益 △129 △284

為替換算調整勘定 △22,382 △21,775

評価・換算差額等合計 △21,471 △20,304

新株予約権 1,086 1,067

少数株主持分 2,204 992

純資産合計 361,130 388,724

負債純資産合計 558,258 624,992
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 577,922 601,859

売上原価 ※1
 455,763

※1
 440,714

売上総利益 122,158 161,144

販売費及び一般管理費 ※2，3
 108,320

※2，3
 105,058

営業利益 13,838 56,086

営業外収益

受取利息 507 265

受取配当金 156 129

受取賃貸料 354 379

補助金収入 253 2,468

作業屑収入 1,070 1,494

負ののれん償却額 494 211

為替差益 899 304

雑収入 1,072 1,043

営業外収益合計 4,808 6,297

営業外費用

支払利息 1,278 1,348

売上割引 472 369

貸与資産減価償却費 520 594

雑損失 1,567 1,237

営業外費用合計 3,838 3,550

経常利益 14,807 58,833

特別利益

固定資産売却益 ※4
 93

※4
 227

投資有価証券売却益 0 23

貸倒引当金戻入額 43 56

特許関連収入 285 －

新株予約権戻入益 － 336

受取補償金 262 91

その他 311 231

特別利益合計 995 967

特別損失

固定資産売却損 ※5
 54

※5
 96

固定資産除却損 ※6
 5,304

※6
 3,203

投資有価証券評価損 105 17

減損損失 ※7
 5,014

※7
 256

特別退職金 ※8
 739

※8
 226

海外事業整理損失 － 772

その他 2,909 1,530

特別損失合計 14,127 6,103
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

税金等調整前当期純利益 1,676 53,698

法人税、住民税及び事業税 3,232 18,669

法人税等調整額 △2,820 △2,695

法人税等合計 412 15,974

少数株主利益 995 153

当期純利益 267 37,570
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 26,783 26,783

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 26,783 26,783

資本剰余金

前期末残高 56,163 56,166

当期変動額

自己株式の処分 2 △13

当期変動額合計 2 △13

当期末残高 56,166 56,153

利益剰余金

前期末残高 338,701 324,740

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △902 －

当期変動額

剰余金の配当 △13,325 △9,995

当期純利益 267 37,570

当期変動額合計 △13,057 27,575

当期末残高 324,740 352,316

自己株式

前期末残高 △28,427 △28,380

当期変動額

自己株式の取得 △3 △3

自己株式の処分 50 99

当期変動額合計 47 95

当期末残高 △28,380 △28,284

株主資本合計

前期末残高 393,221 379,310

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △902 －

当期変動額

剰余金の配当 △13,325 △9,995

当期純利益 267 37,570

自己株式の取得 △3 △3

自己株式の処分 53 86

当期変動額合計 △13,008 27,658

当期末残高 379,310 406,969
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 3,171 1,040

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,130 714

当期変動額合計 △2,130 714

当期末残高 1,040 1,755

繰延ヘッジ損益

前期末残高 169 △129

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△298 △155

当期変動額合計 △298 △155

当期末残高 △129 △284

為替換算調整勘定

前期末残高 △13,935 △22,382

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△8,447 607

当期変動額合計 △8,447 607

当期末残高 △22,382 △21,775

評価・換算差額等合計

前期末残高 △10,594 △21,471

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△10,876 1,166

当期変動額合計 △10,876 1,166

当期末残高 △21,471 △20,304

新株予約権

前期末残高 897 1,086

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 188 △19

当期変動額合計 188 △19

当期末残高 1,086 1,067

少数株主持分

前期末残高 2,068 2,204

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 135 △1,211

当期変動額合計 135 △1,211

当期末残高 2,204 992
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

純資産合計

前期末残高 385,593 361,130

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △902 －

当期変動額

剰余金の配当 △13,325 △9,995

当期純利益 267 37,570

自己株式の取得 △3 △3

自己株式の処分 53 86

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10,552 △64

当期変動額合計 △23,560 27,594

当期末残高 361,130 388,724
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,676 53,698

減価償却費 50,556 44,810

減損損失 5,014 256

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,005 4,850

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △68 7

受取利息及び受取配当金 △663 △394

支払利息 1,278 1,348

為替差損益（△は益） △20 62

持分法による投資損益（△は益） 173 84

投資有価証券評価損益（△は益） 105 17

固定資産除売却損益（△は益） 5,266 3,071

売上債権の増減額（△は増加） 43,149 △41,992

たな卸資産の増減額（△は増加） 8,354 2,892

未収入金の増減額（△は増加） 2,006 △606

仕入債務の増減額（△は減少） △41,844 26,358

未払費用の増減額（△は減少） △7,096 7,339

その他 1,924 359

小計 71,817 102,164

利息及び配当金の受取額 673 435

利息の支払額 △1,369 △1,520

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △19,831 1,418

営業活動によるキャッシュ・フロー 51,290 102,498

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 660 △61,013

固定資産の取得による支出 △61,396 △33,955

固定資産の売却による収入 509 729

投資有価証券の取得による支出 △86 △364

投資有価証券の売却による収入 13 68

関係会社株式の取得による支出 △843 △1,776

貸付けによる支出 △23 △571

貸付金の回収による収入 415 296

投資活動によるキャッシュ・フロー △60,751 △96,588
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 21,046 △23,838

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 25,000 △25,000

長期借入れによる収入 14,850 165

長期借入金の返済による支出 △781 △420

自己株式の増減額（△は増加） △1 20

社債の発行による収入 － 50,000

配当金の支払額 △13,325 △9,995

少数株主への配当金の支払額 △84 △61

財務活動によるキャッシュ・フロー 46,703 △9,129

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,758 124

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 34,484 △3,095

現金及び現金同等物の期首残高 79,238 113,722

現金及び現金同等物の期末残高 113,722 110,627
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社および非連結子会社の数

１　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社および非連結子会社の数

連結子会社 102社

非連結子会社 6社

合計 108社

連結子会社 102社

非連結子会社 6社

合計 108社

 

新規連結子会社

・会社設立によるもの

NISTEM PRECISION DE MEXICO S.A. DE C.V.

 

 

新規連結子会社

・会社設立によるもの

NITTO DENKO AUTOMOTIVE, NEW JERSEY,INC.　

NITTO DENKO INDIA PRIVATE LIMITED　

NITTO DENKO NITOMS KOREA CO.,LTD.　

消滅連結子会社

・合併によるもの

　NITTO MATEX (TIANJIN) FABRICATING CO.,LTD.

・清算によるもの

  KYOSHIN (HONG KONG) CO.,LTD.他2社

消滅連結子会社

・清算によるもの

NISTEM COSMO TECHNOLOGY CO.,LTD.　

NITTO MATEX (HONG KONG) CO.,LTD.　

KYOSHIN TECHNOLOGY (THAILAND) CO.,LTD.　

新規非連結子会社

・会社設立によるもの

NITTO DENKO (SHANGHAI) PHARMACEUTICAL

CONSULTING CO.,LTD.他1社 

新規非連結子会社

───

　

②　主要な連結子会社

日昌㈱

NITTO EUROPE NV

NITTO AMERICAS,INC.

NITTO DENKO（CHINA）INVESTMENT CO.,LTD. 

TAIWAN NITTO OPTICAL CO.,LTD. 

KOREA NITTO OPTICAL CO.,LTD. 

NITTO DENKO（SUZHOU）CO.,LTD. 

SHANGHAI NITTO OPTICAL CO.,LTD.

NITTO DENKO (HK) CO.,LTD.

②　主要な連結子会社

日昌㈱

NITTO EUROPE NV

NITTO AMERICAS,INC.

NITTO DENKO（CHINA）INVESTMENT CO.,LTD. 

TAIWAN NITTO OPTICAL CO.,LTD. 

KOREA NITTO OPTICAL CO.,LTD. 

NITTO DENKO（SUZHOU）CO.,LTD. 

SHANGHAI NITTO OPTICAL CO.,LTD.

NITTO DENKO (HK) CO.,LTD.

③　主要な非連結子会社

NITTO DENKO TECHNICAL CORPORATION

③　主要な非連結子会社

NITTO DENKO TECHNICAL CORPORATION

④　非連結子会社について連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の

総資産、売上高、当期純損益および利益剰余金（持分

に見合う額）等はいずれも連結財務諸表に重要な影

響を及ぼさないため、連結の範囲から除外しました。

 

④　非連結子会社について連結の範囲から除いた理由

同左
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

２　持分法の適用に関する事項

非連結子会社および関連会社に対する投資について

は、すべて持分法を適用しております。

２　持分法の適用に関する事項

非連結子会社および関連会社に対する投資について

は、すべて持分法を適用しております。

①　持分法の適用会社数 ①　持分法の適用会社数

非連結子会社 6社

関連会社 1社

合計 7社

非連結子会社 6社

関連会社 1社

合計 7社

新規非連結子会社                   

・会社設立によるもの

NITTO DENKO (SHANGHAI) PHARMACEUTICAL

CONSULTING CO., LTD.他1社

新規非連結子会社                   

　　　　　　   ───

②　主要な持分法適用会社

NITTO DENKO TECHNICAL CORPORATION（非連結子会

社）

②　主要な持分法適用会社

NITTO DENKO TECHNICAL CORPORATION（非連結子会

社）

　

③　他の会社等の議決権の20％以上、50％以下を自己の計

算において所有しているにもかかわらず当該他の会

社等を関連会社としなかった場合の当該会社等

当社はAlgotochip Corporationの議決権の20％

以上を保有しておりますが、人事、技術、取引等の関

係を通じて同社の財務及び営業又は事業の方針の

決定に対して重要な影響を与えることができない

ため、関連会社には含めておりません。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、SHANGHAI NITTO OPTICAL CO.,

LTD.他20社を除き、すべて連結決算日と同一でありま

す。

上記21社の決算日は12月31日でありますが、連結決算

日（３月31日）において仮決算を実施した上で連結し

ております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、SHANGHAI NITTO OPTICAL CO.,

LTD.他20社を除き、すべて連結決算日と同一でありま

す。

上記21社の決算日は12月31日でありますが、連結決算

日（３月31日）において仮決算を実施した上で連結し

ております。

４　会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準および評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定しておりま

す）

４　会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準および評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…同左

 

 

 

時価のないもの

…移動平均法による原価法

時価のないもの

…同左

デリバティブ…時価法 デリバティブ…同左

たな卸資産……主として総平均法による原価法（貸

借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）

(会計方針の変更) 

当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５

日公表分）を適用しております。

　この変更による損益に与える影響はありません。

たな卸資産……主として総平均法による原価法（貸

借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）…主として定率

法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　２～60年

機械装置及び運搬具　２～17年

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法 　

有形固定資産（リース資産を除く）…主として定率

法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　２～60年

機械装置及び運搬具　２～17年

（追加情報）

　当社および国内連結子会社は、平成20年度の法人税

法改正を契機として、機械および装置等については

耐用年数を見直し、当連結会計年度より耐用年数の

変更を行っております。

　この結果、従来と同一の耐用年数によった場合と比

較し、営業利益、経常利益および税金等調整前当期純

利益はそれぞれ508百万円少なく計上されておりま

す。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。

　

　

無形固定資産（リース資産を除く）…定額法

なお、自社利用ソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。 

無形固定資産（リース資産を除く）…同左

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産については、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続

き、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

を採用しております。

リース資産

　　　　　　　　　同左　
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

③　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

金銭債権の貸倒による損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別の回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。

③　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

同左

役員賞与引当金

当社および国内連結子会社は役員賞与の支出に備

えるため、当連結会計年度における支給見込額を

計上しております。 

役員賞与引当金

同左

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務および年金資産の見込額

に基づき計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額法

により費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理しております。

　

　

　

　

　

　

　

退職給付引当金

同左

　

　

　

　

　

　

　

　

　

(会計方針の変更) 

　当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基

準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第19

号　平成20年７月31日）を適用しております。

　数理計算上の差異を翌連結会計年度から償却す

るため、これによる営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益に与える影響はありません。

　また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付

債務の差額の未処理残高は4,352百万円でありま

す。

　

役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、国内連結

子会社は、内規に基づく期末要支給見込額を計上

しております。

役員退職慰労引当金

同左

④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基

準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

なお、在外子会社等の資産および負債は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、収益および費

用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調整勘定および少数株

主持分に含めております。 

④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基

準

同左
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

⑤　重要なヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法

予定取引に係る為替予約に関して繰延ヘッジ処理

を採用しております。通貨スワップについては、振

当処理の要件を満たす場合は振当処理を行ってお

ります。金利スワップについては、特例処理の要件

を満たす場合は特例処理を行っております。

⑤　重要なヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法

同左

 

 

 

 

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約、通貨スワップ、

金利スワップ

ヘッジ手段…同左

ヘッジ対象…外貨建債権債務等 ヘッジ対象…同左

ハ　ヘッジ方針

為替変動リスクおよび金利変動リスクの回避を目

的としております。

ハ　ヘッジ方針

同左

 

ニ  ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ

・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率

によって有効性を評価しております。ただし、特例

処理によっている金利スワップについては、有効

性の評価を省略しております。 

ニ  ヘッジ有効性評価の方法

同左

 

 

 

 

 

⑥　その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式に

よっております。

⑥　その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産および負債の評価に関する事項

連結子会社の資産および負債の評価については、部分

時価評価法を採用しております。

５　連結子会社の資産および負債の評価に関する事項

同左

６　のれんまたは負ののれんの償却に関する事項

のれんまたは負ののれんについては、５年間の均等償

却を行っております。なお、重要性の少ない場合には、

発生連結会計年度に全額償却しております。

６　のれんまたは負ののれんの償却に関する事項

同左

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及

び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預

金、取得日から３ヶ月以内に満期の到来する定期預金

および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からなります。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す

る当面の取扱い）

　当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報

告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要

な修正を行っております。

　これにより、営業利益、経常利益および税金等調整前当

期純利益はそれぞれ412百万円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。

　 

（リース取引に関する会計基準の適用）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））および「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月

30日改正））を適用し、当連結会計年度から通常の売買

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産の減価償却の方法については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引については、引き続き、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用しており

ます。

 　この変更による損益に与える影響は軽微であります。

 

―――
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（連結貸借対照表）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣

府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度

において、「たな卸資産」として掲記されていたものは、

当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材

料及び貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前連結会

計年度の「たな卸資産」に含まれる「商品及び製品」

「原材料及び貯蔵品」「仕掛品」は、それぞれ　23,877百

万円、13,120百万円、35,405百万円であります。

 

（連結損益計算書）

　「貸与資産減価償却費」は、前連結会計年度まで営業外

費用の「雑損失」に含めて表示しておりましたが、営業

外費用の総額の100分の10を超えたため区分掲記しまし

た。

　なお、前連結会計年度における「貸与資産減価償却費」

の金額は99百万円であります。 

―――

　

【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

※１　担保資産および担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

※１　担保資産および担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

投資有価証券 14百万円 投資有価証券 18百万円

　担保付債務は、次のとおりであります。 　担保付債務は、次のとおりであります。

支払手形及び買掛金 4百万円 支払手形及び買掛金 15百万円

※２　非連結子会社および関連会社に対するものは次のと

おりであります。

※２　非連結子会社および関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券（株式） 2,278百万円 投資有価証券（株式） 2,136百万円

　３　保証債務

従業員の銀行借入金に対し、債務保証を行っており

ます。

　３　保証債務

従業員の銀行借入金に対し、債務保証を行っており

ます。

従業員（住宅資金借入） 13百万円 従業員（住宅資金借入） 5百万円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

2,617百万円

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

425百万円

※２　販売費及び一般管理費のうち主要なものは次のとお

りであります。

※２　販売費及び一般管理費のうち主要なものは次のとお

りであります。

諸手数料 6,213百万円

支払運賃 12,534

減価償却費 7,691

貸倒引当金繰入額 290

人件費 42,356

退職給付引当金繰入額 3,491

役員退職慰労引当金繰入額 87

役員賞与引当金繰入額 258

諸手数料 5,926百万円

支払運賃 12,950

減価償却費 8,004

貸倒引当金繰入額 280

人件費 43,265

退職給付引当金繰入額 4,845

役員退職慰労引当金繰入額 73

役員賞与引当金繰入額 263

※３　一般管理費に含まれる研究開発費は21,716百万円で

あります。

※３　一般管理費に含まれる研究開発費は20,876百万円で

あります。

※４　固定資産売却益の主なものは機械装置及び運搬具の

売却によるものであります。

※４　固定資産売却益の主なものは機械装置及び運搬具や

工具、器具及び備品の売却によるものであります。　　

　　　　　　　

※５　固定資産売却損の主なものは機械装置及び運搬具の

売却によるものであります。

※５　固定資産売却損の主なものは機械装置及び運搬具や

工具、器具及び備品の売却によるものであります。　　

　　　　　

※６　固定資産除却損の主なものは機械装置及び運搬具、建

物及び構築物および工具、器具及び備品の除却によ

るものであります。

※６　固定資産除却損の主なものは機械装置及び運搬具、建

物及び構築物、工具、器具及び備品およびその他（無

形固定資産）の除却によるものであります。
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※７　当連結会計年度において、以下の資産について減損損

失を計上しました。

場所 用途 種類
減損損失（百

万円）

三重県

亀山市
 製造設備

 機械装置及

 び運搬具等
　　2,845

米国  製造設備
 建物及び構

 築物等
　　1,703 

 その他  製造設備
 機械装置及

 び運搬具等
　　  465

　　（グルーピングの方法）

　当社および連結子会社は主として事業の種類別セ

グメントに準じた管理会計上の区分により資産のグ

ルーピングを行っております。また、生産中止等によ

る処分の意思決定を行っている資産については個別

にグルーピングを行っております。

　　（経緯）

　薄型テレビ業界向けに展開を図ってきた固有の回

路材料については、収益性の低下により生産の中止

を決定し、また北米については電気・電子材料用

テープの製造・販売からの撤収等の意思決定をした

ことにより、上記資産グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しております。

　　（回収可能価額の算定方法）

　　　　回収可能価額は主として正味売却価額により測定して

おり、第三者による合理的に算定された市場価格等

に基づき算定しております。また、売却や他の転用が

困難な資産については零としております。

     

※７　　　　　　　　　―――

     

※８　特別退職金は、関係会社間の転籍に伴う割増退職金等

であります。

※８　　　　　　　　　　同左
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類および総数並びに自己株式の種類および株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 173,758 ― ― 173,758

自己株式     

普通株式（注）１、２ 7,189 1 12 7,178

 （注）１ 普通株式の自己株式の増加の内訳   

   　単元未満株式の買取りによる増加 　　　　　　　　　　　 　　1千株 

２ 普通株式の自己株式の減少の内訳    

　 　　　　ストックオプションの行使による自己株式の交付 　　 　　　 12千株 

　単元未満株式の売渡しによる減少　　　　                  　0千株

２．新株予約権および自己新株予約権に関する事項

区分 内訳 目的となる株式の種類
当連結会計年度末

残高（百万円）
　

 提出会社 ストックオプションとしての新株予約権 － 1,086 　

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月20日

定時株主総会
普通株式 6,662 40 平成20年３月31日平成20年６月23日

平成20年10月31日

取締役会
普通株式 6,663 40 平成20年９月30日平成20年11月28日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月19日

定時株主総会
普通株式 6,663利益剰余金 40平成21年３月31日平成21年６月22日
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当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類および総数並びに自己株式の種類および株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 173,758 ― ― 173,758

自己株式     

普通株式（注）１、２ 7,178 1 25 7,154

 （注）１ 普通株式の自己株式の増加の内訳   

   　単元未満株式の買取りによる増加 　　　　　　　　　　　 　  1千株 

２ 普通株式の自己株式の減少の内訳    

　 　　　　ストックオプションの行使による自己株式の交付 　　 　　　 25千株 

　単元未満株式の売渡しによる減少　　　　                  　0千株

２．新株予約権および自己新株予約権に関する事項

区分 内訳 目的となる株式の種類
当連結会計年度末

残高（百万円）
　

 提出会社 ストックオプションとしての新株予約権 － 1,067 　

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月19日

定時株主総会
普通株式 6,663 40 平成21年３月31日平成21年６月22日

平成21年10月30日

取締役会
普通株式 3,331 20 平成21年９月30日平成21年11月27日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月18日

定時株主総会
普通株式 3,332利益剰余金 20平成22年３月31日平成22年６月21日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係（平成21年３月31日

現在）

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係（平成22年３月31日

現在）

現金及び預金勘定 113,965百万円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △242

現金及び現金同等物 113,722

現金及び預金勘定 171,921百万円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △61,293

現金及び現金同等物 110,627

（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており、その内容は次のとおりで

あります。

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 重要性が低下したため、当連結会計年度より注記を

省略しております。

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

建物及び構築物 578 162 416
機械装置及び
運搬具

331 245 86

工具、器具及び備
品

157 102 54

その他 3 2 1
合計 1,071 512 558

　

(2）未経過リース料期末残高相当額 　

１年以内 121百万円

１年超 456

計 578

　

(3）支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額

　

支払リース料 189百万円

減価償却費相当額 175百万円

支払利息相当額 13百万円

　

(4）減価償却費相当額および利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　

・支払利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。
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（金融商品関係）

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については、銀行借入等

による方針です。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、グローバルに事業

を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されていますが、原則

として外貨建ての営業債務をネットしたポジションについて先物為替予約を利用してヘッジしておりま

す。投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており

ます。

営業債務である買掛金は、1 年以内の支払期日であります。また、その一部には、原料等の輸入に伴う外

貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されていますが、恒常的に同じ外貨建ての売掛金残高の範囲

内にあります。借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投

資に係る資金調達です。社債は、主に、長期安定資金の確保、また設備投資に必要な資金の調達を目的とし

たものであり、償還日は決算日後、4年3ヶ月後であります。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務等に係る為替および金利の変動リスクに対するヘッジ取

引を目的とした先物為替予約取引、通貨スワップ取引および金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会

計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「会計

処理基準に関する事項」に記載されている「重要なヘッジ会計の方法」をご覧下さい。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、営業統括部門が主要な取引先の状況を定期的にモニ

タリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早

期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を

行っております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の高い金

融機関とのみ取引を行っております。

当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクにさらされる金融資産の貸借対照表

価額により表されています。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社及び一部の連結子会社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動

リスクに対して、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。なお、為替相場の状況により、

輸出入に係る予定取引により確実に発生すると見込まれる外貨建営業債権債務に対する先物為替予約を

行っております。また、当社及び一部の連結子会社は、その他の外貨建債権債務等に係る為替および金利

の変動リスクを抑制するために、通貨スワップ取引および金利スワップ取引を利用しております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業と

の関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

デリバティブ取引につきましては、取引権限や限度額等を定めたデリバティブ取引管理規程に基づき、

経理財務部が取引を行い、記帳及び契約先と残高照合等を行っております。月次の取引実績は、ＣＦＯに

報告しております。連結子会社についても、当社のデリバティブ取引管理規程に準じて、管理を行ってお

ります。
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③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき経理財務部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流

動性を一定水準に保つことなどにより、流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することもあります。

また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等について

は、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

　　

２．金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注２）

をご参照下さい。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 　
連結貸借対照表

計上額
時価 差額

（1）現金及び預金 171,921 171,921 －

（2）受取手形及び売掛金 135,727 135,727 －

（3）投資有価証券 　 　 　

その他有価証券 6,045 6,045 －

（4）支払手形及び買掛金 (79,531) (79,531)－

（5）短期借入金 (10,667) (10,667)－

（6）未払金 (20,943) (20,943)－

（7）社債 (50,000) (50,980) (980)

（8）長期借入金 (14,316) (14,376) (59)

（9）デリバティブ取引 (1,548) (1,548) －

（*１）負債で計上されているものについては、（　）で示しております。

（*２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については（　）で示しております。

（注）１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

(3) 投資有価証券

これらの時価について、連結決算日の市場価格等によっています。

(4) 支払手形及び買掛金、 (5)短期借入金並びに(6)未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

(7) 社債

当社の発行する社債の時価は市場価格に基づいております。

(8) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

て算定する方法によっています。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、

当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に

見積られる利率で割り引いて算定する方法によっています。
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(9) デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

（注）２ 非上場株式等（連結貸借対照表計上額2,844百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー

を見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券その

他有価証券」には含めておりません。

（注）３ 社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

連結附属明細表「社債明細表」及び「借入金等明細表」をご参照下さい。

（追加情報）

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商

品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しておりま

す。
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（有価証券関係）

前連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの（平成21年３月31日）

 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

(1）株式 2,313 4,241 1,927

(2）債券             

①　国債・地方債

等
― ― ―

②　社債 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

(3）その他 ― ― ―

小計 2,313 4,241 1,927

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの

(1）株式 862 655 △207

(2）債券             

①　国債・地方債

等
― ― ―

②　社債 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

(3）その他 ― ― ―

小計 862 655 △207

合計 3,176 4,896 1,720

 

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

              金額的重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

３　時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額（平成21年３月31日）

その他有価証券

非上場株式 144百万円 　

投資事業有限責任組合および

それに類する組合への出資
258百万円 　

合計 402百万円 　

４　その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成21年３月31

日）

記載対象はありません。
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当連結会計年度

　その他有価証券（平成22年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

(1）株式 5,772 2,809 2,962

(2）債券             

①　国債・地方債

等
― ― ―

②　社債 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

(3）その他 ― ― ―

小計 5,772 2,809 2,962

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの

(1）株式 273 323 △50

(2）債券             

①　国債・地方債

等
― ― ―

②　社債 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

(3）その他 ― ― ―

小計 273 323 △50

合計 6,045 3,133 2,911

（注）非上場株式等（連結貸借対照表計上額2,844百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積る

ことなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含めておりません。
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度

１　取引の状況に関する事項

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　

当社グループは、外貨建債権債務に係わる将来の為替レートの変動リスクおよび金利の

変動リスクを回避する目的で、主として包括的な為替予約取引、通貨スワップ取引、金利

スワップ取引および通貨オプション取引を行いますが、投機目的やトレーディング目的

で、これらのデリバティブ取引を利用することは行わない方針をとっております。なお、

デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。

(1）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………為替予約、通貨スワップ、金利スワップ

ヘッジ対象………外貨建債権債務等

 

　

(2）ヘッジ方針

為替変動リスクおよび金利変動リスクの回避を目的としております。

また、当社グループが利用しているデリバティブ取引は、為替市場および金利市場の変

動によるリスクを有しております。当社グループは格付の高い大手金融機関のみを取

引相手としてデリバティブ取引を行っているので、信用リスクはないと判断しており

ます。

なお、デリバティブ取引の利用目的、取引業務に関する権限、取引限度額および報告

体制等について取引管理規程を定め、これに則ってデリバティブ取引を執行しており、

当規程に定めのない目的の取引は行わないことにしております。

　

２　取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益

通貨関連

  
当連結会計年度

（平成21年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外

の取引

為替予約取引                 

売建                 

（日本円） 310 － 298 11

（米ドル） 22,277 － 22,434 △156

（ユーロ） 637 － 667 △30

（台湾ドル） 736 － 600 136

買建                 

（日本円） 1,947 － 1,894 △52

（米ドル） 55 － 56 0

（ユーロ） 536 － 581 45

合計 － － － △45

　（注）１ ヘッジ会計が適用されている為替予約取引、通貨スワップ取引、金利スワップ取引については、記載対象から除

いております。

２ 時価の算定方法は、先物為替相場、契約締結先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
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当連結会計年度

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連　

  
当連結会計年度

（平成22年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外

の取引

為替予約取引                 

売建                 

（日本円） 1,575 － △44 △44

（米ドル） 43,179 － △1,052 △1,052

（ユーロ） 504 － △6 △6

買建                 

（日本円） 1,474 － 39 39

（米ドル） 3,037 － 59 59

（シンガポールドル） 1 － 0 0

合計 － － △1,003 △1,003

（注） 時価の算定方法は、先物為替相場、契約締結先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

（１）通貨関連

 
ヘッジ会計の方法

 
取引の種類

　
主なヘッジ対象　

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

契約額等
（百万円）

うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

原則的処理方法

 

為替予約取引 　             

売建 　             

（米ドル） 外貨建債権債務等 19,150 － △465

通貨スワップ取引 　 　 　 　

受取 　             

（米ドル） 外貨建債権債務等 6,576 777 △83

支払 　 　 　 　

（日本円） 外貨建債権債務等 1,771 － 3

合計　 － － △544

　（注） 時価の算定方法は、先物為替相場、契約締結先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
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（２）金利関連　

 
ヘッジ会計の方法

 
取引の種類

　
主なヘッジ対象　

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

契約額等
（百万円）

うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

金利スワップの特

例処理

金利スワップ取引 　             

変動受取・固定支

払
外貨建債権債務等 1,000 1,000 （注）

　（注） 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

前連結会計年度

１　採用している退職給付制度の概要

　当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、適格退職年金制度および退職

一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

 

２　退職給付債務に関する事項（平成21年３月31日）

①　退職給付債務 108,390百万円

②　年金資産 64,062百万円

③　未積立退職給付債務（①－②） 44,327百万円

④　未認識数理計算上の差異 38,895百万円

⑤　未認識過去勤務債務 △3,236百万円

⑥　小計（③－④－⑤） 8,668百万円

⑦　前払年金費用 9,682百万円

⑧　退職給付引当金（⑥＋⑦） 18,351百万円

     

　（注）１　一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

 

３　退職給付費用に関する事項（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

①　勤務費用 4,720百万円

②　利息費用 2,555百万円

③　期待運用収益 2,789百万円

④　数理計算上の差異の費用処理額 2,899百万円

⑤　過去勤務債務の費用処理額 △475百万円

⑥　退職給付費用（①＋②－③＋④＋⑤） 6,911百万円

     

　（注）１　上記退職給付費用以外に、割増退職金を739百万円支払っており、特別損失として計上しておりま

す。

２　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「①　勤務費用」に計上しております。

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率 　　2.0～2.5％

③　期待運用収益率 　　1.5～3.5％

④　過去勤務債務の額の処理年数 　　12年

⑤　数理計算上の差異の処理年数 　　12年
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当連結会計年度

１　採用している退職給付制度の概要

　当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、適格退職年金制度および退職

一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

 

２　退職給付債務に関する事項（平成22年３月31日）

①　退職給付債務 110,941百万円

②　年金資産 74,775百万円

③　未積立退職給付債務（①－②） 36,166百万円

④　未認識数理計算上の差異 25,350百万円

⑤　未認識過去勤務債務 △2,761百万円

⑥　小計（③－④－⑤） 13,576百万円

⑦　前払年金費用 5,642百万円

⑧　退職給付引当金（⑥＋⑦） 19,219百万円

     

　（注）１　一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

 

３　退職給付費用に関する事項（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

①　勤務費用 4,839百万円

②　利息費用 2,614百万円

③　期待運用収益 1,891百万円

④　数理計算上の差異の費用処理額 4,618百万円

⑤　過去勤務債務の費用処理額 △475百万円

⑥　退職給付費用（①＋②－③＋④＋⑤） 9,705百万円

     

　（注）１　上記退職給付費用以外に、割増退職金を226百万円支払っており、特別損失として計上しておりま

す。

２　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「①　勤務費用」に計上しております。

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率 　　2.1～2.5％

③　期待運用収益率 　　1.5～3.0％

④　過去勤務債務の額の処理年数 　　12年

⑤　数理計算上の差異の処理年数 　　12年
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（ストックオプション等関係）

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１．ストックオプションに係る当連結会計年度における費用計上額および科目名 

販売費及び一般管理費　　　　240百万円 

２．ストックオプションの内容、規模およびその変動状況

(1）ストックオプションの内容

 
平成16年
株式報酬型

ストックオプション

平成17年
一般型

ストックオプション

平成17年
株式報酬型

ストックオプション

付与対象者の区分および人

数（名）

当社取締役および執行役員　

　　18

当社取締役および執行役員　

　　20、当社フェローおよび従

業員87、子会社の取締役50

当社取締役および執行役員　

　　18

ストックオプション数

（株）（注4）
普通株式　　40,500　 普通株式　　387,000 普通株式　　37,100

付与日 平成16年６月24日 平成17年８月８日 平成17年６月24日

権利確定条件

 付与日（平成16年６月24

日）以降、権利確定日（平

成17年６月１日）まで継続

して取締役または執行役員

の地位にあること（注２）

 付与日（平成17年８月８

日）以降、権利確定日（平

成17年12月31日）まで継続

して当社または子会社の取

締役、執行役員、フェロー、

監査役、顧問等または従業

員の地位にあること（注

１）  

 付与日（平成17年６月24

日）以降、権利確定日（平

成18年６月１日）まで継続

して取締役または執行役員

の地位にあること（注２）

対象勤務期間
平成16年６月24日～

平成17年６月１日

平成17年８月８日～

平成17年12月31日

平成17年６月24日～

平成18年６月１日

権利行使期間
平成16年６月25日～

平成36年６月24日（注３）

平成18年１月１日～

平成20年12月31日 

平成17年６月25日～

平成37年６月24日（注３）

 
平成18年
株式報酬型

ストックオプション

平成18年
一般型

ストックオプション

平成19年
株式報酬型

ストックオプション

付与対象者の区分および人

数（名）

当社取締役および執行役員　

　　18

当社取締役および執行役員

19、当社フェローおよび従業

員87、子会社の取締役39

当社取締役および執行役員　

　　23

ストックオプション数

（株）(注4）
普通株式　　26,500 普通株式　　356,900 普通株式　　33,300

付与日 平成18年７月10日 平成18年11月２日 平成19年７月30日

権利確定条件

 付与日（平成18年７月10

日）以降、権利確定日（平

成19年６月１日）まで継続

して取締役または執行役員

の地位にあること（注２）

付与日（平成18年11月２

日）以降、権利確定日（平成

18年12月31日）まで継続し

て当社または当社の子会社

の取締役、執行役員、フェ

ロー、監査役、顧問等または

従業員の地位にあること

（注１） 

 付与日（平成19年７月30

日）以降、権利確定日（平

成20年６月１日）まで継続

して取締役または執行役員

の地位にあること（注２）

対象勤務期間
平成18年７月10日～

平成19年６月１日

平成18年11月２日～

平成18年12月31日

平成19年７月30日～

平成20年６月１日

権利行使期間
平成18年７月11日～

平成48年７月10日（注３）

平成19年１月１日～

平成21年12月31日

平成19年７月31日～

平成49年７月30日（注３）
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平成19年
一般型

ストックオプション

平成20年
株式報酬型

ストックオプション

平成20年
一般型

ストックオプション

付与対象者の区分および人

数（名）

当社取締役および執行役員

24、当社フェローおよび従業

員91、子会社の取締役27

当社取締役および執行役員　

　　23

当社取締役および執行役員

24、当社フェローおよび従業

員93、子会社の取締役24

ストックオプション数

（株）(注４）
普通株式　　367,300 普通株式　　53,000 普通株式　　368,300

付与日 平成19年９月14日 平成20年８月１日 平成20年９月30日

権利確定条件

付与日（平成19年９月14

日）以降、権利確定日（平成

19年12月31日）まで継続し

て当社または当社の子会社

の取締役、執行役員、フェ

ロー、監査役、顧問等または

従業員の地位にあること

（注１） 

 付与日（平成20年８月１

日）以降、権利確定日（平

成21年６月１日）まで継続

して取締役または執行役員

の地位にあること（注２）

付与日（平成20年９月30

日）以降、権利確定日（平成

20年12月31日）まで継続し

て当社または当社の子会社

の取締役、執行役員、フェ

ロー、監査役、顧問等または

従業員の地位にあること

（注１） 

対象勤務期間
平成19年９月14日～

平成19年12月31日

平成20年８月１日～

平成21年６月１日

平成20年９月30日～

平成20年12月31日

権利行使期間
平成20年１月１日～

平成22年12月31日

平成20年８月２日～

平成50年８月１日（注３）

平成21年１月１日～

平成23年12月31日

 （注）1 付与日から権利確定日までの間に当社または当社の子会社の取締役、執行役員、フェロー、監査役、顧問等ま

たは従業員の地位を喪失した場合、付与対象者はストックオプションの一部又は全部を放棄する条件と

なっております。

 （注）2 付与日から権利確定日までの間に取締役・執行役員の地位を喪失した場合、付与対象者はストックオプ

ションの一部又は全部を失効する条件となっております。

 （注）3 権利行使期間内において、原則として当社の取締役が当社の取締役の地位を喪失した時、または当社の執行

役員が当社の執行役員の地位を喪失した時に限り、ストックオプションを行使できます。

 （注）4 株式数に換算して記載しております。
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(2）ストックオプションの規模およびその変動状況

　当連結会計年度において存在したストックオプションを対象とし、ストックオプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

①　ストックオプションの数

 
一般型

ストックオプション
株式報酬型

ストックオプション

権利確定前　　　　　　（株）         

前連結会計年度末 － 33,300

付与 368,300 53,000

失効 － －

権利確定 368,300 33,300

未確定残 － 53,000

権利確定後　　　　　　（株）         

前連結会計年度末 997,300 96,500

権利確定 368,300 33,300

権利行使 － 12,200

失効 273,100 200

未行使残 1,092,500 117,400

②　単価情報

 
一般型

ストックオプション
 株式報酬型

ストックオプション 

 権利行使 未決済残 権利行使 未決済残 

権利行使価格　（円） － 5,507 1 1

行使時平均株価（円） － － 4,409 －

公正な評価単価（付与

日）（円）
－ 581 － 4,821
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３．ストックオプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与された平成20年ストックオプションについての公正な評価単価の見積方法は以

下のとおりであります。 

 　（１）　使用した評価技法　　　　　ブラック・ショールズ式

 　（２）　主な基礎数値および見積方法

 
平成20年
 一般型

ストックオプション

平成20年
 株式報酬型

ストックオプション
　

 株価変動性（注）１  　　　　　　　　　　　　　　34.434 ％ 　　　　　　　　　　　　　　37.243 ％ 　

 予想残存期間（注）２  　　　　　　　　　　　　　　1.75 年  　　　　　　　　　　　　　　1　年 　

 予想配当（注）３  　　　　　　　　　　　　80 円／株  　　　　　　　　　　　　80 円／株 　

 無リスク利子率（注）４  　　　　　　　　　　　　　0.710 ％ 　　　　　　　　　　　　　0.661 ％ 　

（注）１ (一般型ストックオプション)

年率、過去１年９ヵ月の週次株価（平成19年１月１日～平成20年９月30日の各週の最終取

引日における終値）に基づき算出しております。　　　 

(株式報酬型ストックオプション)

年率、過去１年の週次株価（平成19年７月31日～平成20年８月１日の各週の最終取引日に

おける終値）に基づき算出しております。　

２ (一般型ストックオプション)

十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点にお

いて行使されるものと推定して見積もっております。

(株式報酬型ストックオプション)

権利行使期間満了日までの期間に代え、権利確定までの期間を用いております。

３ (一般型ストックオプション)

付与日における過去１年間の配当実績（平成19年９月中間配当金40円、平成20年３月期末

配当金40円）によっております。

(株式報酬型ストックオプション)

付与日における過去１年間の配当実績（平成19年９月中間配当金40円、平成20年３月期末

配当金40円）によっております。

４ (一般型ストックオプション)

年率、平成20年９月30日の国債利回り（残存期間1.75年）であります。

(株式報酬型ストックオプション)

年率、平成20年８月１日の国債利回り（残存期間１年）であります。

４．ストックオプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。
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当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

１．ストックオプションに係る当連結会計年度における費用計上額および科目名 

販売費及び一般管理費　　　　379百万円 

２．失効による当連結会計年度における利益計上額

　　　　　　　　　　　　　　336百万円

３．ストックオプションの内容、規模およびその変動状況

(1）ストックオプションの内容

 
平成16年
株式報酬型

ストックオプション

平成17年
株式報酬型

ストックオプション

平成18年
株式報酬型

ストックオプション

付与対象者の区分および人

数（名）

当社取締役および執行役員　

　　18

当社取締役および執行役員　

　　18

当社取締役および執行役員　

　　18

ストックオプション数

（株）（注4）
普通株式　　40,500　 普通株式　　37,100 普通株式　　26,500

付与日 平成16年６月24日 平成17年６月24日 平成18年７月10日

権利確定条件

 付与日（平成16年６月24

日）以降、権利確定日（平

成17年６月１日）まで継続

して取締役または執行役員

の地位にあること（注２）

 付与日（平成17年６月24

日）以降、権利確定日（平

成18年６月１日）まで継続

して取締役または執行役員

の地位にあること（注２）

 付与日（平成18年７月10

日）以降、権利確定日（平

成19年６月１日）まで継続

して取締役または執行役員

の地位にあること（注２）

対象勤務期間
平成16年６月24日～

平成17年６月１日

平成17年６月24日～

平成18年６月１日

平成18年７月10日～

平成19年６月１日

権利行使期間
平成16年６月25日～

平成36年６月24日（注３）

平成17年６月25日～

平成37年６月24日（注３）

平成18年７月11日～

平成48年７月10日（注３）

 
平成18年
一般型

ストックオプション

平成19年
株式報酬型

ストックオプション

平成19年
一般型

ストックオプション

付与対象者の区分および人

数（名）

当社取締役および執行役員

19、当社フェローおよび従業

員87、子会社の取締役39

当社取締役および執行役員　

　　23

当社取締役および執行役員

24、当社フェローおよび従業

員91、子会社の取締役27

ストックオプション数

（株）(注4）
普通株式　　356,900 普通株式　　33,300 普通株式　　367,300

付与日 平成18年11月２日 平成19年７月30日 平成19年９月14日

権利確定条件

 付与日（平成18年11月２

日）以降、権利確定日（平

成18年12月31日）まで継続

して当社または当社の子会

社の取締役、執行役員、フェ

ロー、監査役、顧問等または

従業員の地位にあること

（注１）

付与日（平成19年７月30

日）以降、権利確定日（平成

20年６月１日）まで継続し

て取締役または執行役員の

地位にあること（注２）

 付与日（平成19年９月14

日）以降、権利確定日（平

成19年12月31日）まで継続

して当社または当社の子会

社の取締役、執行役員、フェ

ロー、監査役、顧問等または

従業員の地位にあること

（注１） 

対象勤務期間
平成18年11月２日～

平成18年12月31日

平成19年７月30日～

平成20年６月１日

平成19年９月14日～

平成19年12月31日

権利行使期間
平成19年１月１日～

平成21年12月31日

平成19年７月31日～

平成49年７月30日（注３）

平成20年１月１日～

平成22年12月31日
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平成20年
株式報酬型

ストックオプション

平成20年
一般型

ストックオプション

平成21年
株式報酬型

ストックオプション

付与対象者の区分および人

数（名）

当社取締役および執行役員　

　　23

当社取締役および執行役員

24、当社フェローおよび従業

員93、子会社の取締役24

当社取締役および執行役員　

　　20

ストックオプション数

（株）(注４）
普通株式　　53,000 普通株式　　368,300 普通株式　　67,300

付与日 平成20年８月１日 平成20年９月30日 平成21年８月３日

権利確定条件

付与日（平成20年８月１

日）以降、権利確定日（平成

21年６月１日）まで継続し

て取締役または執行役員の

地位にあること（注２）

 付与日（平成20年９月30

日）以降、権利確定日（平

成20年12月31日）まで継続

して当社または当社の子会

社の取締役、執行役員、フェ

ロー、監査役、顧問等または

従業員の地位にあること

（注１）

付与日（平成21年８月３

日）以降、権利確定日（平成

22年６月１日）まで継続し

て取締役または執行役員の

地位にあること（注２）

対象勤務期間
平成20年８月１日～

平成21年６月１日

平成20年９月30日～

平成20年12月31日

平成21年８月３日～

平成22年６月１日

権利行使期間
平成20年８月２日～

平成50年８月１日（注３）

平成21年１月１日～

平成23年12月31日

平成21年８月４日～

平成51年８月３日（注３）

 
平成21年
一般型

ストックオプション

付与対象者の区分および人数

（名）
当社取締役および執行役員22、当社フェローおよび従業員79、子会社の取締役25

ストックオプション数

（株）(注４）
普通株式　　330,400

付与日 平成21年９月16日

権利確定条件

付与日（平成21年９月16日）以降、権利確定日（平成21年12月31日）まで継続して当社

または当社の子会社の取締役、執行役員、フェロー、監査役、顧問等または従業員の地位

にあること（注１） 

対象勤務期間
平成21年９月16日～

平成21年12月31日

権利行使期間
平成22年１月１日～

平成24年12月31日

　

（注）1 付与日から権利確定日までの間に当社または当社の子会社の取締役、執行役員、フェロー、監査役、顧問等ま

たは従業員の地位を喪失した場合、付与対象者はストックオプションの一部又は全部を放棄する条件と

なっております。

 （注）2 付与日から権利確定日までの間に取締役・執行役員の地位を喪失した場合、付与対象者はストックオプ

ションの一部又は全部を失効する条件となっております。

 （注）3 権利行使期間内において、原則として当社の取締役が当社の取締役の地位を喪失した時、または当社の執行

役員が当社の執行役員の地位を喪失した時に限り、ストックオプションを行使できます。

 （注）4 株式数に換算して記載しております。
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(2）ストックオプションの規模およびその変動状況

　当連結会計年度において存在したストックオプションを対象とし、ストックオプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

①　ストックオプションの数

 
一般型

ストックオプション
株式報酬型

ストックオプション

権利確定前　　　　　　（株）         

前連結会計年度末 － 53,000

付与 330,400 67,300

失効 － －

権利確定 330,400 53,000

未確定残 － 67,300

権利確定後　　　　　　（株）         

前連結会計年度末 1,092,500 117,400

権利確定 330,400 53,000

権利行使 7,900 17,200

失効 356,900 －

未行使残 1,058,100 153,200

②　単価情報

 
一般型

ストックオプション
 株式報酬型

ストックオプション 

 権利行使 未決済残 権利行使 未決済残 

権利行使価格　（円） 3,048 4,237 1 1

行使時平均株価（円） 3,063 － 2,557 －

公正な評価単価（付与

日）（円）
574 456 4,778 4,047
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４．ストックオプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与された平成21年ストックオプションについての公正な評価単価の見積方法は以

下のとおりであります。 

 　（１）　使用した評価技法　　　　　ブラック・ショールズ式

 　（２）　主な基礎数値および見積方法

 
平成21年
 一般型

ストックオプション

平成21年
 株式報酬型

ストックオプション
　

 株価変動性（注）１  　　　　　　　　　　　　　　47.816 ％ 　　　　　　　　　　　　　　54.966 ％ 　

 予想残存期間（注）２  　　　　　　　　　　　　　　1.79 年  　　　　　　　　　　　　　　1　年 　

 予想配当（注）３  　　　　　　　　　　　　80 円／株  　　　　　　　　　　　　80 円／株 　

 無リスク利子率（注）４  　　　　　　　　　　　　　0.181 ％ 　　　　　　　　　　　　　0.195 ％ 　

（注）１ (一般型ストックオプション)

年率、過去１年10ヵ月の週次株価（平成19年11月17日～平成21年９月16日の各週の最終取

引日における終値）に基づき算出しております。　　　 

(株式報酬型ストックオプション)

年率、過去１年の週次株価（平成20年８月３日～平成21年８月２日の各週の最終取引日に

おける終値）に基づき算出しております。　

２ (一般型ストックオプション)

十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点にお

いて行使されるものと推定して見積もっております。

(株式報酬型ストックオプション)

権利行使期間満了日までの期間に代え、権利確定までの期間を用いております。

３ (一般型ストックオプション)

付与日における過去１年間の配当実績（平成20年９月中間配当金40円、平成21年３月期末

配当金40円）によっております。

(株式報酬型ストックオプション)

付与日における過去１年間の配当実績（平成20年９月中間配当金40円、平成21年３月期末

配当金40円）によっております。

４ (一般型ストックオプション)

年率、平成21年９月16日の国債利回り（残存期間1.79年）であります。

(株式報酬型ストックオプション)

年率、平成21年８月３日の国債利回り（残存期間１年）であります。

５．ストックオプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

［流動資産］

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

［流動資産］

（繰延税金資産）     

たな卸資産評価損 779百万円

たな卸資産未実現利益 170

未払事業税 87

未払金 110

繰延ヘッジ損益 87

未払費用 1,786

繰越欠損金 3,781

その他 2,221

繰延税金資産小計 9,024

評価性引当額 △1,478

繰延税金資産合計 7,545

     

（繰延税金負債）     

未収事業税 240

その他 140

 繰延税金負債合計 381

繰延税金資産の純額 7,164

（繰延税金資産）     

たな卸資産評価損 684百万円

たな卸資産未実現利益 1,295

未払事業税 1,384

未払金 353

繰延ヘッジ損益 192

未払費用 3,881

その他 1,734

繰延税金資産小計 9,525

評価性引当額 △1,081

繰延税金資産合計 8,444

　     

     

（繰延税金負債）     

　　　　　　　　―――     

　     

　     

　     

 

［固定資産］

 

［固定資産］

（繰延税金資産）     

減価償却費損金算入限度超過額 4,194百万円

固定資産減損損失 1,277

無形固定資産 70

退職給付引当金 3,636

役員退職慰労引当金 194

繰越欠損金 6,173

その他 1,613

 繰延税金資産小計 17,160

 評価性引当額 △6,318

繰延税金資産合計 10,842

     

（繰延税金負債）     

前払年金費用 458百万円

固定資産圧縮積立金 297

特別償却準備金 36

在外子会社留保利益 65

その他有価証券評価差額金 703

在外子会社減価償却費 728

その他 225

繰延税金負債合計 2,515

繰延税金資産の純額 8,326

（繰延税金資産）     

減価償却費損金算入限度超過額 4,777百万円

固定資産減損損失 793

無形固定資産 59

退職給付引当金 5,415

役員退職慰労引当金 199

繰越欠損金 5,854

その他 1,764

 繰延税金資産小計 18,865

 評価性引当額 △6,594

繰延税金資産合計 12,270

     

（繰延税金負債）     

前払年金費用 204百万円

固定資産圧縮積立金 200

特別償却準備金 44

在外子会社留保利益 375

その他有価証券評価差額金 1,186

在外子会社減価償却費 575

その他 162

繰延税金負債合計 2,748

繰延税金資産の純額 9,521
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前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 (単位：％)

法定実効税率 40.3

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目 9.7

受取配当金等永久に益金に算入されない項

目
△8.4

試験研究費等の特別税額控除等 △40.1

評価性引当額　 97.8

在外子会社の税率差異 △187.5

連結消去された受取配当金　 163.9

その他 △51.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.6

 (単位：％)

法定実効税率 40.3

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8

受取配当金等永久に益金に算入されない項

目
0.2

試験研究費等の特別税額控除等 △3.8

評価性引当額　 1.3

在外子会社の税率差異 △10.0

その他 0.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.7

（企業結合等関係）

該当事項はありません。　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 工業用材料 電子材料 機能材料 計
消去
又は全社

連結

Ⅰ　売上高および営業損益                         

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 209,491314,31554,114577,922 － 577,922

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
1,549 78 534 2,161 (2,161) －

計 211,040314,39454,648580,083(2,161)577,922

営業費用 202,740315,32748,178566,245(2,161)564,084

営業利益 8,300 △933 6,470 13,838 － 13,838

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失お

よび資本的支出
                        

資産 148,449251,51853,243453,211105,046558,258

減価償却費 14,115 32,165 4,274 50,556 － 50,556

減損損失 2,017 2,996 － 5,014 － 5,014

資本的支出 21,285 28,396 6,630 56,312 － 56,312

　（注）１　事業区分の方法

当社の事業区分の方法は、当社製品の市場における用途に応じて、工業用材料、電子材料および機能材料に区

分しております。

２　各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

工業用材料 接合材料、表面保護材料、シーリング材料、包装材料・機器

電子材料 液晶表示関連材料、プリント回路材料、電子プロセス材料、半導体関連材料

機能材料 医療関連材料、高分子分離膜、エンプラ部材

３　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は128,631百万円であり、その主なものは、当社での

現金及び預金、投資有価証券等であります。

４　会計方針の変更

　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、 当連結会計年度より、「連結財

務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17

日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。

　　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「工業用材料」の営業費用は13百万円増加、「電子材料」

の営業費用は427百万円減少、「機能材料」の営業費用は1百万円増加し、それぞれ営業利益が同額増加、減少

しております。

５　追加情報

　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社および国内連結子会社は、平成20

年度の法人税法改正を契機として、機械および装置等については耐用年数を見直し、当連結会計年度より耐

用年数の変更を行っております。

　　この結果、従来と同一の耐用年数によった場合と比較し、「工業用材料」の営業費用は171百万円、「電子材

料」の営業費用は300百万円、「機能材料」の営業費用は36百万円増加し、それぞれ営業利益が同額減少して

おります。
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当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）　

 工業用材料 電子材料 機能材料 計
消去
又は全社

連結

Ⅰ　売上高および営業損益                         

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 194,711355,35751,789601,859 － 601,859

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
1,374 85 534 1,994 (1,994) －

計 196,086355,44352,323603,853(1,994)601,859

営業費用 181,418318,15248,195547,767(1,994)545,772

営業利益 14,667 37,290 4,128 56,086 － 56,086

Ⅱ　資産、減価償却費および資本

的支出
                        

資産 158,574267,50953,146479,230145,762624,992

減価償却費 12,682 27,119 5,008 44,810 － 44,810

資本的支出 9,046 19,382 9,051 37,481 － 37,481

　（注）１　事業区分の方法 

当社の事業区分の方法は、当社製品の市場における用途に応じて、工業用材料、電子材料および機能材料に区

分しております。

２　各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

工業用材料 接合材料、表面保護材料、シーリング材料、包装材料・機器

電子材料 液晶表示関連材料、プリント回路材料、電子プロセス材料、半導体関連材料

機能材料 医療関連材料、高分子分離膜、エンプラ部材

３　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は155,728百万円であり、その主なものは、当社での

現金及び預金、投資有価証券等であります。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

 日本 北米 欧州
アジア・
オセアニア

計
消去
又は全社

連結

Ⅰ　売上高および営業損益                             

売上高                             

(1）外部顧客に対する売

上高
207,26339,00225,519306,136577,922 － 577,922

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
240,1201,230 3,80826,641271,801(271,801)－

計 447,38440,23329,328332,777849,723(271,801)577,922

営業費用 444,07941,53229,348324,408839,367(275,283)564,084

営業利益 3,305△1,298 △20 8,36810,3553,48213,838

Ⅱ　資産 299,15944,98316,671146,043506,85851,399 558,258

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

北米………米国

欧州………ベルギー、フランス、ドイツ、スウェーデン

アジア・オセアニア………中国、韓国、台湾、シンガポール、マレーシア、香港、タイ

３　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は128,631百万円であり、その主なものは、当社での

現金及び預金、投資有価証券等であります。

４　会計方針の変更

　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、 当連結会計年度より、「連結財

務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17

日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。

　　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「アジア・オセアニア」の営業費用は429百万円減少、

「欧州」の営業費用は16百万円増加し、営業利益が同額増加、減少しております。

５　追加情報

　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社および国内連結子会社は、平成20

年度の法人税法改正を契機として、機械および装置等については耐用年数を見直し、当連結会計年度より耐

用年数の変更を行っております。

　　この結果、従来と同一の耐用年数によった場合と比較し、「日本」の営業費用は508百万円増加し、営業利益が

同額減少しております。
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当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

 日本 北米 欧州
アジア・
オセアニア

計
消去
又は全社

連結

Ⅰ　売上高および営業損益                             

売上高                             

(1）外部顧客に対する売

上高
203,98237,76626,933333,177601,859 － 601,859

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
276,1711,541 3,34136,199317,254(317,254)－

計 480,15339,30730,274369,376919,113(317,254)601,859

営業費用 445,25637,29529,127351,424863,104(317,331)545,772

営業利益 34,8972,012 1,14717,95256,008 77 56,086

Ⅱ　資産 321,58546,05717,026177,624562,29362,699 624,992

  （注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

北米………米国

欧州………ベルギー、フランス、ドイツ、スウェーデン

アジア・オセアニア………中国、韓国、台湾、シンガポール、マレーシア、香港、タイ

３　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は155,728百万円であり、その主なものは、当社での

現金及び預金、投資有価証券等であります。　
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【海外売上高】

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）　　　　　　　　　　　　  (単位：百万円）

 北米 欧州
アジア・
オセアニア

その他 計

Ⅰ　海外売上高 27,832 32,634 319,685 3,018 383,171

Ⅱ　連結売上高                 577,922

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合

（％）

4.8 5.6 55.3 0.5 66.3

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

北米………米国

欧州………ベルギー、フランス、ドイツ、スウェーデン

アジア・オセアニア………中国、韓国、台湾、シンガポール、マレーシア、香港、タイ

その他………南米、アフリカ

３　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）　　　　　　　　　　　　  (単位：百万円）

 北米 欧州
アジア・
オセアニア

その他 計

Ⅰ　海外売上高 28,866 30,718 345,737 1,430 406,752

Ⅱ　連結売上高                 601,859

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合

（％）

4.8 5.1 57.4 0.2 67.6

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

北米………米国

欧州………ベルギー、フランス、ドイツ、スウェーデン

アジア・オセアニア………中国、韓国、台湾、シンガポール、マレーシア、香港、タイ

その他………南米、アフリカ

３　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

記載対象はありません。

（追加情報） 

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）お

よび「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を

適用しております。

なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

 

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

記載対象はありません。
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（１株当たり情報）

項目
前連結会計期間

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 2,148円15銭 2,320円86銭

１株当たり当期純利益 1円61銭 225円52銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 1円61銭 225円20銭

（注）算定上の基礎

 １株当たり純資産額

 
前連結会計期間末
（平成21年３月31日）

当連結会計期間末
（平成22年３月31日）

純資産の部の合計額 361,130百万円 388,724百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 3,290百万円 2,059百万円

（うち新株予約権） (1,086百万円) (1,067百万円)

（うち少数株主持分） (2,204百万円) (992百万円)

普通株式に係る期末の純資産額 357,839百万円 386,664百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末の普通株式の数
166,580千株 166,604千株

 １株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 
前連結会計期間

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当期純利益 267百万円 37,570百万円

普通株主に帰属しない金額 ――― ―――

普通株式に係る当期純利益 267百万円 37,570百万円

普通株式の期中平均株式数 166,577千株 166,595千株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

算定に用いられた普通株式増加数

（うち新株予約権）

174千株

(174千株）

239千株

(239千株）

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要

新株予約権

潜在株式の数　1,092,500株

これらの詳細については、第４　提出会

社の状況　１株式等の状況　(2）新株予

約権等の状況に記載しております。

新株予約権

潜在株式の数　735,600株

これらの詳細については、第４　提出会

社の状況　１株式等の状況　(2）新株予

約権等の状況に記載しております。
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　当社は以下の条件で第１回無担保社債を発行いたしまし

た。

　(1)発行年月日　　　　平成21年６月３日

　(2)発行総額　　　　　50,000百万円

　(3)利率　　　　　　　年1.233％　　　　　

 (4)償還期限          平成26年６月３日          

　(5)償還方法　　　　　満期一括償還（但し、買入消却を付すこ

ともできる）

　(6)発行価格　　　　　各社債の金額100円につき、金100円　　

　(7)償還金額　　　　　各社債の金額100円につき、金100円

　(8)担保・保証　　　　担保及び保証は付されておらず、また本

社債のために特に留保されている

資産はない。

　(9)資金使途　　　　　設備投資資金、ＣＰ償還資金、または借入

金返済資金に充当する予定

―――

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

 　 平成年月日     平成年月日

日東電工㈱
第1回無担保社債
（注）1.2

21.6.3　 －
50,000
(－)

1.233 なし 　　 26.6.3

　（注）１．（　）内書は、１年以内の償還予定額であります。

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年
以内
（百万円）

２年超３年
以内
（百万円）

３年超４年
以内
（百万円）

４年超５年
以内
（百万円）

　

－　 －　 － － 50,000
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 28,388 3,954 2.2 －

１年以内に返済予定の長期借入金 444 6,712 2.2 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 20,923 14,316 1.4平成23年～平成26年

その他有利子負債

（コマーシャル・ペーパー） 

 

25,000

 

－

 

－

 

 － 

（リース債務） 6 22 －  －

合計 74,762 25,006 － －

　（注）１　「平均利率」については、期末借入金等残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３　長期借入金およびその他有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１

年ごとの返済予定額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 8,293 23 6,000 －

その他有利子負債 7 4 2 0

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自平成21年４月１日

至平成21年６月30日

第２四半期

自平成21年７月１日

至平成21年９月30日

第３四半期

自平成21年10月１日

至平成21年12月31日

第４四半期

自平成22年１月１日

至平成22年３月31日

売上高（百万円） 138,432 156,668 156,881 149,876

税金等調整前四半期純利益

（百万円）
8,686 16,197 19,306 9,507

四半期純利益（百万円） 6,116 11,917 13,339 6,196

１株当たり四半期純利益

（円）
36.72 71.54 80.07 37.19
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 66,816 113,877

受取手形 2,729 3,007

売掛金 ※1
 61,882

※1
 101,538

商品及び製品 4,815 5,284

仕掛品 15,326 14,249

原材料及び貯蔵品 6,434 5,734

関係会社短期貸付金 5,640 5,024

未収入金 ※1
 4,857

※1
 7,088

繰延税金資産 5,350 5,360

未収還付法人税等 4,921 －

その他 1,367 736

貸倒引当金 △10 △13

流動資産合計 180,134 261,889

固定資産

有形固定資産

建物 124,977 130,591

減価償却累計額 △61,398 △67,194

建物（純額） 63,579 63,397

構築物 9,730 10,094

減価償却累計額 △5,873 △6,309

構築物（純額） 3,856 3,784

機械及び装置 228,031 232,581

減価償却累計額 △171,991 △183,909

機械及び装置（純額） 56,039 48,672

車両運搬具 783 825

減価償却累計額 △617 △660

車両運搬具（純額） 166 164

工具、器具及び備品 22,421 22,696

減価償却累計額 △17,257 △17,967

工具、器具及び備品（純額） 5,164 4,728

土地 14,101 14,101

建設仮勘定 15,304 5,357

有形固定資産合計 158,211 140,206
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

無形固定資産

特許権 744 569

借地権 52 52

施設利用権 106 96

電話加入権 57 57

ソフトウエア 2,718 2,925

その他 2,220 1,090

無形固定資産合計 5,900 4,793

投資その他の資産

投資有価証券 4,720 5,960

関係会社株式 47,774 62,202

出資金 2 2

長期貸付金 2 1

関係会社長期貸付金 18,006 5,116

破産更生債権等 1 2

繰延税金資産 6,649 7,762

前払年金費用 6,513 3,120

その他 1,446 1,382

貸倒引当金 △75 △43

投資損失引当金 △52 △52

投資その他の資産合計 84,988 85,455

固定資産合計 249,101 230,455

資産合計 429,236 492,344

負債の部

流動負債

買掛金 ※1
 40,988

※1
 66,848

短期借入金 15,000 －

コマーシャル・ペーパー 25,000 －

未払金 12,353 10,935

未払費用 2,642 8,651

未払法人税等 － 12,076

預り金 ※1
 15,630

※1
 20,344

設備関係未払金 13,762 5,734

役員賞与引当金 90 160

その他 539 1,527

流動負債合計 126,006 126,277
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

固定負債

社債 － 50,000

長期借入金 14,239 14,121

リース債務 6 22

退職給付引当金 13,151 13,247

受入保証金 284 286

負ののれん 472 266

その他 324 244

固定負債合計 28,479 78,189

負債合計 154,485 204,466

純資産の部

株主資本

資本金 26,783 26,783

資本剰余金

資本準備金 50,482 50,482

その他資本剰余金 5,683 5,670

資本剰余金合計 56,166 56,153

利益剰余金

利益準備金 4,095 4,095

その他利益剰余金

特別償却準備金 233 65

固定資産圧縮積立金 448 279

別途積立金 185,000 185,000

繰越利益剰余金 28,320 41,383

利益剰余金合計 218,097 230,823

自己株式 △28,380 △28,284

株主資本合計 272,667 285,476

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,036 1,611

繰延ヘッジ損益 △39 △277

評価・換算差額等合計 996 1,333

新株予約権 1,086 1,067

純資産合計 274,750 287,877

負債純資産合計 429,236 492,344
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 ※1
 378,333

※1
 420,954

売上原価 318,246 328,149

合計 327,564 341,621

商品及び製品期首たな卸高 6,095 4,815

当期製品製造原価 ※1
 276,906

※1
 285,206

原価差額 ※2
 △4,000

※2
 △2,400

当期商品仕入高 ※1
 48,564

※1
 54,000

他勘定振替高 ※3
 4,536

※3
 8,189

商品及び製品期末たな卸高 ※4
 4,815

※4
 5,284

原材料評価損 33 1

売上総利益 60,087 92,804

販売費及び一般管理費 ※5,6
 62,322

※5,6
 63,710

営業利益又は営業損失（△） △2,235 29,094

営業外収益

受取利息 293 293

受取配当金 ※1
 4,117

※1
 4,152

受取地代家賃 951 ※1
 1,108

受取ロイヤリティー ※1
 1,301

※1
 1,572

為替差益 964 839

補助金収入 136 2,322

雑収入 1,388 1,519

営業外収益合計 9,152 11,807

営業外費用

支払利息 365 ※1
 491

社債利息 － 508

売上割引 ※1
 579

※1
 396

貸与資産減価償却費 1,030 1,179

雑損失 604 606

営業外費用合計 2,578 3,181

経常利益 4,337 37,720
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※7
 6

※7
 52

投資有価証券売却益 0 21

特許関連収入 285 0

事業譲渡益 69 －

受取補償金 237 －

新株予約権戻入益 － 336

過年度損益修正益 － 70

関係会社清算益 － 82

その他 34 59

特別利益合計 633 624

特別損失

固定資産売却損 ※8
 21

※8
 29

固定資産除却損 ※9
 4,632

※9
 2,729

投資有価証券評価損 76 11

関係会社株式評価損 ※10
 5,063

※10
 414

特別退職金 ※11
 128

※11
 98

減損損失 ※12
 2,845 －

海外事業整理損失 － 772

支払補償費 － 499

その他 2,314 24

特別損失合計 15,081 4,579

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △10,110 33,764

法人税、住民税及び事業税 △629 12,393

法人税等調整額 △2,220 △1,350

法人税等合計 △2,849 11,042

当期純利益又は当期純損失（△） △7,260 22,721
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費      169,19361.5     188,89666.3
Ⅱ　労務費      21,6037.9     25,8409.1
Ⅲ　経費                          

外注加工費  15,815         14,176         
減価償却費  30,564         25,092         
その他  37,869         30,641         
当期経費      84,24930.6     69,90924.6
当期総製造費用      275,046100.0     284,647100.0
期首仕掛品たな卸高      17,742        15,326    

合計      292,788        299,974    
他勘定振替      555         517     
期末仕掛品たな卸高      15,326        14,249    
当期製品製造原価      276,906        285,206    

　（注）１　原価計算の方法

当社の原価計算は、組別工程別総合原価計算を行っております。

２　他勘定振替は固定資産への振替高であります。

　３　期末仕掛品たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、前事業年度の評価損の金額は1,595百万

円、当事業年度の評価損の金額は191百万円であります。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 26,783 26,783

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 26,783 26,783

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 50,482 50,482

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 50,482 50,482

その他資本剰余金

前期末残高 5,681 5,683

当期変動額

自己株式の処分 2 △13

当期変動額合計 2 △13

当期末残高 5,683 5,670

資本剰余金合計

前期末残高 56,163 56,166

当期変動額

自己株式の処分 2 △13

当期変動額合計 2 △13

当期末残高 56,166 56,153

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 4,095 4,095

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,095 4,095

その他利益剰余金

特別償却準備金

前期末残高 576 233

当期変動額

特別償却準備金の積立 17 13

特別償却準備金の取崩 △361 △180

当期変動額合計 △343 △167

当期末残高 233 65

固定資産圧縮積立金

前期末残高 368 448
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 202 25

固定資産圧縮積立金の取崩 △122 △194

当期変動額合計 79 △169

当期末残高 448 279

固定資産圧縮特別勘定積立金

前期末残高 202

当期変動額

固定資産圧縮特別勘定積立金の取
崩

△202 －

当期変動額合計 △202 －

別途積立金

前期末残高 185,000 185,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 185,000 185,000

繰越利益剰余金

前期末残高 48,440 28,320

当期変動額

剰余金の配当 △13,325 △9,995

特別償却準備金の積立 △17 △13

特別償却準備金の取崩 361 180

固定資産圧縮積立金の積立 △202 △25

固定資産圧縮積立金の取崩 122 194

固定資産圧縮特別勘定積立金の取
崩

202 －

当期純利益又は当期純損失（△） △7,260 22,721

当期変動額合計 △20,120 13,062

当期末残高 28,320 41,383

利益剰余金合計

前期末残高 238,683 218,097

当期変動額

剰余金の配当 △13,325 △9,995

特別償却準備金の積立 － －

特別償却準備金の取崩 － －

固定資産圧縮積立金の積立 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △7,260 22,721

当期変動額合計 △20,586 12,726

当期末残高 218,097 230,823
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

自己株式

前期末残高 △28,427 △28,380

当期変動額

自己株式の取得 △3 △3

自己株式の処分 50 99

当期変動額合計 47 95

当期末残高 △28,380 △28,284

株主資本合計

前期末残高 293,204 272,667

当期変動額

剰余金の配当 △13,325 △9,995

当期純利益又は当期純損失（△） △7,260 22,721

自己株式の取得 △3 △3

自己株式の処分 53 86

当期変動額合計 △20,537 12,809

当期末残高 272,667 285,476

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 2,987 1,036

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,950 575

当期変動額合計 △1,950 575

当期末残高 1,036 1,611

繰延ヘッジ損益

前期末残高 316 △39

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△355 △237

当期変動額合計 △355 △237

当期末残高 △39 △277

評価・換算差額等合計

前期末残高 3,303 996

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,306 337

当期変動額合計 △2,306 337

当期末残高 996 1,333
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

新株予約権

前期末残高 897 1,086

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 188 △19

当期変動額合計 188 △19

当期末残高 1,086 1,067

純資産合計

前期末残高 297,405 274,750

当期変動額

剰余金の配当 △13,325 △9,995

当期純利益又は当期純損失（△） △7,260 22,721

自己株式の取得 △3 △3

自己株式の処分 53 86

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,118 317

当期変動額合計 △22,655 13,127

当期末残高 274,750 287,877
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【重要な会計方針】

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券

時価のあるもの…………………期末日の市場価格等

に基づく時価法（評

価差額は全部純資産

直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定）

１　有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券

時価のあるもの…………………同左

時価のないもの…………………移動平均法による原

価法

時価のないもの…………………同左

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原

価法

子会社株式及び関連会社株式……同左

２　デリバティブの評価基準および評価方法……時価法 ２　デリバティブの評価基準および評価方法……同左

３　たな卸資産の評価基準および評価方法

商品及び製品・原材料・仕掛品……総平均法による原

価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品……最終仕入原価法による原価法

（会計方針の変更）

　当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表

分）を適用しております。

　この変更による損益に与える影響はありません。 

３　たな卸資産の評価基準および評価方法

商品及び製品・原材料・仕掛品……総平均法による原

価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品……最終仕入原価法による原価法

 

４　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）……定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　２～60年

機械装置及び車両運搬具　２～17年 

４　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）……定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　２～60年

機械装置及び車両運搬具　２～17年 

 （追加情報）

　平成20年度の法人税法改正を契機として、機械およ

び装置等については耐用年数を見直し当事業年度よ

り耐用年数の変更を行っております。

　この結果、従来と同一の耐用年数によった場合と比

較し、営業損失および税引前当期純損失は521百万円

多く、経常利益は521百万円少なく計上されておりま

す。
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前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

無形固定資産（リース資産を除く）……定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。

無形固定資産（リース資産を除く）……同左

リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産については、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続

き、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

を採用しております。

 

リース資産……同左

５　外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

５　外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

同左

６　引当金の計上基準 ６　引当金の計上基準

貸倒引当金…………金銭債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

貸倒引当金…………同左

投資損失引当金……関係会社に対する投資に係る損失

に備えるため、財政状況等を勘案

して、会社所定の基準により損失

見込額を計上しております。

投資損失引当金……同左

役員賞与引当金……役員賞与の支出に備えるため、当

事業年度における支給見込額を計

上しております。

役員賞与引当金……同左

退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務および年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（12年）による定額法に

より費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（12年）による定額

法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理して

おります。

退職給付引当金……同左　

（会計方針の変更）

　当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」の

一部改正（その３）」（企業会計基準第19号　平成

20年７月31日）を適用しております。

　数理計算上の差異を翌事業年度から償却するため、

これによる営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益に与える影響はありません。

　また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債

務の差額の未処理残高は3,407百万円であります。
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前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

７　ヘッジ会計の方法 

イ　ヘッジ会計の方法

 予定取引に係る為替予約に関して、繰延ヘッジ処理

を採用しております。通貨スワップについては、振当

処理の要件を満たす場合は振当処理を行っておりま

す。金利スワップについては、特例処理の要件を満た

す場合は特例処理を行っております。

７　ヘッジ会計の方法 

イ　ヘッジ会計の方法

 同左

 

 

 

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　為替予約、通貨スワップ、

　　　　　　金利スワップ

ヘッジ手段　同左

ヘッジ対象　外貨建債権債務等 ヘッジ対象　同左

ハ　ヘッジ方針

為替変動リスクおよび金利変動リスクの回避を目的

としております。

ハ　ヘッジ方針

同左

ニ　ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によっ

て有効性を評価しております。ただし、特例処理に

よっている金利スワップについては、有効性の評価

を省略しております。 

ニ　ヘッジ有効性評価の方法 

同左

８　消費税等の会計処理について

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ております。

８　消費税等の会計処理について

同左

【会計処理の変更】

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（リース取引の処理方法）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））および

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計

士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を

適用し、当事業年度から通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

　また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐

用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引については、引き続き、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用しており

ます。

　この変更による損益に与える影響は軽微であります。 

──────
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【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（貸借対照表）

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内

閣府令第50号）が適用となることに伴い、前事業年度に

おいて、「原材料」「貯蔵品」として掲記されていたも

のは、当事業年度から「原材料及び貯蔵品」と一括して

掲記しております。なお、当事業年度に含まれる「原材

料」「貯蔵品」は、それぞれ5,234百万円、1,199百万円で

あります。

──────

 

【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成21年３月31日）

当事業年度
（平成22年３月31日）

※１　関係会社に対する主な資産・負債

区分掲記した以外で各科目に含まれている主なもの

は次のとおりであります。

※１　関係会社に対する主な資産・負債

区分掲記した以外で各科目に含まれている主なもの

は次のとおりであります。

（資産の部）  

売掛金 33,913百万円

未収入金 2,113

（負債の部）  

買掛金 2,376

預り金 15,394

（資産の部）  

売掛金 57,948百万円

未収入金 3,539

（負債の部）  

買掛金 4,667

預り金 20,104

　２　保証債務

下記のとおり銀行借入金に対し、債務保証を行って

おります。

　２　保証債務

下記のとおり銀行借入金に対し、債務保証を行って

おります。

NITTO DENKO (SUZHOU) 

CO.,LTD.

 

5,484百万円

(40,000千米ドル)

(77,000千人民元)

(450百万円)

TAIWAN NITTO OPTICAL 

CO.,LTD.

 

2,880百万円

(1,000,000千

新台湾ドル)

NITTO DENKO FINE CIRCUIT

TECHNOLOGY(SHENZHEN)CO.,

LTD.

1,468百万円

(10,857千米ドル)

(28,000千人民元)

SHANGHAI NITTO OPTICAL C

O.,LTD.

 

 

3,001百万円

(5,000千米ドル)

(140,000千人民元)

(500百万円)

SHENZHEN NITTO OPTICAL C

O.,LTD.

4,000百万円

その他　５件 1,592百万円

計 18,427百万円

NITTO DENKO (SUZHOU) 

CO.,LTD.

1,079百万円

(11,600千米ドル)

TAIWAN NITTO OPTICAL 

CO.,LTD.

 

2,940百万円

(1,000,000千

新台湾ドル)

SHANGHAI NITTO OPTICAL C

O.,LTD.

 

 

2,305百万円

(5,000千米ドル)

(100,000千人民元)

(477百万円)

SHENZHEN NITTO OPTICAL C

O.,LTD.

3,965百万円

(5,000千米ドル)

(3,500百万円)

その他　３件 797百万円

計 11,087百万円

下記のとおり関係会社の契約履行保証等を行ってお

ります。

下記のとおり関係会社の契約履行保証等を行ってお

ります。

HYDRANAUTICS 571百万円

 

 

(5,285千米ドル)

(403千ユーロ)

HYDRANAUTICS 608百万円

 

 

(4,953千米ドル)

(1,185千ユーロ)
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１　関係会社との主な取引の金額は次のとおりでありま

す。

※１　関係会社との主な取引の金額は次のとおりでありま

す。

売上高 245,326百万円

仕入高 37,440

受取配当金 3,981

売上割引 481

受取ロイヤリティー 1,226

売上高 280,763百万円

仕入高 46,301

受取配当金 4,046

売上割引 323

受取ロイヤリティー 1,512

受取地代家賃 845

支払利息 142

※２　期中の原材料の一定単価による払出額と期末に総平

均原価に基づき算出した払出額との差額でありま

す。

※２　　　　　　　　　 同左

※３　（内訳） ※３　（内訳）

関係会社への半製品

有償支給に伴う振替
4,485百万円

その他  50

関係会社への半製品

有償支給に伴う振替
8,135百万円

その他  53

※４　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金
額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま
れております。

405百万円

※４　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金
額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま
れております。

122百万円

※５　販売費及び一般管理費のうち主なものは次のとおり

であります。

※５　販売費及び一般管理費のうち主なものは次のとおり

であります。

支払運賃 7,558百万円

従業員給料手当 15,793

役員賞与引当金繰入額 90

退職給付引当金繰入額 2,651

業務委託費 3,811

試作材料費 3,371

諸手数料 4,352

減価償却費 5,096

支払運賃 7,711百万円

従業員給料手当 18,826

役員賞与引当金繰入額 160

退職給付引当金繰入額 3,342

業務委託費 3,417

試作材料費 2,653

諸手数料 3,913

減価償却費 5,254

なお、販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する
費用の割合は約３割であります。

なお、販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する
費用の割合は約３割であります。

※６　一般管理費に含まれる研究開発費は、19,143百万円で

あります。

※６　一般管理費に含まれる研究開発費は、18,974百万円で

あります。

※７　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※７　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

建物 0百万円

機械及び装置 5

車両運搬具 0

工具、器具及び備品 0

土地 0

計 6

機械及び装置 52百万円

車両運搬具 0

工具、器具及び備品 0

計 52

※８　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 ※８　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

建物 0百万円

構築物 0

機械及び装置 15

工具、器具及び備品 0

土地 4

計 21

建物 0百万円

機械及び装置 26

車両運搬具 0

工具、器具及び備品 1

土地 0

その他 0

計 29
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前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※９　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※９　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 375百万円

構築物 18

機械及び装置 4,095

車両運搬具 0

工具、器具及び備品 132

ソフトウェア 9

その他 0

計 4,632

建物 120百万円

構築物 16

機械及び装置 646

車両運搬具 0

工具、器具及び備品 132

ソフトウェア 21

その他（無形固定資産） 1,790

計 2,729

※10　アメリカ現地法人等の累積損失増加に対して、関係会

社株式を当該会社の期末純資産額まで評価減したも

のです。

※10　中国現地法人等の累積損失増加に対して、関係会社株

式を当該会社の期末純資産額まで評価減したもので

す。

※11　特別退職金は、関係会社間の転籍に伴う割増退職金等

であります。

※11　　　　　　　　　 同左

※12　減損損失

　当事業年度において、以下の資産について減損損失

を計上しました。 

場所 用途 種類 減損損失

（百万円）

三重県　亀

山市

製造設備 機械装置及び

運搬具等

2,845

（グルーピングの方法）

　当社は、主として事業の種類別セグメントに準じ

た管理会計上の区分により資産のグルーピングを

行っております。また、生産中止等による処分の意

思決定を行っている資産については個別にグルー

ピングを行っております。

（経緯）

　薄型テレビ業界向けに展開を図ってきた固有の回

路材料については、収益性の低下により生産の中止

を意思決定したことにより、上記資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上しております。

（回収可能価額の算定方法）

　回収可能価額は主として正味売却価額により測定

しており、第三者による合理的に算定された市場価

格等に基づき算定しております。また、売却や他の

転用が困難な資産については零としております。 

※12　　　　　　　──────
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

自己株式の種類および株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（千株）

当事業年度増加株式

数（千株）

当事業年度減少株式

数（千株）

当事業年度末株式数

（千株）

 普通株式　（注）１、２ 7,189 1 12 7,178

 （注）１ 普通株式の自己株式の増加の内訳   

   　単元未満株式の買取りによる増加 　　　　　　　　　　　 　　 1千株 

２ 普通株式の自己株式の減少の内訳    

　 　　　　ストックオプションの行使による自己株式の交付 　　 　　    12千株 

　単元未満株式の売渡しによる減少　　　　                  　 0千株

当事業年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

自己株式の種類および株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（千株）

当事業年度増加株式

数（千株）

当事業年度減少株式

数（千株）

当事業年度末株式数

（千株）

 普通株式　（注）１、２ 7,178 1 25 7,154

 （注）１ 普通株式の自己株式の増加の内訳   

   　単元未満株式の買取りによる増加 　　　　　　　　　　　 　　 1千株 

２ 普通株式の自己株式の減少の内訳    

　 　　　　ストックオプションの行使による自己株式の交付 　　 　　    25千株 

　単元未満株式の売渡しによる減少　　　　                  　 0千株
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており、その内容は次のとおりで

あります。

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

  重要性が低下したため、当事業年度より注記を省略

しております。

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

建物 570 155 415
車両運搬具 70 50 20
工具、器具及び
備品

21 12 9

合計 663 217 445

　

(2）未経過リース料期末残高相当額 　

１年以内 53百万円

１年超 406

計 460

　

(3）支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額

　

支払リース料 65百万円

減価償却費相当額 58百万円

支払利息相当額 9百万円

　

(4）減価償却費相当額および利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　

・支払利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

　

（有価証券関係）

前事業年度（平成21年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度 (平成22年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式62,202百万円）は、市場価格がなく、時価を把握する

ことが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成21年３月31日）

当事業年度
（平成22年３月31日）

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

［流動資産］

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

［流動資産］

（繰延税金資産）     

繰越欠損金 3,781百万円

未払賞与 796

たな卸資産評価損 156

未払金 78

繰延ヘッジ損益 26

その他 877

繰延税金資産合計 5,716

（繰延税金負債）     

未収事業税 225

その他 140

繰延税金負債合計 365

繰延税金資産の純額 5,350

（繰延税金資産）     

未払賞与 2,698百万円

たな卸資産評価損 144

未払金 307

繰延ヘッジ損益 187

未払事業税 1,234

その他 788

繰延税金資産合計 5,360

（繰延税金負債）     

繰延税金負債合計 －

繰延税金資産の純額 5,360

［固定資産］ ［固定資産］

（繰延税金資産）     

退職給付引当金 2,671百万円

減価償却費損金算入限度超過額 3,482

固定資産減損損失 1,147

関係会社株式評価損 12,662

その他 897

繰延税金資産小計 20,861

評価性引当額 △13,189

繰延税金資産合計 7,671

     

（繰延税金負債）     

その他有価証券評価差額金 700百万円

特別償却準備金 36

固定資産圧縮積立金 284

繰延税金負債合計 1,021

繰延税金資産の純額 6,649

（繰延税金資産）     

退職給付引当金 4,082百万円

減価償却費損金算入限度超過額 4,145

固定資産減損損失 566

関係会社株式評価損 12,829

その他 1,074

繰延税金資産小計 22,698

評価性引当額 △13,614

繰延税金資産合計 9,084

     

（繰延税金負債）     

その他有価証券評価差額金 1,088百万円

特別償却準備金 44

固定資産圧縮積立金 188

繰延税金負債合計 1,321

繰延税金資産の純額 7,762

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

 (単位：％)

法定実効税率 40.3

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目 △2.0

受取配当金等永久に益金に算入されない項

目
11.4

評価性引当額 △25.6

外国税額控除　 3.5

その他 0.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.2

 

 (単位：％)

法定実効税率 40.3

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3

受取配当金等永久に益金に算入されない項

目
△1.7

評価性引当額 1.3

国外配当益金不算入制度により永久に益金

に算入されない項目
△3.1

試験研究費等の特別控除 △5.5

その他 0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.7
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（企業結合等関係）

　　　　 該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,642円84銭 1,721円51銭

１株当たり当期純利益又は当期純損失（△） △43円59銭 136円39銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 　潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式は存

在するものの１株当たり当期純損

失であるため記載しておりませ

ん。

136円19銭

 （注）算定上の基礎

 １株当たり純資産額

 
前事業年度

（平成21年３月31日）
当事業年度

（平成22年３月31日）

純資産の部の合計額 274,750百万円 287,877百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 1,086百万円 1,067百万円

（うち新株予約権） (1,086百万円) (1,067百万円)

普通株式に係る期末の純資産額 273,663百万円 286,810百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末の普通株式の数
166,580千株 166,604千株

 １株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当期純利益又は当期純損失（△） △7,260百万円 22,721百万円

普通株主に帰属しない金額 ――― ―――

普通株式に係る当期純利益又は当期純

損失（△）

△7,260百万円 22,721百万円

普通株式の期中平均株式数 166,577千株 166,595千株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

算定に用いられた普通株式増加数

（うち新株予約権）

―――

 

　

239千株

(239千株）

 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要

新株予約権

潜在株式の数　1,092,500株

これらの詳細については、第４　提出会

社の状況　１株式等の状況　(2）新株予

約権等の状況に記載しております。

新株予約権

潜在株式の数　735,600株

これらの詳細については、第４　提出会

社の状況　１株式等の状況　(2）新株予

約権等の状況に記載しております。
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当社は以下の条件で第１回無担保社債を発行いたしまし

た。

　(1)発行年月日　　　　平成21年６月３日

　(2)発行総額　　　　　50,000百万円

　(3)利率　　　　　　　年1.233％　　　　　

 (4)償還期限          平成26年６月３日          

　(5)償還方法　　　　　満期一括償還（但し、買入消却を付すこ

ともできる）

　(6)発行価格　　　　　各社債の金額100円につき、金100円　　

　(7)償還金額　　　　　各社債の金額100円につき、金100円

　(8)担保・保証　　　　担保及び保証は付されておらず、また本

社債のために特に留保されている

資産はない。

　(9)資金使途　　　　　設備投資資金、ＣＰ償還資金、または借入

金返済資金に充当する予定

 

──────
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（千株） 貸借対照表計上額（百万円）

（投資有価証券）         

（その他有価証券）         

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ

ループ
3,308 1,621

栗田工業㈱ 364 963

㈱みずほフィナンシャル・グルー

プ 
3,088 571

Algotochip Corporation 6,178 349

三菱電機㈱ 364 312

日東工業㈱ 197 192

住友電気工業㈱ 110 126

パナソニック㈱ 84 120

ローム㈱ 16 111

シャープ㈱ 92 108

その他（65銘柄） 1,918 1,250

計 15,721 5,727

【その他】

銘柄 投資口数等（口） 貸借対照表計上額（百万円）

（投資有価証券）         

（その他有価証券）         

投資事業有限責任組合およびそれ

に類する組合への出資（６銘柄）
－ 233

計 － 233
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残高
（百万円）

有形固定資産                             

建物 124,977 6,265 651 130,591 67,194 6,365 63,397

構築物 9,730 453 88 10,094 6,309 509 3,784

機械及び装置 228,031 14,512 9,962 232,581183,909 21,074 48,672

車両運搬具 783 81 39 825 660 81 164

工具、器具及び備品 22,421 1,975 1,701 22,696 17,967 2,265 4,728

土地 14,101 － 0 14,101 － － 14,101

建設仮勘定 15,304 15,627 25,575 5,357 － － 5,357

有形固定資産計 415,349 38,915 38,018 416,247276,041 30,297 140,206

無形固定資産                             

特許権 1,427 0 － 1,427 857 174 569

借地権 52 － － 52 － － 52

施設利用権 187 1 0 188 91 10 96

電話加入権 58 0 0 57 － － 57

ソフトウエア 9,351 1,251 42 10,560 7,635 1,037 2,925

その他 2,241 2,243 3,367 1,117 27 5 1,090

無形固定資産計 13,319 3,496 3,411 13,405 8,611 1,229 4,793

　（注）１. 当期増加額の主な内訳は下記のとおりであります。

 建物  ・・・・・  滋賀事業所  3,302百万円、 豊橋事業所 2,402百万円

 機械及び装置  ・・・・・  尾道事業所 6,678百万円、 滋賀事業所 3,107百万円

　　　　２. 当期減少額の主な内訳は下記のとおりであります。

 機械及び装置  ・・・・・  豊橋事業所  4,255百万円、 亀山事業所  3,773百万円

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 85 14 6 36 56

投資損失引当金 52 － － － 52

役員賞与引当金 90 160 90 － 160

 （注）１ 貸倒引当金の「当期減少額」の「その他」は、回収可能性の見直し等による戻入額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

１　現金及び預金

区分 金額（百万円）

当座預金 191

普通預金 43,685

通知預金 10,000

定期預金 60,000

小計 113,877

現金 0

計 113,877

２　受取手形

(a）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱神鋼環境ソリューション 161

オルガノ㈱ 109

ナニワ研磨工業㈱ 109

千代田電資㈱ 100

SHANGHAI XUHAO WATERTREATMENT TECHNOLOGY CO.,

LTD．
95

磐城産業㈱ 他 2,432

計 3,007

(b）決済期日別内訳

 22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 計

受取手形金額（百万円） 888 831 732 396 111 47 3,007
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３　売掛金

(a）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

TAIWAN NITTO OPTICAL CO.,LTD. 16,165

シャープ㈱ 10,122

KOREA NITTO OPTICAL CO.,LTD. 5,527

NITTO DENKO (HK) CO.,LTD. 4,751

SHANGHAI NITTO OPTICAL CO.,LTD． 4,493

KOREA OPTICAL HIGH TECH CO.,LTD． 他 60,478

計 101,538

(b）回収状況及び滞留状況

繰越高 (A)
（百万円）

発生高 (B)
（百万円）

回収高 (C)
（百万円）

期末残高 (D)
（百万円）

回収率
C
A＋B

（％）

滞留期間
（日）

61,882 429,384 389,728 101,538 79.3 69.5

　（注）１　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記発生高には消費税等が含まれております。

２　滞留期間は次の算式によっております。
(A)＋(D)

÷
(B)

2 365

４　商品及び製品・仕掛品・原材料及び貯蔵品

区分 主要品目
商品及び製品
（百万円）

仕掛品
（百万円）

原材料及び
貯蔵品
（百万円）

計
（百万円）

東北事業所 医療関連材料 458 372 357 1,188

関東事業所 エンプラ部材 151 787 268 1,206

豊橋事業所

表面保護シート

両面接着テープ

紙テープ

ゴムテープ類

ポリエステルテープ

液晶表示関連材料

シーリング材料

1,787 3,815 1,173 6,777

亀山事業所

半導体・ＩＣパッケージ用粉末樹脂

フレキシブルプリント回路板

液晶表示関連材料

621 1,633 1,208 3,463

滋賀事業所
高分子分離膜・モジュール

表面保護シート 
531 609 311 1,452

尾道事業所 液晶表示関連材料 1,088 7,030 2,369 10,487

本社・支店等 包装テープ等 645 － 46 692

計 － 5,284 14,249 5,734 25,268
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５　関係会社株式

銘柄 金額（百万円）

子会社株式     

NITTO AMERICAS, INC. 14,082

その他（59社） 48,120

子会社株式計 62,202

計 62,202

６　買掛金

相手先 金額（百万円）

パナック㈱ 13,087

大日本印刷㈱ 7,000

㈱クラレ 4,652

三井物産㈱ 2,782

日本ゼオン㈱ 1,974

コニカミノルタオプト㈱ 他 37,351

計 66,848

７　社債

返済期限 金額（百万円）

第１回無担保普通社債 50,000

計 50,000

８　設備関係未払金

相手先 金額（百万円）

 鹿島建設㈱ 815

 椿本興業㈱ 456

 淀川ヒューテック㈱ 426

 ㈱サンテック 291

 高砂熱学工業㈱ 204

 ㈱日立ハイテクトレーディング他 3,539

計 5,734

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年４月１日から翌年３月31日まで

定時株主総会 ６月

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日（期末配当）、９月30日（中間配当）

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所

（特別口座管理機関） 

東京都千代田区大手町二丁目６番２号

東京証券代行株式会社本店

株主名簿管理人
東京都千代田区大手町二丁目６番２号

東京証券代行株式会社

取次所 ────── 

買取・買増手数料 無料

公告掲載方法 大阪市において発行する日本経済新聞

株主に対する特典 なし

 （注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定に

よる請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権

利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(１)
有価証券報告書の

訂正報告書
   

平成21年４月３日

関東財務局長に提出
 

平成20年６月20日提出の第143期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）有価証券報告書に係る訂正報告書で

あります。
 

(２)
 

発行登録書(普通社債)

およびその添付書類
 

 

 

 

 

 

 

平成21年４月６日

関東財務局長に提出

 

 

 

(３)

 

発行登録追補書類（普

通社債）およびその添

付書類

 

 

 

 

 

 

 

平成21年５月27日

近畿財務局長に提出

 

 

 

(４)
発行登録取下届出書

（普通社債）
   

平成21年６月５日

関東財務局長に提出
 

　

　

(５)

 

　

有価証券報告書

およびその添付書類

並びに確認書 

　

　

事業年度

（第144期）

 

　

　

自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日

 

 

 

　

　

平成21年６月19日

関東財務局長に提出

 

 

 

　

(６)

　

内部統制報告書

およびその添付書類

   

　

平成21年６月19日

関東財務局長に提出

 

(７)臨時報告書    

　

平成21年６月19日

関東財務局長に提出

 

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２の規定に基づく臨時報告書であります。

 

(８)

有価証券報告書の

訂正報告書および確認

書　

   
平成21年７月17日

関東財務局長に提出
 

平成21年６月19日提出の第144期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）有価証券報告書に係る訂正報告書で

あります。

 

(９)

 

有価証券届出書

およびその添付書類

 

 

 

 

 

 

 

平成21年７月31日

関東財務局長に提出

 

 

 

(10)
臨時報告書の

訂正報告書 
   

平成21年８月３日

関東財務局長に提出
 

　　平成21年６月19日提出の企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２の規定に基づく臨時報告書に係

る訂正報告書であります。

 

(11)
有価証券届出書の

訂正届出書
   

平成21年８月３日

関東財務局長に提出
 

　　平成21年７月31日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。
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(12)

 

四半期報告書

および確認書

 

（第145期第１四半期）

 

 

自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日

 

 

 

平成21年８月７日

関東財務局長に提出

 

 

 

(13)
有価証券届出書の

訂正届出書
   

平成21年８月７日

関東財務局長に提出
 

　　平成21年７月31日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

 

(14)
有価証券届出書の

訂正届出書
   

平成21年９月16日

関東財務局長に提出
 

　　平成21年７月31日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

 

(15)

 

四半期報告書

および確認書

 

（第145期第２四半期）

 

 

自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日

 

 

 

平成21年11月13日

関東財務局長に提出

 

 

 

(16)

 

四半期報告書

および確認書

 

（第145期第３四半期）

 

 

自　平成21年10月１日

至　平成21年12月31日

 

 

 

平成22年２月15日

関東財務局長に提出

 

 

 

(17)臨時報告書    
平成22年４月30日

関東財務局長に提出
 

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

   平成21年６月19日

日東電工株式会社    

 取締役会　御中  

 あ ず さ 監 査 法 人 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 北山　久恵　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮林　利朗　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 東浦　隆晴　　印

＜財務諸表監査＞ 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
日東電工株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ
た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す
ることにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日東電工
株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
追記情報 
１．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度より「連
　　結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」を適用している。 
２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成21年６月３日に第１回無担保社債を発行した。
 
＜内部統制監査＞
　
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日東電工株式会社の平成21年３月
31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成
する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま
た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、日東電工株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部
統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に
係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

　※１．上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その
原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管している。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

日東電工株式会社(E01888)

有価証券報告書

138/141



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

   平成22年６月18日

日東電工株式会社    

 取締役会　御中  

 あ ず さ 監 査 法 人 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 北山　久恵　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮林　利朗　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 東浦　隆晴　　印

＜財務諸表監査＞
　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る日東電工株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日東電工

株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

   
＜内部統制監査＞
　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日東電工株式会社の平成22年３

月3１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作

成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま

た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、

評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含ん

でいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

  当監査法人は、日東電工株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告

に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

　※１．上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その
原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管している。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

   平成21年６月19日

日東電工株式会社    

 取締役会　御中  

 あ ず さ 監 査 法 人 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 北山　久恵　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮林　利朗　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 東浦　隆晴　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
日東電工株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第144期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査
法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ
れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸
表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して
いる。 
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日東電工株式
会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

追記情報
　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成21年６月３日に第１回無担保社債を発行した。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以　上

　※１．上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管している。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

   平成22年６月18日

日東電工株式会社    

 取締役会　御中  

 あ ず さ 監 査 法 人 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 北山　久恵　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮林　利朗　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 東浦　隆晴　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る日東電工株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第145期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日東電工株

式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　 

以　上

　※１．上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管している。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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